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統 計 調 査 課 長 大 野 保 郎

総 合 交 通 課 長 中 田 哲 朗

中山間・地域政策課長 山 内 武 則

生活・協働・男女参画課長 大 脇 泰 弘

文化文教・国際課長 安 井 伸 二
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広 報 企 画 監 津 曲 睦 己

交通・地域安全対策監 柳 田 勇

会計管理局

会 計 管 理 者 加 藤 裕 彦

会 計 管 理 局 次 長 井 黒 学

会 計 課 長 川 野 直 記

人事委員会事務局

事 務 局 長 太 田 英 夫

総 務 課 長 江 藤 修 一

職 員 課 長 梅 原 裕 二

監査事務局

事 務 局 長 渋 谷 弘 二

監 査 第 一 課 長 道 久 奉 三

監 査 第 二 課 長 山 口 博 久

議会事務局

事 務 局 長 日 高 勝 弘
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総 務 課 主 幹 馬 場 輝 夫

議 事 課 主 査 大 下 香

○押川主査 ただいまから決算特別委員会総務

政策分科会を開会いたします。

まず、分科会の日程についてであります。分

科会の日程については、お手元に配付の日程案

のとおりでよろしいでしょうか。

〔｢異議なし｣と呼ぶ者あり〕
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○押川主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

次に、昨日開催されました主査会における協

議内容について御報告いたします。

まず、審査の際の執行部説明についてであり

ます。お手元の分科会説明要領により行います

が、決算事項別の説明は目の執行残が100万円以

上のもの及び執行率が90％未満のものについて、

また、主要施策の成果は、主なものについて説

明があると思いますので、審査に当たりまして

はよろしくお願いいたします。

次に、監査委員へ説明を求める必要が生じた

場合についてでありますが、主査において、ほ

かの分科会との時間調整を行った上で、質疑の

場を設けたいとする旨、確認がなされましたの

で、よろしくお願いいたします。

最後に、審査の進め方についてでありますが、

県民政策部のみ、課を５つと４つに分けて２班

を編制し、班ごとに説明及び委員質疑を行い、

最後に部全体の総括質疑を行いたいと存じます。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午前10時１分休憩

午前10時３分再開

○押川主査 分科会を再開いたします。

それでは、平成21年度決算について部長の説

明を求めます。

○山下県民政策部長 県民政策部でございます｡

どうぞよろしくお願いいたします。

それでは、平成21年度の決算につきまして、

お手元の決算特別委員会資料に基づきまして、

御説明いたします。

１ページでございますが、県民政策部の事業

につきまして、新みやざき創造計画の施策の体

系表に沿ってまとめております。表の上のほう

に括弧書きで基本目標、施策の基本方向とござ

いますが、私からは、県民政策部が所管する施

策の基本方向ごとに、その成果について御説明

いたします。

初めに、基本目標、「未来の舞台で輝く人づく

り」であります。

安全で安心な魅力ある教育環境づくりといたし

まして、高等教育整備促進事業として、コンソー

シアムを支援することにより魅力ある高等教育

環境づくりを進めるとともに、私立学校振興費

補助により、保護者の経済的負担の軽減を初め、

私立学校の経営基盤の安定を図ったところであ

ります｡

次に、ＮＰＯ等との協働の推進とボランティ

ア活動の促進といたしまして、地域福祉等推進

特別支援事業等によりＮＰＯやボランティア活

動を促進するとともに、ＮＰＯと行政との協働

の推進を図ったところであります。また、人権

意識の高揚と差別意識の解消といたしまして、

宮崎県人権啓発推進協議会への委託事業や、宮

崎県人権啓発センター事業等により、人権教育・

啓発や同和対策の推進を図ったところでありま

す｡

次に、男女共同参画社会づくりの推進といた

しまして、男女共同参画地域リーダー人材育成

事業や女性のチャレンジ支援事業等により、女

性の社会参画の促進と男女平等意識の確立を

図ったところであります｡

次の文化の振興では、第14回宮崎国際音楽祭

の開催やミュージックランドみやざき推進事業、

日本の原点宮崎の郷土芸能伝承事業の実施など

を通じまして、県民の多様な文化活動の促進に

努めたところであります｡

次のページをお願いいたします。基本目標は
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「くらしの舞台づくり」であります｡

まず、地球温暖化防止に貢献する社会づくり

といたしまして、メガソーラー全県展開支援事

業や太陽光発電システム導入促進事業等により、

新エネルギー導入の促進を図ったところであり

ます｡

人にやさしいまちづくりでは、アイデアコン

クールの実施や講演会の開催等により、ユニバー

サルデザインの普及啓発に努めたところであり

ます。

地域交通ネットワークづくりでは、地方バス

路線等運行維持対策事業等により、県民の日常

生活に必要な公共交通機関の維持充実に努めた

ところであります｡

次の情報通信環境の整備といたしまして、携

帯電話等エリア整備事業等により、高度情報通

信環境の整備充実や情報通信格差の是正に取り

組んだところであります｡

また、安全で安心なまちづくりといたしまし

て、犯罪のない安全で安心なまちづくり強化を

進めるとともに、交通安全対策の推進につきま

しては、県民参加促進のための開発事業などに

より、交通事故防止に取り組んだところであり

ます｡

次の安心できる消費生活の確保といたしまし

ては、消費生活相談員の設置や消費者行政活性

化事業などにより、消費者の自立を支援すると

ともに、消費者被害の未然防止に努めたところ

であります｡

次のページですが、「経済・交流の舞台づくり」

でございます｡

まず、広域交通ネットワークづくりにつきま

しては、鉄道活性化対策推進事業や「みやざき

の空」航空ネットワーク活性化事業等により、

各公共交通機関の利用促進を図るとともに、国

及び関係会社への要望活動を行うなど、陸・海・

空の輸送機能の維持充実に努めたところであり

ます｡

観光宮崎の再生につきましては、トロッコ列

車活用促進事業により、観光特急「海幸山幸」

を活用した日南線の活性化に取り組んだところ

です｡

また、個性を生かした地域づくりでは、「中山

間盛り上げ隊」派遣事業や中山間地域等創造支

援事業等により、活力のある地域づくりを推進

するとともに、国際化の推進と多文化共生社会

づくりとして、外国青年招致事業や多文化共生

社会推進事業等により、県民の国際理解の増進

と外国人住民に対する支援等を図ったところで

あります｡

次のページをお願いいたします。「その他」で

ございますが、新みやざき創造戦略の展開や政

策評価の実施により、重要施策の総合企画・総

合調整を行ったほか、県民フォーラム等の広聴

活動や農林業センサス等の各種統計調査を実施

したところであります。

次に、５ページをお願いいたします。平成21

年度の県民政策部の決算の状況についてであり

ます。

県民政策部全体といたしましては、一般会計、

特別会計を合わせまして、表の一番下の欄でご

ざいますが、予算額111億1,539万5,000円、支出

済額95億7,662万5,114円、繰越明許分が９

億8,964万3,000円、事故繰越分が３億7,420万円、

不用額が１億7,492万6,886円となっておりまし

て、執行率は86.2％でございます｡

最後に、35ページをお願いいたします。平成21

年度県民政策部に係る監査結果報告書の指摘事

項等でございますが、福岡事務所の職員宿舎の

管理につきまして、１件の指摘事項がございま
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した。

以上、概要について御説明いたしましたが、

詳細につきましては、この後、各課長より説明

をいたします。御審査のほど、よろしくお願い

いたします。

私からは以上でございます。

○押川主査 これより総合政策課、秘書広報課、

統計調査課、総合交通課、中山間・地域政策課

の審査を行います。

平成21年度決算について各課の説明を求めま

す。

なお、委員の質疑は５課の説明がすべて終了

した後にお願いいたします。

○永山総合政策課長 総合政策課でございます｡

総合政策課の平成21年度予算に係る決算状況等

について説明をさせていただきます。

お手元の平成21年度決算特別委員会資料５

ページでございます。総合政策課は一般会計と

開発事業特別資金特別会計の２つの会計がござ

います。

まず、一般会計でございます。総合政策課の

ところ、予算額９億6,315万3,000円に対しまし

て、支出済額８億4,078万2,513円で、翌年度繰

越額は１億458万3,000円、不用額は1,778万7,487

円、執行率は87.3％となっております。なお、

翌年度繰越額を含めた執行率は98.2％でござい

ます｡

次に、開発事業特別資金特別会計でございま

す。予算額4,617万9,000円に対しまして、支出

済額4,614万3,988円で、不用額は３万5,012円、

執行率は99.9％となっております。

次に、青いインデックス「総合政策課」、７ペー

ジでございます。当課の決算事項別の明細は７

ページから10ページとなっております。このう

ち、目の不用額が100万円以上のもの、または執

行率が90％未満のものについて説明をさせてい

ただきます。

９ページをお開きください。（目）計画調査費

でございます。不用額が1,670万6,723円で、執

行率が26.0％となっております。翌年度繰越額

を含めますと執行率は89.8％となります。この

不用額の主なものは、委託料の1,394万7,001円

でありまして、これは、「緑の分権改革」推進事

業が国の公募型委託事業であり、国の事業採択

により事業費が決定したこと等による執行残で

ございます。また、負担金・補助及び交付金の88

万1,713円の執行残につきましては、大学連携コ

ンソーシアム支援補助金について、事業計画の

変更等があったことによる執行残でございます｡

10ページをお開きください。開発事業特別資

金特別会計であります。（目）運営費でございま

すが、執行率が50.0％となっております。この

不用額の主なものは、宮崎県開発事業特別資金

審議会開催に要する委員の報酬及び旅費の執行

残によるものであります。

決算事項の説明は以上でございます。

続きまして、平成21年度の主要施策の成果に

ついて説明をさせていただきます。

お手元の主要施策の成果に関する報告書、青

いインデックス「総合政策課」、９ページでござ

います。まず、安全で安心な魅力ある教育環境

づくりについてであります。中ほどの表の施策

推進のための主な事業及び実績、さらにその下

の施策の成果等にありますように、県内11の高

等教育機関で構成される高等教育コンソーシア

ム宮崎が実施いたします単位互換や地域学生就

職活動支援事業、インターンシップ等の取り組

みについて支援を行ったところでございます。

今後とも、県内高等教育機関の連携支援を行う

ことによりまして、魅力ある高等教育環境づく
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りや高等教育機関の有する知的資源の活用によ

る地域活性化を図ってまいりたいと考えており

ます。

次に、10ページでございます。地球温暖化防

止に貢献する社会づくりであります。主な事業

及び実績としては、メガソーラー全県展開支援

事業により、実証事業の支援を行っております。

その下の太陽光発電システム導入促進事業に

おける県庁舎のパネルや、「緑の分権改革」推進

事業については、繰り越しとなっております。11

ページをごらんください。施策の成果等にあり

ますように、メガソーラーについて３件が国の

補助事業に採択されたことのほか、太陽光発電

を電気自動車に活用する取り組みとして、日産

自動車との連携協定を締結したところでござい

ます。

12ページでございます。人にやさしいまちづ

くりであります。県では、平成20年３月にユニ

バーサルデザイン推進指針を策定しております

が、県内における認知度、理解度を高めるため

に、県内の小中学生を対象にしたアイデアコン

クールを実施し、また、行政職員向けの講演会

を開催いたしました。このアイデアコンクール

には、県内21校から892点の応募があり、優秀作

に対しては知事表彰を行ったところであります。

今後とも、こうした取り組みによりまして、ユ

ニバーサルデザインの普及啓発を進めてまいり

たいと考えております。

13ページでございます。県境を越えた交流・

連携の推進についてであります。施策推進のた

めの主な事業及び実績、施策の成果等にありま

すように、九州地方知事会議等におきまして、

官民が一体となって九州独自の発展戦略や具体

的な施策の検討、推進を行っているところであ

り、今後とも、これらの会議を活用しながら、

九州各県との連携を深め、県境を越えた広域的

な取り組みを推進していく必要があると考えて

おります。

14ページでございます。重要施策の総合企画

と総合調整でございます。施策推進のための主

な事業及び実績にございますように、県の総合

計画において重点施策として掲げます新みやざ

き創造戦略を、庁内連携のもと、強力に推進し

ていくための新みやざき創造戦略推進本部を開

催いたしますとともに、戦略推進のための調査

等を行ったところであります。また、創造戦略

の推進状況について客観的な評価・分析を行う

ため、新みやざき創造戦略評価委員会による外

部評価を実施いたしました。

ほかにも現在策定中の新たな総合計画の基礎

となるデータを分析・収集するための本県の現

状及び将来推計に関する調査や、本県の未来像

に関するアンケートを行いました。

なお、21年度の取り組みを対象として実施い

たしました政策評価の結果につきまして、353

ページから360ページに記載いたしております。

これは、先日の常任委員会での説明と重複いた

しますので、ここでの説明は割愛させていただ

きます。

主要施策の成果の説明は以上でございます。

最後になりますが、監査における指摘事項に

ついてでございます。

決算特別委員会資料に戻っていただきまし

て、35ページ、36ページでございます。平成21

年度の監査におきまして指摘事項が１件、注意

事項が２件ございました。いずれも福岡事務所

でございます。指摘事項は、職員宿舎として借

り受けている宿舎の借り受け及び職員への貸し

付けについて、公有財産取扱規則等に沿った手

続が行われていなかったものであります。具体
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的には、不動産を借り受けようとするときには、

あらかじめ総務部長に協議をしなければならな

かったものを行っていなかった。また、職員に

対して貸し付けを行う場合には、職員から入居

申請書を徴し、入居を決定した後、承認通知書

を交付しなければならなかったものを、その手

続を行っていなかったというものでございます。

注意事項は36ページでございますが、委託業務

において、財務規則で定められた見積書を徴し

ていなかったものと、郵便切手の出納管理にお

いて、出納簿の出納員の印鑑等が漏れていたも

のであります。

これらに対する改善につきましては、公有財

産取扱規則等に沿った手続を行い、またチェッ

ク体制を強化するなどし、今後このようなこと

がないよう適正な事務執行に努めてまいりたい

と考えております。

総合政策課は以上でございます。

○亀田秘書広報課長 それでは、秘書広報課の

平成21年度決算の概要について御説明申し上げ

ます。

決算特別委員会資料の５ページをお願いいた

します。秘書広報課のところでございますが、

当課の一般会計の決算は、予算額４億1,251

万5,000円に対しまして、支出済額が４億1,053

万4,711円で、不用額は198万289円、執行率は99.5

％となっております。

次に、青いインデックス「秘書広報課」のと

ころ、11ページをお願いいたします。当課の決

算事項別の明細は11ページと12ページの２ペー

ジにわたっておりますが、目の不用額が100万円

以上のもの、あるいは執行率が90％未満のもの

はございません。

次に、主要施策の成果についてでございます｡

主要施策の成果に関する報告書の青いイン

デックス「秘書広報課」のところ、16ページを

お願いいたします。情報通信環境の整備につい

てでございます。主な事業及び実績の表にあり

ますように、広報活動の主な実績内容といたし

まして、まず、印刷広報事業といたしまして、

県の広報誌であります「県広報みやざき」を年

間６回発行いたしました。新聞広報事業といた

しまして、県政のお知らせを掲載した「県政け

いじばん」というものを年24回発行いたしまし

た。さらに、テレビ・ラジオ放送事業といたし

まして、その下に４つ書いておりますが、テレ

ビ２局、ラジオ２局によります県政番組の製作・

放送を行い、さらには県ホームページでのさま

ざまな情報発信を行ったところでございます。

こうした各種広報媒体を活用した取り組みによ

りまして、広く県民の皆様に県政情報の提供を

行うことができたのではないかと考えておりま

して、今後とも、県民の皆様の県政に対する理

解を促進するために、積極的に広報活動を行っ

てまいりたいと考えております。

次に、17ページの県民本位の県政の推進につ

いてでございます。主な事業及び実績の表にあ

りますように、広聴活動の主な実績内容といた

しまして、１つ目には県民総ブレーン事業、こ

れは、その下の３つの事業を内容としておりま

すけれども、県民フォーラムを９回、県民ブレー

ン座談会を年間10回実施いたしまして、知事が

県民の皆様から直接意見をお聞きしたり、あわ

せて意見交換を行ったところでございます。さ

らには、出前講座ですが、県民の皆様の要請に

応じまして、県職員が県の取り組む施策や事業

等の説明、意見交換を行うというものでござい

ますが、これを年間52回実施いたしました。ま

た、県民の声事業といたしまして、電話やメー

ルなどの方法で4,229件の御意見をいただいたと
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ころでございます。こうした取り組みによりま

して、県民の皆様のさまざまな御意見に耳を傾

け、それを県政に反映するように努めたところ

でございまして、今後とも、広聴事業の充実を

図っていかなければいけないと考えております。

主要施策の成果については以上でございます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

秘書広報課は以上でございます。

○大野統計調査課長 それでは、統計調査課の

決算概要について御説明申し上げます。

お手元の決算特別委員会資料の５ページをお

開きください。統計調査課のところでございま

す。予算額４億6,017万円に対しまして、支出済

額４億4,828万2,683円で、不用額1,188万7,317

円となっておりまして、執行率97.4％でありま

す。なお、翌年度への繰り越しはありません。

まず、執行残が100万円を超えるものでござい

ますが、14ページをお開きください。（目）委託

統計費の1,089万5,520円であります。執行残の

主なものでございますが、節の負担金・補助及

び交付金の769万3,208円であります。これは、

市町村を経由して行う統計調査に係る市町村交

付金でありまして、本年２月に行いました農林

業センサスに係る交付金が主なものであります｡

この調査は２月以降に実際に調査しましたが、

対象数が交付算定基礎とした前回調査結果の数

より約5,000件下回ったことや、経費を節減した

ことによりまして不要となった交付金を市町村

が県に返還した結果、執行残となったものでご

ざいます。この市町村交付金のほかには、節の

需用費76万7,409円、旅費51万7,934円などがあ

りまして、いずれも、経費節減により執行残と

なったものであります。

次に、執行率が90％を下回るものであります

が、次の15ページをごらんください。（目）県統

計費でありますが、予算額243万8,000円に対し

支出済額216万3,596円、不用額27万4,404円とな

り、執行率が88.7％となったものです。この執

行残の主なものは、節の旅費14万9,971円、備品

購入費５万円であり、いずれも経費節減により

執行残となったものであります。

次に、主要施策の成果について御説明申し上

げます。

主要施策の成果に関する報告書の18ページを

お開きください。各種統計調査の実施でござい

ますが、施策の目標として、各種の行政施策の

実施や計画策定に必要となります基礎資料を得

るため行っております。施策推進のための主な

事業、実績でございますが、表に３つ掲げてお

ります。まず、１つ目の経済センサス基礎調査

ですが、この調査は、総務省の基幹統計として

平成24年に予定されております本格的な調査と

なる活動調査を行いますため、その準備として

必要な基礎となる調査を行ったものであります。

主な実績内容にお示ししておりますが、昨年の

７月１日を調査日としまして、本県では約５

万8,000事業所を対象に実施しております。この

調査により、事業所・企業の産業、従業者規模

などの基本構造を明らかにすることにしており

ます。

次に、農林業センサスですが、この調査は、

農林水産省の基幹統計として５年周期で実施さ

れるものであります。本年の２月１日を調査日

として、本県では約７万7,000件を対象に実施い

たしました。この調査により、農林業の生産構

造、就業構造やその背景を明らかにすることと

しております。

次に、全国消費実態調査ですが、この調査は、

総務省の基幹統計として５年周期で実施されて



- 8 -

おります。昨年９月から11月の間におきまして、

本県では、総務省が抽出した791世帯を対象に実

施しております。この調査によりまして、全国

及び地域別の世帯の所得、消費及び資産の水準

や構造を明らかにすることとしております。

以上のような各種調査を通しまして、施策の

成果等にお示ししておりますように、行政施策

企画立案等に必要な基礎資料が得られたという

ふうに考えております。今後は、引き続き、円

滑な調査の実施や調査の精度の向上に取り組み

ますとともに、調査結果の活用促進に努めてま

いりたいと考えております。

主要施策の成果に関しましては、以上であり

ます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はありません。

統計調査課は以上であります。

○中田総合交通課長 それでは、総合交通課の

平成21年度予算に係る決算状況等について御説

明いたします。

お手元の平成21年度決算特別委員会資料の５

ページをお開きください。総合交通課は一般会

計のみであります。総合交通課の欄をごらんく

ださい。予算額６億4,948万5,000円に対しまし

て、支出済額は６億3,390万7,121円で、不用額

は1,557万7,879円、執行率は97.6％となってお

ります。

次に、青いインデックス「総合交通課」の17

ページをお願いします。決算事項別の明細であ

りますが、目の不用額が100万円以上のものは、

計画調査費の不用額1,557万3,757円であります。

そのうち主なものは、節の負担金・補助及び交

付金で、不用額は1,502万3,874円であります。

その主な理由としましては、宮崎県物流効率化

支援事業における補助事業者の実績が計画を下

回ったこと、また、９月補正予算にて行いまし

た内航フェリー運航緊急対策支援事業において、

補助事業者の実績が計画を下回ったことなどに

よるものであります。

なお、執行率が90％未満のものは該当ありま

せん。

決算事項別の説明は以上であります。

続きまして、平成21年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書、青

いインデックス「総合交通課」の19ページをお

開きください。まず、２）地域交通ネットワー

クづくりについてであります。主な事業の地方

バス路線等運行維持対策によりまして、広域的・

幹線的なバス路線であります生活交通路線の維

持のため、バス事業者に対して運行費補助や車

両購入費補助を行いますとともに、バス路線廃

止後に代替バスなどを運行する市町村に対し補

助を行うなど、地域の交通手段の確保に努めた

ところでございます。また、地域バス再編支援

によりまして、コミュニティバスなど地域の実

情に応じたより効率的な交通システムへの再編

を図る市町村に対し、運行費補助を行ったとこ

ろであります。この事業によりまして、平成21

年度までに11市町村がコミュニティバスの運行

を開始しております。今後は、バス事業者の運

行する路線と地域が一体となった交通システム

との効果的な連携を促すことによりまして、将

来にわたって持続可能な地域交通ネットワーク

の構築を図ってまいりたいと考えております。

次に、20ページをお開きください。１）広域

交通ネットワークづくりについてであります。

主な事業の鉄道活性化対策推進によりまして、

日豊本線を初めとする県内鉄道の充実整備や利

便性の向上などの課題について、宮崎県鉄道整
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備促進期成同盟会などと連携を図りながら、国

やＪＲ九州に対しまして、機会あるごとに陳情・

要望活動を行った結果、日南線観光特急「海幸

山幸」が運行開始されるなど、一定の成果が得

られたところであります。日豊本線の高速化や

車両の更新につきましては、今後とも、利用促

進を図りながら、粘り強く要望活動を継続して

いく必要があると考えております。

次に、宮崎県物流効率化支援によりまして、

トラック輸送から海上または鉄道輸送にシフト

する貨物等に対して助成を行い、モーダルシフ

トの推進を図るなど、物流の効率化への取り組

みを進めたところであります。なお、平成20年

７月に知事を本部長として設置いたしました宮

崎県物流対策推進本部におきましては、本年２

月に開催しました本部会議で各産業別の課題と

対応策について取りまとめを行い、引き続き、

部局横断的に物流対策に取り組んでいくことと

したところであります｡

次に、「みやざきの空」航空ネットワーク活性

化によりまして、宮崎空港発着の国内路線・国

際路線の維持充実を図るため、国や航空会社等

への陳情・要望活動や利用促進に努めたところ

であります。これらの取り組みによりまして、

台湾との定期便につきましては昨年10月１日か

ら運休に至りましたが、航空会社や関係機関に

働きかけを行った結果、本年１月21日からチャ

イナエアラインが運航を開始し、現在、順調に

運航されているところであります。また、韓国

との国際定期便につきましては、平成20年の秋

以降、世界的な景気の悪化や円高・ウォン安の

影響で韓国からの利用が減少しておりましたけ

れども、昨年の冬はゴルフ客を中心に利用者が

再び増加し、昨年の12月から本年２月までの間、

金曜日と日曜日の機材が大型化して運航された

ところであります。今後とも、宮崎空港の航空

ネットワークの維持充実を図るため、利用促進

や航空会社等への働きかけを努めてまいります。

次に、22ページをお開きください。１）観光

宮崎の再生についてであります。トロッコ列車

活用促進によりまして、日南線観光特急「海幸

山幸」の運行開始イベントや、受け入れ体制の

整備、「海幸山幸」の利用促進等の取り組みを支

援するとともに、「海幸山幸」及び周辺観光地の

魅力等を県内外へＰＲすることによりまして、

「海幸山幸」を核とした日南線沿線の観光地づ

くりや活性化に寄与したところであります｡

以上が21年度の主要施策の成果であります｡

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はありません。

総合交通課の説明は以上であります。

○山内中山間・地域政策課長 それでは、中山

間・地域政策課の平成21年度予算に係る決算状

況等について説明をさせていただきます。

お手元の平成21年度決算特別委員会資料の５

ページをお願いいたします。中山間・地域政策

課のところでございます。予算額９億725万4,000

円に対しまして、支出済額は４億8,263万4,906

円、翌年度繰越額は明許が1,401万7,000円、事

故が３億7,420万円、合計３億8,821万7,000円で、

不用額は3,640万2,094円であります。執行率

は53.2％となっておりますが、翌年度繰越額を

含めました執行率は96.0％であります｡

次に、青いインデックス「中山間・地域政策

課」の19ページをお願いいたします。中山間・

地域政策課の決算事項別の明細は19ページか

ら20ページとなっております。目の不用額が100

万円以上のもの、または執行率が90％未満のも

のについて説明をさせていただきます。

19ページであります｡（目）計画調査費、不用
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額が3,541万2,221円で執行率が52.2％となって

おりますが、翌年度繰越額を含めました執行率

は96.0％であります。この不用額の主なものは、

負担金・補助及び交付金の3,292万2,476円であ

りまして、これは、定住自立圏等民間投資促進

事業の民間事業者における医療機器購入に係る

入札残など2,600万円や、中山間地域等創造支援

事業の市町村事業における入札残及び事業計画

の変更などによる執行残であります｡

決算事項別の説明は以上であります。

続きまして、平成21年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の青

いインデックス「中山間・地域政策課」の23ペー

ジをお願いいたします。２）の個性を生かした

地域づくりについてであります。まず、○新 中山

間地域集落点検モデルであります｡これは、市町

村が行う集落支援員の設置、集落点検の実施な

どに対して助成を行うもので、３市町村の５地

区で実施したところであります｡

次に、○新 「いきいき集落」応援であります。

住民主体の元気な集落づくりに取り組む集落に

対し各種支援を行うもので、平成21年度末で15

市町村84集落を認定しているところであります｡

今後とも、県下全域に取り組みが広がるように

働きかけていく必要があると考えております。

次に、○新 「中山間盛り上げ隊」派遣でありま

す。中山間地域でボランティア活動を行う「中

山間盛り上げ隊」を組織し、市町村からの派遣

依頼に応じて隊員を派遣するもので、短期派遣

につきましては合計33回、延べ133人の隊員を派

遣したところであります。また、県職員を西米

良村、諸塚村、日之影町にそれぞれ１名派遣し、

地域の活性化に取り組んでおります。

次に、○改中山間地域雇用創出支援であります｡

中山間地域で新たな雇用を創出する事業に対し、

創業のための支援を行うものであり、４件を支

援したところであります。中山間地域において

は所得の確保は重要でありますので、そのため

にも新たな雇用の創出を図っていく必要がある

と考えております。

24ページをお願いいたします。元気のいい地

域づくり総合支援であります。市町村や地域住

民による個性と魅力ある地域づくりの取り組み

に対し支援を行ったところであります｡

次に、○改 中山間地域等創造支援であります。

新みやざき創造計画に基づく新しい県づくりを

推進するため、市町村と地域住民が一体となっ

た地域づくりの取り組みに対し支援を行ったと

ころであります。今後とも、地域資源の活用や

市町村と地域住民が一体となった取り組みを支

援していく必要があると考えております。

○新 定住自立圏等民間投資促進であります。こ

れは、医療分野における民間投資を促進するも

ので、都城市などの７法人に支援を行ったとこ

ろであります。なお、繰越事業については本年

５月末までに完了しております。

次に、地価調査であります。これは、県内の

標準的な土地の価格を295地点において判定し、

一般の土地取引の資料として提供を行ったとこ

ろであります｡

宮崎に来んね、住まんね、呼びかけ強化であ

ります。これは、本県への移住等の促進を図る

ため、東京など都市圏において移住セミナー及

び相談会を開催するとともに、移住情報やガイ

ドブックの更新、市町村の取り組みに対する支

援を行ったところであります。今後とも、移住

のさらなる促進のためには、県下全域での受け

入れ体制の整備を促進していく必要があると考

えております。



- 11 -

以上が主要施策の成果についてであります｡

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

て、特に報告する事項はございません。

中山間・地域政策課については以上でありま

す。

○押川主査 説明が終了いたしましたが、委員

の皆様、質疑はございませんでしょうか。

○前屋敷委員 まず、最初に10ページからお願

いしたいと思います。メガソーラー支援事業で

３件のメガソーラー事業の補助事業ということ

ですが、メガソーラーの実施に向けた実証試験

の支援ということで企業が１つということです

が、それとあわせて太陽光発電システム導入促

進、同じく１カ所ということで、それぞれどこ

なのかをお聞かせください。

○永山総合政策課長 まず、メガソーラーの実

証試験については、都農町における太陽光発電

の設置について、ソーラーフロンティア構想に

基づいて推進しているものでございますけれど

も、ここでどのような施設設置が可能かという

ことについての実証試験を行ったものでござい

ます。企業としては国際興業グループに対して

支援を行っております。その他２カ所について

メガソーラーの設置が予定されておりますけれ

ども、これについては、この事業での支援は行っ

ておりません。

それから、太陽光発電システム導入促進につ

きましては、これは県庁舎、具体的には議会棟

の上に10キロワット程度のパネルを設置すると

いう事業でございます。これは、設計に時間を

要したということで繰り越しを行っております

けれども、実施については、この議会が終了し

てから施工させていただきたいというふうに考

えているところでございます。以上でございま

す。

○前屋敷委員 10キロワットの太陽光発電とい

うことですが、実際の工事に係る事業所あたり

はどこになるのか。

○永山総合政策課長 工事そのものについては、

これから入札を行ってまいりますので、まだ決

めておりません。ただ、設置するパネルにつき

ましては、宮崎ソーラーフロンティア、昭和シェ

ルのものを使いたいということで考えておりま

す。

○前屋敷委員 秘書広報課、主要施策の17ペー

ジですが、知事が直接県民の皆さんと触れ合っ

ていろんな意見を聞かせていただくという機会

を設けられたんですけれども、一番下の県民の

声事業というので、電話とかメールとか、投書

も含めてだろうと思うんですが、4,229件と数が

多く寄せられておりますけれども、この部分で

すべてとはいかないでしょうけれども、知事は、

どの程度こういう中身について承知しておられ

るのかということをお尋ねします。

○津曲広報企画監 県民の声は、届いたのは全

部ごらんいただいております。

○前屋敷委員 この4,200件すべて。

○津曲広報企画監 大体１週間に１回取りまと

めまして、ごらんいただいているという格好で

す。

○前屋敷委員 わかりました。

同じく主要施策、19ページの地域交通ネット

ワークづくりのコミュニティバスですが、今、

運行補助として11市町村で事業化されていると

いうことで、21年度の支出では日南市ほか９市

町村ということですが、支援がなかった自治体

があるわけですか。

○中田総合交通課長 事業自体は地域バス再編

支援事業という事業でやっておりますけれども、

この事業は３本立てになっておりまして、調査
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事業と車両購入費、運行費ということになって

おります。21年度は運行費の補助をやっており

まして、運行費補助というのは２年間限りとい

うことで実施しております。この事業につきま

しては、市町村のほうに利用呼びかけをしまし

て、手を挙げたところに対して補助をやってい

るということになっております。

○前屋敷委員 じゃ、申請に応じてということ

ですね。

○中田総合交通課長 そういうことでございま

す｡

○前屋敷委員 わかりました。

続いて、20ページ、新規事業の宮崎県物流効

率化支援で解釈の仕方を教えてほしいんですが、

実績内容のところで交付決定が23件、交付確定

が16件というふうにあるんですけれども、その

御説明を。

○中田総合交通課長 この事業は、荷主さんと

か運送事業者さんのほうから、今後、例えば６

カ月間でこれだけ荷物をモーダルシフトします

ということで計画を上げていただきまして、そ

の計画に基づいて交付決定をいたします。その

件数が23件で、金額2,100万余ということになっ

ています。交付確定というのは、計画をした上

で実際にシフトしたものを実績という形で上げ

ていただきまして、この補助金は実績に対して

補助をするということになっておりますので、

実際に補助をした件数、金額が16件の1,200万余

という形になっております。

○前屋敷委員 交付確定という補助金が正式な

額と。

○中田総合交通課長 そうでございます｡

○前屋敷委員 決定をして交付され、実績で確

定をしてこの金額になったということは、その

間の差額というのは返還するということなんで

すか。

○中田総合交通課長 補助金の支払いは実績に

応じて支払っておりますので、払い戻しという

か、そういう行為は生じません。

○前屋敷委員 わかりました。

○鳥飼委員 物流に関連してお尋ねをいたしま

す。20年７月に設置した物流対策推進本部とい

うことで、２月に課題を取りまとめて、部局連

携して取り組んでいくということだったんです

けれども、これで物流対策本部としての活動と

いうのは終わるということになるんでしょうか。

今後はどんなふうに展開していくんでしょうか。

○中田総合交通課長 物流対策本部は20年に設

置しておりますけれども、ことしの２月の本部

会議で決定しました方向性で終わりということ

ではもちろんございません。物流というのは当

然、産業にとって非常に重要なものでございま

すので、先ほどもちょっと申し上げましたけれ

ども、総合交通課が窓口になりまして、総合政

策課だけじゃなくて農政とか商工もございます

ので、部局横断的な取り組みを今後ともやって

いく必要があるというふうに考えております。

○鳥飼委員 この７月に設置をしているわけで

すね。県のいろんな事業なりについては、８月

からいろいろ議論を始めて、１月に知事査定が

あって事業決定して、３月議会で事業化が決定

されるというのが通常のやり方ですから。これ

が突如として７月に出てきたということで、一

定程度、その当時も議論がありましたけれども、

もう過ぎたわけですから、それはそれでいいと

しても、今後、総合交通課が事務局となって物

流対策推進本部を定例的に開いていくというこ

とには変わりはないということでよろしいんで

しょうか。

○中田総合交通課長 物流対策本部には下のほ
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うに幹事会とか検討会議というのがございまし

て、必要に応じて随時、関係課集まって、意見

交換なり今後の方策等について検討をしており

ますし、今後ともしていく予定にしております。

○鳥飼委員 当初議論があったように、思いつ

きで出るんじゃないかとかいろいろのことが、

今度はそういうことはなくなっていくだろうと

は思うんですが、ぜひ、大事なことですので、

続けていただきたいと。

それともう一つ、先ほど前屋敷委員が質問さ

れた、交付決定が23件、確定が16件ということ

だったんですけれども、余りにも乖離が多過ぎ

るというのがあるんですね。１～２例で結構な

んですけれども、こういうことでこれがだめだっ

たんですということを御報告いただくといいん

ですけれども。

○中田総合交通課長 総体的には景気が低迷し

た、要するに計画の見込みが甘かったというこ

とをおっしゃっております。具体的なものとし

ましては、韓国のほうに木材を輸出しようとし

ていた企業が、ウォン相場が戻らない関係で、

韓国のほうで買い控えに遭って輸出ができな

かったというような事例はございます。

○鳥飼委員 わかりました。

総合交通課にもう一つ、先ほど、地域バスの

ことでいろいろと質疑があったんですけれども、

本会議でも新しいガイドラインというのが出さ

れました。旧ガイドラインと新ガイドラインの

大きな違いというところを２～３御報告をいた

だきたいと思います。

○中田総合交通課長 違いというか、新しいガ

イドラインの考え方を申し上げますと、基本的

に地方コミュニティバスを導入する場合におい

ては、路線バスと実質的に競合しないように十

分検討することとか、路線バスとの相互補完を

図るようにと。選定方法につきましては、安全

性などを十分に勘案して評価して決定すること

等が新ガイドラインに載っているというふうに

理解しております。

○鳥飼委員 コミュニティバスについては、こ

れまでもいろいろと議論してまいりました。確

かに、言われるように、競合しているところも

あるではないかというようないろんなことがあ

りまして、いろんな努力の結果、こういうよう

な新しいものが出されてきました。本会議での

太田議員の質問では、文書をそのまま流しただ

けですよということでしたので、宮崎県全体の

問題ですから、またがる場合は補助しますよと

か、またがらない場合はコミュニティバスでい

きますよとか、いろいろありますね。だから、

担当者会議なりを開いて、特に県のほうも一緒

につくっていくという姿勢で今後進めていただ

きたいということを要望して、お答えは結構で

すので、お願いをしておきたいと思います。よ

ろしくお願いします。

○横田委員 主要施策の成果の23ページですけ

れども、「いきいき集落」応援事業、「いきいき

集落」として認定をして、情報発信とか各種支

援を実施していくということなんですが、この

各種支援の具体例を教えていただきたいんです

けれども。

○山内中山間・地域政策課長 各種支援につき

ましては、「いきいき集落」のスタートアップ支

援ということで、具体的には、額は非常に小さ

いんですが、上限５万円ということで、例えば、

集落内の道路に地域住民みんなで花や木を植え

ましょうというので、いわゆる花木費に対して

充てますとか、伝統芸能で田植え踊りをずっと

継承していきたいんだけれども、衣装もかなり

古くなっているので新調をしたいんですという
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ようなものに対して、例示としては支援をして

おります。

○横田委員 そういう支援をした結果、中山間

地域の住民の皆さん方の意識の変化といいます

か、手ごたえはどのように感じておられるでしょ

うか。

○山内中山間・地域政策課長 具体的には、例

えば認定証交付式ですとか、その後の訪問時に、

もともとやらないといけないと思っていたんだ

けれども、一つのきっかけづくりになったとい

う非常にうれしいお声はいただいております。

それとか、同じようなお答えになりますけれど

も、伝統芸能をもう一度やってみようと、そう

いう意識が上がってきているというふうに考え

ております。

○横田委員 本当にちょっと背中を押してやる

だけで行動が変わってくるということもたくさ

んあると思うんですね。そういった意味では非

常にありがたいことだなというふうに思います。

当然、集落の人たちだけじゃなくて、都市部の

人の意識も変えていかなければ難しいところも

あると思います。いずれにしても、長いスパン

での支援が必要と思いますので、引き続いての

支援をお願いしたいと思います。

武井委員の一般質問であったと思うんですけ

れども、16ページの広報活動ですけれども、い

ろんなテレビ番組の視聴率、２～３％ぐらいだっ

たですかね。どのくらいですか。

○津曲広報企画監 県政番組の視聴率でござい

ますが、テレビがＭＲＴとＵＭＫでやらせてい

ただいております。ＭＲＴが毎週土曜日午前中

にございまして、4.2％でございます。ＵＭＫが

日曜日の午前中にやっておりまして、※８％でご

ざいます。ラジオは、ＭＲＴが毎週月・金とい

う格好で4.9、ＦＭ宮崎は月・金と日曜日という

格好で2.4でございます｡

○横田委員 それでも県民の数を掛けたら相当

の人に視聴していただいているなと思うんです

けれども、「ゲゲゲの女房」は20％ぐらいだった

ですね。あれを見て、改めてすごい番組だなと

思ったんですけれども、前の安藤知事のときに、

私、もっとゴールデンタイムに出ていただいて

知事の考えをアピールしてくださいよというこ

とを言ったんですけれども、莫大な金がかかる

からできませんと言われたんです。でも、今の

知事はこっちからお金を出さんでも非常に大き

な宣伝効果を持っておられて、すばらしかった

なと思うんですけれども、知事のこっちからお

願いしなくて出していただいた宣伝効果といい

ますか、それはどのように把握されておるんで

しょうか。大体でいいです。

○津曲広報企画監 私ども、テレビの出演回数

とかはカウントできております。政務で何回ぐ

らい御出演していますとか、公務で何回ぐらい

というのはあるんですが、それぞれ一つ一つの

番組の視聴率のデータというのはなかなかなく

て、まことに申しわけないんですが、今、手元

にはございません。以上であります。

○横田委員 いずれにしましても、すごい宣伝

効果があったなと思うんですけれども、また引

き続きああいう人を連れてこないといかんのか

なと思いました。

○松村委員 総合交通課のほうなんですけれど

も、航空路線で利用者の団体とかの補助があり

ましたね。これはずっと継続されているんでしょ

うけれども、３万人ぐらいが乗られているソウ

ル線とか、利用の補助は何人ぐらい、何団体ぐ

らいされているのか、その推移あたりはどんな

感じでしょうか。その効果というか、補助があ

※22ページに訂正発言あり
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るからまだまだ行かれているのかなという、そ

の辺を。

○中田総合交通課長 利用団体補助につきまし

ては、以前は10名以上だったものを、平成21年

度から６名以上に拡大しておりますけれども、

平成20年度が148団体に対しまして補助をしてお

ります。21年度につきましては243団体というこ

とで、一応、増加をしております。それ以外に、

修学旅行とか、送迎バスの支援等をやっており

ますけれども、修学旅行は21年度は20年度に比

べて若干減っております。修学旅行につきまし

ては、20年度が14校２団体に対しまして、21年

度は10校２団体ということになっております。

※送迎バスにつきましては、21年の１月に創設し

た補助でございますけれども、20年度は実績は

ございませんで、21年度が29団体に対して補助

をしております。以上であります。

○松村委員 団体補助というのは、利用はふえ

ているような感じでしょうね。本年度はまだ決

算じゃないですからあれですけれども、需要を

そそるというような感じでまた引き続きお願い

したいなと思います。

それと、中山間の雇用創出という形で新規創

業事業４件という感じで挙がっておりますけれ

ども、特に中山間地ではなかなか収入とか事業

というのは難しいと思うんですけれども、こう

いう補助という形の中でどういう事業で創業さ

れたのか、聞いてみたいと思います。

○山内中山間・地域政策課長 支援した４件の

内訳でございますけれども、雇用の考え方もい

ろいろあろうかと思います。まず１つは、都城

の今年度「いきいき集落」に認定させていただ

いたところですけれども、地域のお年寄りの方

が里山塾というのを開校して、そこで直売所を

開設する費用に対して支援しているんですけれ

ども、従来は、雇用が１人１回出ると1,000円と

か2,000円とか、そういう地道にまずやっていこ

うというのが一つあります。本格的な雇用とい

たしましては、廃校の給食室を利用して、農産

加工組合の方がお一人ですけれども、新たにお

雇いになって、加工品（ジャム）を開発・販売

をするというような例、雇用形態としてはその

２つがあります。同じような形であと２件はご

ざいます。

○松村委員 これは緊急雇用創出とかとはまた

違うものなんでしょうけれども、瞬間的には雇

用補助というのがあって、そこだけで終わって

しまうケースがあるので、せっかく事業として

雇用の場を成り立たせる、それが継続して新た

な事業として展開できるように、ぜひ、指導な

り支援なり引き続きお願いしたいなと思います。

以上です。

○山内中山間・地域政策課長 まさしくおっ

しゃるとおりでして、最初の例の「じじばば里

山塾」というのは、徐々に上がっていこうとい

うものなので、これからも見守っていきたいし、

具体的には、創業支援したところについては、

創業の後に産業支援財団のアドバイザーの方が

支援する仕組みもこの中でございますので、フォ

ローアップをしておりますので、それが確実に

根づくように、私どももフォローアップをして

いきたいというふうに思っております。以上で

す。

○武井委員 報告書の９ページのほうから伺い

たいんですが、コンソーシアムなんですけれど

も、決算額が少ないのはいろいろ伺ったんです

けれども、実際の事業なんですけれども、講演

会みたいなものとかがあったりもするんですけ

れども、単位互換とか、どれぐらいの学生さん

※19ページに訂正発言あり
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がやっているのかというのを、これをやってい

るという人を余り聞いたことがないんですが、

いろいろな実績について、実際の数を伺いたい

んですけれども。

○永山総合政策課長 単位互換、これはコーディ

ネート科目ということで、各大学の共通でやり

ましょうということなんですけれども、21年度

については15の講義を行いまして、137名が受講

しております。あと、例えばインターンシップ

等の支援を行っていますけれども、それについ

ては11の大学、短大等から200名の学生がイン

ターンシップに参加をしているというふうな状

況でございます｡

○武井委員 コーディネート科目、それは当然、

どこかの大学で開講されるものなんですけれど

も、130何人というのは違う大学に行ったという

ことですか。それとも共通科目を履修した人

が130何人ということなんですか。単位互換とい

う意味というのは、違う大学に行ったり、違う

大学の先生の授業を聞くというのであって、同

じ大学で同じ大学のことを聞いていたら余り意

味がないと思うので、その130何人というのは、

本来ならば受けられない先生の授業を受けたり

とか、そういうことがちゃんとできていた成果

ということと理解してよろしいのか、伺います。

○永山総合政策課長 本来の単位互換といえば、

委員がおっしゃるように、例えば宮崎大学の講

義を九保大の学生が受けて、違う分野で深めて

いくというふうなことが必要だと。それが相互

の大学で単位として認定される。これが一番正

しい単位互換だと思っています。ただ、なかな

かそこまでいかないというのが実態でございま

して、コーディネート科目ということで、特別

な授業、例えば知事の講義であるとか、焼酎関

係の講義であるとか、そういうような特別の講

義を設けて、そこに各大学から集まってきて講

義を聞くというふうな形で今、やっております。

通常の講義をだれかが聞いて云々ということで

はなくて、あくまでも学生が共通して聞けるよ

うなセッティングはしておりますけれども、本

来の単位互換のための取り組みという意味では、

もう少し前に進まなければならないんだろうな

というふうに思っております。

○武井委員 大きな大学なんかですと、他学部

履修みたいなものでもいろいろ深め合えたりと

いうのもあるんですけれども、宮崎にそういう

ものができて、普通、単位互換というとそうい

う印象といいますか、イメージを受けますので、

ぜひ、進んでいくということが非常に大事であ

ろうと思っております。

それから、インターンシップなんですけれど

も、今、数のほうはあったんですけれども、例

えば宮大なら宮大とかがそれぞれで実施してい

るものもありまして、このコンソーシアムがな

ければできないのかという、本来ならば、一義

的には各大学が就職的な業務の一環としてやら

なければいけない、やれることであろうと思う

んですが、平たく言えば、このスキームがなく

ても存在し得るのかなと。これがあるからより

深められるとか、これがあるからよりインター

ンシップの質が深まるというようなことがある

のかどうか、伺いたいと思います。

○永山総合政策課長 もちろん、インターンシッ

プはこの組織ができる前から取り組んでおりま

したので、各大学における単独のことでもやれ

るだろうとは思います。ただ、企業側との交渉

であるとか、さまざまな取り組みについては、

窓口を一本化することの一つ価値があるという

ことと、各大学ですべて強い事務局を持ってい

るわけではございませんので、いろんな事務手
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続等についてここが代理をするということで、

それなりの広がりはあるというふうに思ってお

ります。もちろん、委員御指摘のとおり、ここ

でなければできないという話ではございません

が、私も以前、インターンシップ関係の世話を

やっておりましたけれども、窓口が複数にわたっ

て各大学から同じ企業にどんどん来るというふ

うなことで、非常に大変だというふうな話もご

ざいましたので、そういう意味では全体を取り

まとめている価値はあるのではないかなという

ふうに思います。

○武井委員 わかりました。

次に移ります。16ページ、先ほど、横田委員

からもありました広報の関係をお伺いしたいと

思うんですが、視聴率とかについては質問でも

聞きましたので、重複は避けますけれども、確

認なんですけれども、広報として持っている事

業で広報費でスポットを出すものというのが結

構ありますね。教育委員会ですと、スポレクで

あればスポレクのコマーシャルがあったり、い

ろんな事業のＣＭがあったりということがある

んですが、広報の窓口としてやっているのは、

あくまでもレギュラーで出していく県政番組と

いうような理解でよろしいのか、まず伺います。

○津曲広報企画監 委員おっしゃるとおり、各

課が独自に広報費を持ってテレビのＣＭ、例え

ば、今、自殺防止というのがテレビＣＭで流れ

ます。こういうのにつきましては各課が行いま

す。それに加えまして、私たちもレギュラーで

持っている番組の中で連携をしながら、やれる

ところは分担、やれるところは一緒にという格

好でやらせていただいております。以上です。

○武井委員 そういった中で、当然、この手の

話は、私も昔、会社に働いていたとき、宣伝課

にいたんですけれども、各自でやると単価の問

題であるとか、年に１回で、交渉にふなれな人

がやると、代理店さんとの交渉とかも、向こう

はプロですから、やられちゃったねみたいなの

があったりしたこともあるわけなんですけれど

も、よりスケールメリットを生かしていくとい

う意味においては、できるだけその手の予算を

集約させて、例えば、先ほどの自殺対策であれ

ば、各課が出すものもちゃんと広報のフィルタ

リングというか、例えば契約の中身であるとか、

質であるとか、そういったようなものも含めて

なんですが、ちゃんとその辺を通してやってい

るのかなというのがあって、皆さんはプロなわ

けですから、庁内の中でもプロの方が見られる

ということがより効果を生んでくることになる

だろうと思うんですが、そのあたりというのは

どういうふうにされているのか、伺います。

○津曲広報企画監 まず年度初めといいますか、

前年度終わり、予算が大体固まった時点で、す

べての課の行う広報計画を私ども、調査をさせ

ていただいております。それで量、時期、これ

らにつきまして分類をしまして、御相談をしな

がら、これについてはどうするんですかという

話が出てきます。例えば新聞広告費がこれだけ

ございますということになりましたら、私ども

が常々持っています新聞広告とあわせてやるこ

とで、トータル的にコストが下がったり、回数

がふえたりという格好で、その際には、うちの

課に担当課から分任をいただくというような格

好になります。それで総体的には新聞広告が出

たり、私どもの県政番組の中で一緒に取り上げ

るという格好になりますので、かなり御理解を

いただいているんじゃないかなと思っています。

○武井委員 わかりました。

新聞広報についてもお伺いいたしたいんです

が、宮崎の場合は、テレビは民放は２つしかあ



- 18 -

りませんで、ラジオは民放とＦＭ宮崎という形

ですから、分けてやるというのは、半々でも合

理性はそれなりにあると思うんですが、新聞広

報も、予算の中で見ておりましても、新聞は宮

崎の場合は宮日新聞が圧倒的に強くて、その後、

朝日、毎日とかと続いていくんでしょうけれど

も、申しわけないんですけれども、全国とか九

州、福岡県なんかではそれなりのシェアがある

にせよ、宮崎県ではほとんどシェアのない新聞

等もあるわけですけれども、県の広報の仕組み

について見ていますと、平等性というような意

味で出されるわけなんですけれども、実際に費

用対効果というのを考えたときに、ほとんど本

県の中ではシェアのない新聞というものに対し

てまで広告を出していくということが、本当に

予算の使われ方として適正なのかということに

ついては疑問があるんですが、いかがでしょう

か。

○津曲広報企画監 多分、西日本新聞のことだ

ろうとお聞きしています。ただ、私ども、西日

本新聞、宮崎県内のシェアはそう高くはござい

ませんが、実は鹿児島県にも同じ面が出ている

というふうに御理解いただきますと、結構なシェ

アじゃないかなと思っています。それで、予算

の執行につきましては、面積的にはほとんど平

等に出ますが、実は単価がそれぞれ変わってお

ります。当然、配布率が少ない、見ていただく

率が少ないところにつきましては、それなりに

安くさせていただいている。トータル的には、

宮日と夕刊デイリーの組み合わせが今、一番多

くなっております。以上であります。

○武井委員 わかりました。

次に移ります。総合交通課にお伺いをいたし

ますが、「みやざきの空」航空ネットワーク活性

化なんですけれども、国内線・国際線の利用促

進とあるんですが、国際線のほうは、先ほども

松村委員からもありまして、いろんな取り組み

がわかるんですけれども、国内線の利用促進と

いうのは、どういったようなイメージなのか。

例えば広島線なんかは、バスに広告を出したり

しましたけれども、ＪＡＬの状況もあるわけな

んですけれども、見事に廃止になったんですけ

れども、具体的にどういった取り組みをなされ

たのか、伺います。

○中田総合交通課長 国内線であれば、ＡＮＡ

とかＪＡＬとかが宮崎県の送客キャンペーンと

かやっていただいておりますけれども、その際

に協賛をさせていただいて、より効果的なキャ

ンペーンにしていただくようにお願いしている

というのがございます。それ以外に、全体的に

は、国内線、年に２回、ダイヤの改正がござい

ますけれども、その時刻表等の作成を行ってい

るところであります。以上であります。

○武井委員 ＪＡＬとかＡＮＡに直接県が出し

ているということではなくて、形としては、活

性化協議会のほうに全額出しているという理解

でよろしいんですか。

○中田総合交通課長 基本的には協議会のほう

に補助金を出して、協議会から支出していると

いう形になっています。

○武井委員 協議会というのは、当然、県だけ

でやっているものではないわけなんですが、県

の政策的判断とか意向というものはどういうふ

うなスキームで議論をされて、この協議会での

お金の使い方というのが決まっていくのかとい

うことについて伺いたいと思います。

○中田総合交通課長 協議会につきましては、

毎年、総会をやっておりますけれども、基本的

には総会において予算の審議をしていただきま

して、どういう形で使うかというのは決定して



- 19 -

いるということでございます｡

○武井委員 県以外のお金も当然入ってくるわ

けですね。そういったスキームの中で、県とし

てこれだけの予算を組むということは、こうい

うことに使いましょうというようなことで金額

を差し込んでいって、この金額が出て、それを

協議会に持っていくということになろうかと思

うんですけれども、基本的には、県の意図とか

県の政策的な意思というものは、その協議会の

中でしっかりと生かされて使われてきたという

理解でよろしいですか。

○中田総合交通課長 市町村の負担とかござい

ますので、市長会、町村会あたりと協議しなが

らやるということになりますけれども、基本的

には県のほうで考えて計画をつくって協議をす

るという形になっております。

○武井委員 わかりました。

○押川主査 ほかにございませんか。

○中田総合交通課長 先ほど、松村委員の質問

に対する答えの訂正をさせていただきたいんで

すけれども、送客バス支援の関係で、私、平成21

年の１月に創設したというふうに発言したかと

思うんですが、実際は平成20年の６月に創設さ

れております。

それから、バス支援の実績、20年度、ゼロと

いうふうに申し上げましたけれども、20年度も

ございまして、32団体に対してバス支援をして

おります。以上でございます。

○松村委員 総合政策課の成果のところですけ

れども、環境の取り組みについて、日産自動車

と連携協定を締結したということが書いてあり

ますけれども、この締結の中身というんですか、

それと日産自動車のおひざ元の神奈川県とは電

気ステーションとかも共同で設置したり、そう

いうことでいち早くやっていますね。宮崎県も

そういうことを目標とした締結なのか、あるい

はよそに先駆けてと言うとおかしいんですけれ

ども、神奈川県と宮崎県しかやっていないとい

う、非常に今から期待されるものなのか。将来

的には自動車産業の電気自動車部門というとこ

ろを目標に入れた連携協定というものなのか、

その協定の中身を教えてください。

○永山総合政策課長 できれば自動車産業を宮

崎にという思いがないわけではありませんけれ

ども、現在の連携協定の中身としては、宮崎県

における電気自動車の普及促進について日産と

連携して取り組んでいきましょうというふうな

中身になっております。具体的には、さまざま

な研修会等を行うということと、これから新し

い車、11月あるいは12月に「リーフ」が出ます

けれども、これについて県に無償でお貸しいた

だいて、それをいろんなイベント等で活用する

ことで県内における普及を図っていくというふ

うな段階に今のところとどまっております。

それから、電気スタンドの設置につきまして

は、まだ民間ベースで設置するほど電気自動車

の普及が進んでおりませんので、今年度、企業

局と連携しまして、県庁舎に電気スタンドをつ

くりたいということで今、計画を進めておりま

す。今回、日産との連携を進める中で、電気自

動車の普及が進んでくれば、そのような急速充

電器の設置等についても、今後どのように進め

ていくのかというのは検討すべき課題であると

いうふうに思っております。

それから、日産との取り組みが先進的なもの

かどうかというと、日産は既に幾つかの県とやっ

ています。あるいは市単位でやっているところ

もございます。日産自動車とすれば、さまざま

なところと連携することを目標としているよう

でございまして、彼らの宮崎県における連携の
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目的としては、都市部とは違う、例えば観光目

的等で電気自動車が活用できないかというふう

なことも含めて探っているというふうな状況で

ございます｡

○松村委員 私も一般質問で電気自動車とかエ

ネルギーに関して質問したことがあったんです

けれども、三菱「ｉ－ＭｉＥＶ」もいち早くやっ

ていますよね。スバル自動車もやっていますし、

本年度はかなり企業を中心にそれぞれ展開をさ

れていますし、太陽光、みやざきソーラーフロ

ンティアを考えると、先を行くんでしたら、も

うちょっとほかの企業もするというような形で、

既にこの辺で、21年度決算ですから、その方向

とかはこの決算の中には入っているんですか。

○永山総合政策課長 21年度については、地球

温暖化防止に関するいろんな取り組みの一つの

成果として、日産との連携協定を結びましたと

いうところまでです。22年度、今年度について、

具体的な展開をこれからしていこうということ

になります。したがって、21年度については具

体的にまだ動いていません。22年度以降、これ

からになりますけれども、日産とだけ組みましょ

うということを思っているわけでは当然ありま

せん。１社の利益になることをしようというわ

けではありません。今のところはパートナーで

組めているのが日産だということでございまし

て、我々としては、幅広にいろんなことを展開

していきたいというふうに思っています。

○鳥飼委員 何点かお尋ねをします。総合政策

課、今出されたんですが、３件のメガソーラー

事業が採択ということで、１件は都農の国際興

業系列、２件はどこでしたか。

○永山総合政策課長 旧昭和シェルソーラー、

ソーラーフロンティア株式会社の清武と、今度

新しくできる国富の２件でございます｡

○鳥飼委員 清武と国富で、事業化で具体的に

は何かありましたか。

○永山総合政策課長 ソーラーフロンティアの

清武が、ことしの秋、もうすぐ完成の予定です。

国富町の分は22年度以内ということですので、

これに対して総合政策課から何がしかの支援を

しているというわけではありませんが、国の補

助を受けるに当たって県との連携が必要ですの

で、そういうパートナー的な取り扱いはやって

いるということでございます｡

○鳥飼委員 わかりました。本県としても非常

に将来展望ができる事業ですから、ぜひ推進を

していただきたいというふうに思います。

ちょっとお尋ねしますけれども、繰り越しが

ありますね。議会庁舎の太陽光についてはわかっ

たんですが、緑の分権改革ということで、委員

会資料では8,100万、成果報告書では8,600万と

いうことで、恐らく委託料のほうかなと思った

りするんですけれども、交付決定がおくれたと

いうようなことですけれども、交付決定の時期

と、現在の状況を御説明いただきたいと思いま

す。

○永山総合政策課長 「緑の分権改革」推進事

業というのは、平成21年度の第２次補正で決まっ

た事業でございます。交付決定というか、額が

確定したのが22年の３月15日でございます。こ

の予算自体は22年１月の時点で計画を出してお

りまして、国の額の確定がおくれたものですか

ら、その額が不用残で残りますし、事業につい

ても、もともと21年度に採択をしますけれども、

実施そのものは22年度に繰り越しということを

前提に行っているものでございます。内容的に

は、県において、総合政策課等を中心に新しい

エネルギーの活用ということの調査研究、高鍋、

都農、高千穂それぞれの団体において、例えば
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高鍋で言うと、事業者の廃熱の利用をどうして

いくかということ、都農町においては草質のペ

レットの活用ができないか、高千穂においては

小型風力と太陽光を組み合わせたようなことが

できないかというふうな検討を行うということ

でございまして、現在、それぞれの町、あるい

は県においても取り組みを進めているところで

ございます。年度末までにはまとめたいという

ふうに思っております。

○鳥飼委員 ありがとうございました。ぜひ、

緑の分権改革を含めて、新エネルギーの活用は

大事な課題ですので、よろしくお願いを申し上

げたいと思います。

それと、秘書広報課の表の一番下に県ホーム

ページの維持管理というのがあるんですけれど

も、現状はそれぞれの各課がやって総合的なも

のを秘書広報課でやるということになるのかな

と思っているんですけれども、現状をお聞きし

たいと思います。

○津曲広報企画監 ホームページを活用した広

報ということでここに挙げさせていただいてお

ります。実際、今、県庁のホームページは、総

体的に２万ページほどございます。これは、去

年１年間でこの２万ページのうちの7,200ページ

ほどを更新いたしました。回数にしますと4,700

回ほどでございます。ですから、月当たり大体

更新自体が400回、ページ的に600ページを書き

かえているという格好になります。実際ここに

予算として上がりますのは、機械を借りるレン

タル料、更新をするための技術料というような

格好になっております。一日動かす中で、すべ

て専門業者に頼んだら相当のお金がかかります。

それで、県職員だれでも操作ができるという仕

組みにしまして、各課が自分ところの情報を最

新のに書きかえられるようにしよう、そのため

には、うちの課にあるんですが、ヘルプデスク

というのを設けておりまして、わからなくなっ

たらこの電話番号にお電話くださいと。そこの

人が細かく御説明して、最終的に修正をすると

いうような格好になります。

○鳥飼委員 わかりました。大変な量のホーム

ページですから、維持管理も大変だろうと思い

ますし、今、ここのホームページを受託といい

ますか、維持管理をしているのはどちらがやっ

ておられるんでしょうか。

○津曲広報企画監 現在、平成22年度でござい

ますか。

○鳥飼委員 かわっているんですね。両方お願

いします。

○津曲広報企画監 １年契約で更新していきま

すので、去年とことしは違っております。今、

手元に情報がございませんので、ちょっとお待

ちください。

○鳥飼委員 かなりの量があって、私も時々ホー

ムページを見るんですけれども、かなり苦労し

ておられるんだろうなと思っているんです。各

課の更新というのは、例えば永山課長のところ

だったら、一番詳しい人がおって、その人が主

にやるとか、どんなふうにしているんでしょう

か。

○永山総合政策課長 詳しいことは承知してお

りませんが、担当がしっかりと効率的にやって

いるんではないかなというふうに思っておりま

す。申しわけございません。

○鳥飼委員 ホームページの実情というか、実

態はかなり負担も多いだろうと思うんですね。

これを更新するということもかなり負担になっ

ているんじゃないかなというのもありまして。

○亀田秘書広報課長 かわりに答えさせていた

だきます。今、各課全部秘書広報課でやるのも
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大変なものですから、各課分散でやっておるん

ですが、各課の職員がみんな習熟しているわけ

ではないので、年に１回、何日かに分けて研修

会というのを設けまして、各課の精通するであ

ろう若手を集めまして、そこでホームページの

作成・更新の技術を専門家の先生を呼んで、う

ちの課の職員もまじって集中的に講義する。そ

れで、みんな若いのは入りがいいので、すぐで

きるようになります。

○鳥飼委員 ちょっとしつこいようですけれど

も、例えば、事務分掌表にそれが載るとかいう

ことはないんですね。

○津曲広報企画監 直接、事務分掌表には載り

ませんが、情報担当という格好では各課の方は

認識をされています。

それで、企業名がわかりましたので御説明さ

せてください。去年はアイコムティという会社

が担当しておりました。ことしはティーエヌエー

です。

それから、あわせてもう一件、先ほど、横田

委員のテレビの視聴率のお話で、ＵＭＫのとこ

ろを8.0と申し上げたんですが、7.4の誤りとい

うことで訂正をさせてください。申しわけござ

いません。以上であります。

○鳥飼委員 ホームページの更新、なかなか御

苦労が多いだろうと思われます。しかし、県民

なり私も利用させていただいておりますので、

よろしくお願い申し上げたいと思います。

もう一つだけ、中山間・地域政策課にお尋ね

したいと思います。いろいろと質問があったん

ですが、23ページの○新 「中山間盛り上げ隊」派

遣についてお尋ねをいたします。この概要につ

いては、日帰り部分と長期の宿泊部分というの

があるというふうに記憶しているんですけれど

も、実質、市町村から、例えば綾からうちに来

てくれとあったとしたら、人を集めてバスで送

迎するとかいうようなことだろうと思うんです

けれども、事例も含めて、日帰りの部分と２～

３日の部分とか、遠いところの部分と、費用弁

償の部分なり、その辺について説明をお願いし

ます。

○山内中山間・地域政策課長 「中山間盛り上

げ隊」派遣事業は、まず、種類としては短期派

遣、中長期派遣、県職員派遣の３種類がござい

ます。実例としましては、短期派遣が33回の133

人で、中長期派遣につきましては、隊員登録は

していただいたんですけれども、市町村のほう

も名乗りを上げていただいたんですけれども、

なかなかマッチングというのがうまくいかず

に、21年度としての実績はございません。

実績にあります短期派遣の組み立てというん

でしょうか、事業の成り立ちといいますのは、

まず公募いたしまして、隊員登録をしていただ

きます。費用の部分につきましては、ボランティ

ア保険を掛けるだけで、現地に行く費用という

のは自前でございます。具体的な例としまして

は、今、非常に多いのは、今から先のシーズン

でございますけれども、神楽祭りとかいろいろ

ございますけれども、裏方の支援、要するに舞

い手の方は地元の方がいらっしゃるんですけれ

ども、バックアップする裏方がいないので、そ

れの支援をということで、市町村を経由して集

落から市町村、市町村から、具体的には運営団

体に委託をしておりまして、私どものほうに情

報が来ますけれども、登録は昨年度末では245名

だったと思うんですけれども、登録をいただい

ておりますが、その方々全員に何月何日どこに

こういう支援依頼がございますということで、

メールで全部連絡は行きます。その中で御都合

がいい方が「私が行きます」ということでメー
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ルの返事をしていただきます。集合場所、いつ、

どこで、だれがというふうに決めていって、具

体的に現地集合をする。現地集合をする費用は

自前でございます。そして活動をして帰ってい

ただく。特に神楽なんかは割と夜通しでござい

ますので、地元の方が夕食とかは出していただ

いているようですけれども、基本的には自前で

ございます。仕組みとしては以上でございます。

○鳥飼委員 わかりました。ボランティア保険

だけということで、実質、ほとんどないという

ことですが、中長期は実績なしと。

県職員の西米良、諸塚、日之影に派遣をして

いるということなんですが、この人件費とかは

どんなふうになっているんでしょうか。

○山内中山間・地域政策課長 県職員の人件費

につきましては、県のほうで負担をしておりま

す。

○鳥飼委員 そうしますと、辞令については、

西米良村に勤務するわけですね。西米良村勤務

を命ずるというようなことになって、籍は例え

ば総合政策課に置いていて西米良村に行くとい

うようなことで、赴任旅費は出る、公務災害も

総合政策課の関係で処理をされるというような

ことで理解してよろしいんでしょうか。

○山内中山間・地域政策課長 この３名につき

ましては、県職員の身分を有したまま派遣をし

ているということですから、赴任旅費も当然出

ますし、わかりやすく言うと職員録にもうちの

職員として記載しております。市町村には派遣

協定を結んでやっております。以上です。

○鳥飼委員 業務命令というのはどこから出る

ようになるんですか。

○山内中山間・地域政策課長 おっしゃってい

るのは個々の毎日の業務の命令だろうと思うん

ですけれども、身分としては併任するような形

にしていただいておりますので、そこでしてい

ただいているということであります｡

○鳥飼委員 わかりました。

私がいろいろお聞きしましたのは、事故とか

あったときには不安ですから、しっかり働いて

もらうというか、その目的を達してもらうため

には、そこらをよくやっていく必要があるとい

うふうに思いましたので、お聞きしました。そ

こもよろしくお願い申し上げておきます。以上

です。

○押川主査 ほかにございませんか。

○前屋敷委員 中山間・地域政策課でお願いし

たいんですが、24ページの定住自立圏の事業で

すが、これは国の定住自立圏構想の一環として、

地域における医療の分野ということで、医療機

器を整備するということでの支援なんですけれ

ども、都城、日向については、ことし５月に完

了しているということですが、この７法人はど

こかということと、どういう医療機器の購入を

しておられるのかというところを聞かせてくだ

さい。

○山内中山間・地域政策課長 定住自立圏等民

間投資促進事業は、県内で定住自立圏の構想を

策定しております延岡市、日向市、都城市の３

市に該当する民間事業者、具体的に言うと医療

法人。※市町村別に言いますと延岡市が２法人、

都城市が４法人、日向市が３法人になっており

ます。具体的な購入の機器、皆さんよく御存じ

のものとしましては、ＭＲＩ、Ｘ線ＣＴ、レー

ザー照射装置、割と医療機器の中でも高額とい

うんでしょうか、医療機器自体が高いのかもし

れませんけれども、そういう種類のものでござ

います。それから、医療機器のほかにも、当初、

この対象経費は、病院の建設・改修、医療機器

※24ページに訂正発言あり
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の取得に要する経費ということで、１件だけは

病院の建設費も対象になっております。以上で

す。

○前屋敷委員 この支援費は、今言われた医療

機器を購入するのと施設の整備のほかにも活用

ができるんですか。

○山内中山間・地域政策課長 具体的な対象経

費は今申し上げた病院の建設・改修、医療機器

の取得に要する経費のみでございます。対象経

費の20％以内が交付率でございます｡

○前屋敷委員 もし公表できれば、医療機関を

教えてください。

○山内中山間・地域政策課長 具体的には、都

城市、都城市北諸県郡医師会、医療法人森山内

科外科クリニック、医療法人社団信貴会、医療

法人宏仁会、延岡市は医療法人社団健腎会、お

いでの里、日向市が医療法人天生堂、望洋会、

泉和会です。

さっき、市町村ごとの法人の数を少し間違っ

て御報告いたしましたので、まず、全部で９つ

言ってしまったようですけれども、年度内に完

成した７法人は、都城市が３、延岡市が２、日

向市が２です。

○前屋敷委員 後で資料としてペーパーでいた

だけませんでしょうか。

○押川主査 午後の総括質疑のときに資料の提

出をお願いいたします。

ほかにございませんか。

○河野副主査 成果報告書の12ページ、ユニバー

サルデザイン普及・啓発事業ということで、20

年度に比べて縮小されています。この縮小理由

というか、それを確認しておきます。

○永山総合政策課長 20年に指針をつくりまし

たので、20年度は、それにあわせたパンフレッ

トを作成いたしました。21年度については、そ

のパンフレットを活用しております。新たな印

刷を行わなかった関係で、決算額としては減額

になっているということでございます｡

○河野副主査 20ページ、質疑が幾つかありま

したが、宮崎県物流効率化支援の決定と確定、23

件、16件、この「件」というのは何の単位です

か。

○中田総合交通課長 運送事業者と荷主が共同

申請をするということになっておりますけれど

も、申請の件数に対して交付決定するというこ

とですので、そういうことでございます｡

○河野副主査 21ページに施策の成果とありま

すが、例えば、県外港から県内港への貨物のシ

フトとありますけれども、この16件のうちに何

件がその成果としてシフトが行われたか。もう

一つ、トラック輸送から海上・鉄道輸送へのシ

フトというところで、具体的な何かありますか。

○中田総合交通課長 お尋ねの県外港から県内

港への貨物のシフトが16件のうちの６件、トラッ

ク輸送から海上・鉄道輸送へのシフトが２件で

ございます。その他残りが８件ございますけれ

ども、その他は荷物が純増したものとか、もと

もと海上航路で運んでいたけれども、荷物がふ

えた、50運んでいたものが100になったというよ

うなもの、それだけではございませんが、そう

いうものが８件ございます。

○河野副主査 県としては、この事業の評価と

しては、効果的であった、不十分であるという

ことでいくとどういう評価をされているという

ことですか。

○中田総合交通課長 なかなかその評価は難し

いと思うんですけれども、少なくとも、これま

で県外港で出していた荷物が県内の港を使うよ

うになったとか、モーダルシフトという考え方

で言えば、トラック輸送から海上とか鉄道輸送
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になっております。そういうことで、荷物を集

約化とかＣＯ2削減とか、そういう部分では一定

の成果はあったのかなというふうに考えており

ます。

○河野副主査 最後ですけれども、22年度は事

業費としてはどうなんですか。

○中田総合交通課長 22年度は、予算的には21

年度と同額になっております。

○押川主査 ほかにございませんか。

〔｢なし｣と呼ぶ者あり〕

○押川主査 それでは、以上をもちまして第１

班の審査を終了いたします。

暫時休憩いたします。

午前11時55分休憩

午後０時59分再開

○押川主査 分科会を再開いたします。

これより、生活・協働・男女参画課、文化文

教・国際課、人権同和対策課、情報政策課の審

査を行います。平成21年度の決算について各課

の説明を求めます。

○大脇生活・協働・男女参画課長 生活・協

働・男女参画課の決算状況につきまして御説明

いたします。

初めに、お手元の平成21年度決算特別委員会

資料の５ページをお開きください。生活・協働・

男女参画課のところでございます。予算額は５

億801万6,000円に対しまして、支出済額は５

億480万6,414円、不用額は320万9,586円、執行

率は99.4％となっております。

次に、青いインデックス「生活・協働・男女

参画課」の21ページをお開きください。当課の

決算事項別の明細は、21ページから25ページと

なっております。目の不用額が100万円以上のも

の、または執行率が90％未満のものはございま

せん。

続きまして、平成21年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書、青

いインデックス「生活・協働・男女参画課」の27

ページをお開きください。まず、２、一人ひと

りが尊重され、生き生きと暮らせる社会づくり、

１）ＮＰＯ等との協働の推進とボランティア活

動の促進についてであります。主な事業及び実

績にありますように、地域福祉等推進特別支援

事業及びボランティアセンター整備促進事業と

しまして、福祉教育推進指定地域での福祉教育

の推進、ＮＰＯ法人設立運営の相談の実施や研

修会の開催、ボランティアセンターの機能強化

を図るための運営費補助等によりまして、ＮＰ

Ｏボランティア活動の促進等に努めたところで

あります｡

次の県とＮＰＯとの協働推進事業としまして、

新みやざき創造戦略の複数分野に関する事業に

つきまして、ＮＰＯからの提案を募集しまして、

委託を行うことにより、県とＮＰＯとの協働の

推進に努めたところであります。今後とも、県

民の視点に立った公共サービスを提供するため

に、ＮＰＯ等との協働を推進してまいりたいと

考えております。

次に、28ページをお開きください。３）男女

共同参画社会づくりの推進についてであります｡

主な事業及び実績にありますように、啓発資料

を作成・配布しまして、県民への意識の啓発を

図るとともに、男女共同参画地域リーダー人材

育成事業において、県内全域を対象に講座を開

催し、地域において男女共同参画の普及啓発を

進める新たなリーダーを養成したところであり

ます｡

次の女性のチャレンジ支援事業としまして、
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女性の再就職や起業に関する情報の提供や講座

の開催、相談事業などによりまして、女性の新

たなチャレンジへの支援を行ったところであり

ます｡

29ページをごらんください。男女共同参画セ

ンター管理運営委託事業としまして、本県の男

女共同参画の推進拠点であります県男女共同参

画センターにおいて、指定管理者である特定非

営利活動法人みやざき男女共同参画推進機構の

管理運営のもと、県民への情報提供、講座開催

等の啓発事業のほか、相談事業等を実施いたし

ました。

なお、施策の進捗状況に記載しておりますが、

県の審議会等における女性委員の比率につきま

しては、前年度より2.8ポイント増加しまし

て、45.8％となったところでありますが、目標

の50％には達しませんでした。今後とも、市町

村や関係機関との連携を図りながら、男女共同

参画社会の実現に向けた施策を推進してまいり

たいと考えております。

次に、31ページをお開きください。３、安全

で安心な暮らしの確保、１）安全で安心なまち

づくりについてであります。主な事業及び実績

にありますように、犯罪のない安全で安心なま

ちづくり強化事業としまして、リーダー講習会

の開催により、地域安全活動を担う人材の育成

に努めますとともに、各地域で自主防犯活動に

取り組む団体にアドバイザーを派遣し、活動の

活性化を図ったところであります。今後とも、

地域住民と行政が一体となって、犯罪の起こり

にくい安全で安心なまちづくりに取り組んでま

いりたいと考えております。

次に、32ページをお開きください。２）交通

安全対策の推進についてであります。主な事業

及び実績にありますように、交通安全運動県民

参加促進事業としまして、各季節ごとの交通安

全運動期間を重点に、テレビ及びラジオによる

スポット広告の放送やチラシ及びポスターの作

成・配布によりまして、効果的な啓発に努めた

ところであります。なお、県内交通事故の発生

件数や死亡数等の推移につきましては、一番下

の表にありますように、厳しい状況であります

ので、今後とも、交通安全意識の高揚や交通秩

序の維持について啓発を図り、交通事故の防止

に努めてまいりたいと考えております。

次に、33ページをごらんください。３）安心

できる消費生活の確保についてであります。主

な事業及び実績にありますように、まず、消費

者啓発推進事業及び消費生活啓発員設置事業と

しまして、県消費生活センターにおきまして、

消費者啓発講座等の開催や消費生活に係る情報

の提供を行い、主体性のある自立した消費者の

育成に努めたところであります｡

次に、消費生活相談員等設置事業としまして、

県消費生活センター及び都城、延岡の両支所に

相談員を配置し、消費者からの各種相談に応じ

たところであります｡

次に、○新 「相談しよう！」多重債務者対策事

業としまして、消費生活センターの相談員を１

名増員することにより、問題を早期に解決でき

るよう相談体制の充実を図りますとともに、多

重債務に陥らないよう、啓発キャンペーンや講

演会などを実施したところであります｡

次に、○新 消費者行政活性化事業であります。

平成20年度末に設置しました宮崎県消費者行政

活性化基金を活用しまして、消費者啓発の強化

や相談員の養成など、消費生活相談窓口の機能

強化等を図りますとともに、補助金の交付によ

りまして、市町村が行う事業の支援に努めたと

ころであります。今後とも、啓発や相談事業な
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どを実施することで、消費者被害の未然防止や

消費者の自立支援に取り組んでまいりたいと考

えております。

以上が主要施策の成果についてであります｡

なお、最後になりますが、監査委員の決算審

査意見書に関しましては、特に報告すべき事項

はありません。

生活・協働・男女参画課の説明は以上であり

ます。

○安井文化文教・国際課長 それでは、文化文

教・国際課の平成21年度決算状況について御説

明いたします。

平成21年度決算特別委員会資料の５ページを

お開きください。文化文教・国際課の欄にござ

いますように、予算額は50億2,905万1,000円に

対しまして、支出済額は49億6,373万2,429円、

翌年度繰越額が5,762万3,000円、不用額は769

万5,571円、執行率は98.7％となっておりますけ

れども、これに翌年度繰越額を含めますと99.8

％でございます｡

続きまして、目の執行残が100万円以上のもの

について御説明いたします。

青いインデックス「文化文教・国際課」、27ペー

ジをお開きください。まず、（目）企画総務費で

ございますが、不用額が622万5,441円となって

おります。これにつきましては、次の28ページ

をお開きください。節の欄にあります備品購入

費が主なものでございますが、中身は、県立芸

術劇場における備品購入の入札残でございます。

次に、29ページをごらんください。（目）事務

局費でございます。不用額が101万4,477円となっ

ております。これは、負担金・補助及び交付金

の不用額44万3,704円が主なものでございます。

中身は、私立高等学校授業料減免補助金等の確

定に伴うものでございます。

決算事項の説明は以上でございます。

次に、21年度の主要施策の成果について御説

明いたします。

報告書の35ページをお開きください。１の１）

安全で安心な魅力ある教育環境づくりについて

であります。主な事業及び実績の表にあります

ように、私立学校振興費補助事業につきまして

は、右のほうの実績内容のとおり、私立の高等

学校、中学校、小学校に対しまして補助を行う

ことによりまして、保護者の経済的負担の軽減

や特色ある私立学校づくりに努めたところであ

ります｡

次に、36ページをお開きください。１）の文

化の振興であります。まず、主な事業の１つ目

の宮崎国際音楽祭開催事業は、財団法人宮崎県

立芸術劇場に指定管理業務として委託をしてお

りますが、平成21年度の第14回は、５月５日か

ら23日にかけまして開催いたしまして、期間中

の来場者数は１万2,784人となっております。

次の県立芸術劇場事業につきましても、財団

法人県立芸術劇場に管理運営を委託しておりま

すけれども、平成21年度は３つのホールや練習

室などで合計22万3,072人の方に御利用をいただ

いたところでございます。

次の県立芸術劇場大規模改修事業は、平成５

年の開館以来、20年近くが経過しまして、劇場

の設備等が老朽化してまいりましたので、19年

度から順次実施しているもので、21年度は演劇

ホールの舞台照明の修繕などを実施いたしまし

た。なお、括弧書きの22年度への繰越額が5,762

万3,000円となっております。これは、国の２次

補正予算を活用した事業でございますけれども、

事業の決定が年度末でございましたので、22年

度に繰り越しとなったものでございます。大規

模修繕につきましては、今後も、緊急性の高い
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ものを十分検討しながら、順次、改修を行いま

して、利用者の安全確保や県民サービスの向上

などに努めていきたいと考えております。

次の県文化賞は、尺八ですとか人間浄瑠璃な

ど異なる分野の４人の方々を顕彰いたしました。

次に、37ページをごらんください。まず、若

山牧水賞ですけれども、昨年度は大島史洋さん

という歌人が受賞されました。この事業は、宮

日新聞、延岡市、日向市と一緒に運営しており

ますけれども、回を重ねることで全国版の短歌

文学賞として定着してきたものと考えておりま

す。

次のミュージックランドみやざき推進事業で

は、いろいろな音楽をいろいろな場所で気軽に

楽しむ機会と発表の機会を提供することを目的

にしまして、県庁でのコンサートや県内10市町

村での街角コンサートなどを開催したところで

あります｡

次の日本の原点宮崎の郷土芸能伝承事業で

は、18団体による郷土芸能の公演や担い手によ

る座談会を実施しまして、伝統文化の保存・伝

承の機運づくりに努めたところでございます。

今後とも、より多くの県民の方にさまざまな

機会を通して文化に親しんでいただきまして、

青少年の心の教育ですとか、高齢者の生きがい

づくりなど、心豊かな生活の実現につながって

いくような文化関係の事業を進めていく必要が

あると考えております。

次に、39ページをお開きください。３）の国

際化の推進と多文化共生社会づくりであります｡

主な事業と実績でありますけれども、まず、外

国青年招致事業では、当課に英語、韓国語、中

国語に対応できる３名の国際交流員を配置して

おりますが、その３名を活用しまして、県民の

国際理解を進めるための各種国際交流活動や通

訳・翻訳等の業務など、幅広い取り組みを行っ

たところであります｡

次の多文化共生社会推進事業では、多文化共

生に関する普及啓発事業として、広報誌等によ

る情報提供や、学校などへのアドバイザー派遣

を行ったほか、在住外国人支援事業として、日

本語講座や法律相談、生活相談等を実施したと

ころであります｡

次に、40ページをお開きください。まず、改

善事業の国際理解・国際交流促進事業ですが、

先ほど申し上げました、当課におります３名の

国際交流員等を県内の小・中・高校に派遣しま

して、児童生徒にそれぞれの国の歴史・文化を

紹介するなどして、子供たちの国際理解の促進

を図ったところであります｡

次の東アジア民間交流促進事業は、宮崎と台

湾との間で文化・スポーツ等の民間団体の相互

交流が活発になることをねらいとしております

けれども、そのきっかけづくりとして、それぞ

れの国の団体のリーダーに相互に相手国を訪問

してもらい、具体的な交流の実現に向けた話し

合いの場を提供したものであります｡

最後の海外技術研修員受入事業では、アジア

地域から３名の研修員を受け入れ、宮崎大学な

どで研修を行いました。途上国の発展に貢献で

きる人材の養成はもちろんですが、研修員と県

民の交流を通して、県民の国際理解の促進にも

役立ったと考えております。なお、米印に書い

ておりますけれども、３名のうちラオスからの

技術研修員は、体調不良ということで途中帰国

となっております。

今後とも、市町村、民間団体等と連携しなが

ら、国際感覚豊かな人づくり、多文化共生社会

づくりを推進していく必要があると考えており

ます。
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最後になりますが、監査における注意事項に

ついてでございます。もう一度、決算特別委員

会資料にお戻りください。36ページでございま

す｡注意事項一番上の県立芸術劇場の行政財産使

用料について、調定事務がおくれているものが

見受けられたというものでございます。この点

につきましては、業務内容の再確認を行うとと

もに、適正な収入事務が行われるよう、チェッ

ク体制を強化する措置を講じたところでござい

ます。

文化文教・国際課は以上でございます。

○吉田人権同和対策課長 人権同和対策課の平

成21年度の決算状況等について御説明いたしま

す。

初めに、お手元の平成21年度決算特別委員会

資料の５ページをお開きください。人権同和対

策課のところであります。予算額１億4,440

万1,000円に対しまして、支出済額１億4,404

万3,104円で、不用額は35万7,896円、執行率

は99.8％となっております。

次に、青いインデックス「人権同和対策課」

の31ページをお開きください。当課の決算事項

別の明細であります。目の不用額が100万円以上

のもの、または執行率が90％未満のものはござ

いません。

続きまして、平成21年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

お手元の主要施策の成果に関する報告書、青

いインデックス「人権同和対策課」の42ページ

をお開きください。２）人権意識の高揚と差別

意識の解消についてであります。施策推進のた

めの主な事業及び実績といたしまして、まず、

宮崎県人権啓発推進協議会委託、並びに「みん

なの人権！思いやり交流プラザ開催」でありま

す。主な実績内容欄にありますように、８月の

人権啓発強調月間や12月の人権週間における集

中啓発、さらには人権啓発イベント開催などの

さまざまな啓発事業を実施いたしまして、県民

の人権意識の高揚と差別意識の解消に努めたと

ころであります｡

次に、宮崎県人権啓発センターであります。

人権同和対策課内に設置いたしました宮崎県人

権啓発センターにおきまして、人権に関する各

種の研修会やセミナーの開催、講師の派遣、研

修用ビデオの貸し出し等を行ったものでありま

す。

次に、右側の43ページをごらんください。え

せ同和行為等対策であります。えせ同和行為は、

同和問題に対する誤った意識を植えつける大き

な原因の一つでありますので、アンケート調査

やリーフレットの作成・配布、講習会の開催等

により、えせ同和行為を排除するための広報啓

発に努めたところであります｡

次に、施策の成果等であります。まず、①の

県民の人権啓発につきましては、宮崎県人権啓

発センターを県民啓発の中核といたしまして、

機能の充実を図りながら、啓発・研修の進展に

努めたところであります。今後とも、一層の工

夫を凝らしながら、人権意識の高揚を図ってま

いりたいと考えております。また、②のえせ同

和行為等への対応につきましては、43ページの

一番下に近年の状況を記載しておりますように、

平成21年度調査では、応諾率、これは、注にあ

りますように、違法・不当な要求を受けた事業

所のうち、その要求に応じた事業所の割合でご

ざいますけれども、この応諾率は減少いたしま

しております。今後とも、えせ同和行為は絶対

に許さないという強い姿勢で啓発の一層の推進

に努めてまいりたいと考えております。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま
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しては、特に報告すべき事項はございません。

人権同和対策課は以上でございます。

○金丸情報政策課長 情報政策課の平成21年度

決算状況等について御説明いたします。

お手元の平成21年度決算特別委員会資料の５

ページをお開きください。情報政策課のところ

であります。予算額19億9,517万1,000円に対し

て、支出済額11億175万7,245円、翌年度繰越額

８億1,342万円、不用額7,999万3,755円、執行率

は55.2％となっておりますが、翌年度繰越額を

含めた執行率は96.0％になっております。

次に、目の執行残が100万円以上もの及び執行

率が90％未満のものについて御説明いたします。

青いインデックス「情報政策課」のところ、33

ページをお開きください。まず、（目）企画総務

費でありますが、不用額が314万8,194円で、執

行率は62.7％となっておりますが、委託料の翌

年度繰越額の３億360万、これは、自治体クラウ

ド開発実証事業の委託料がほとんどであります。

工事請負費の１億5,535万円の繰り越しは、２月

補正で計上させていただきました県庁ＬＡＮ設

備更新工事に係るものでございますが、これら

の翌年度繰越額を含めた執行率は99.7％になり

ます。また、不用額の主な内容は、負担金・補

助及び交付金でありますが、財団法人自治体衛

星通信機構に委託しております公的個人認証の

手数料収入が増加したことにより、各県が自治

体衛星通信機構に対して負担しております交付

金が減額されたことによるものであります。

34ページをお開きください。（目）計画調査費

でありますが、不用額が7,684万5,561円で、執

行率は42.9％となっておりますが、翌年度繰越

額、負担金・補助及び交付金３億5,341万円、こ

れは、携帯電話等エリア整備事業の繰り越しで

ございますが、この翌年度繰越額を含めた執行

率は89.8％になっております。また、不用額の

主な内容は、負担金・補助及び交付金でありま

すが、携帯電話等エリア整備事業における国庫

補助金の額の確定による執行残などであります。

続きまして、平成21年度の主要施策の成果に

ついて御説明いたします。

お手元の平成21年度主要施策の成果に関する

報告書の青いインデックス「情報政策課」のと

ころ、44ページをお開きください。２、快適で

人にやさしい生活空間づくりの情報通信環境の

整備であります。まず、施策推進のための主な

事業及び実績の携帯電話等エリア整備でありま

すが、これは、携帯電話等のサービスが提供さ

れていない地域において、サービスを提供する

ための施設を整備する市町村に対し、国及び県

が補助を行うものであります。平成21年度は、

諸塚村の小原井・八重の平地区を初め、４市町

村の15地区、合計341世帯を対象に事業を実施し

ております。このうち延岡市など３市町村の13

地区235世帯につきましては、本年度に事業繰り

越しを行っておりますが、このうち２地区は事

業が完了しており、残り11地区は来年１月まで

に事業完了の予定となっております。

次に、宮崎情報ハイウェイ21管理運営であり

ますが、これは、県内全市町村を高速大容量の

光ファイバー網で結ぶ情報通信基盤であり、右

の45ページ、施策の成果等の②にありますよう

に、ケーブルテレビ、携帯電話での利活用に加

え、中山間地域のラジオ受信障害の解消にも活

用されるなど、情報通信格差の是正を図ったと

ころであります｡

次に、自治体クラウド開発実証でありますが、

これは、施策の成果等の③にありますように、

総務省の実施する開発実証事業に佐賀県、大分

県と共同で参加したものであり、各市町村等が



- 31 -

低廉かつ効果的に利用できる基盤システムの開

発実証事業に取り組んでおり、現在、各市町村

が同じシステムを使うための事務手続の統一等

を進めているところであります｡

以上が主要施策の成果についてであります｡

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はありません。

情報政策課の説明は以上であります。

○押川主査 説明が終了いたしましたが、委員

の皆様、質疑はございませんでしょうか。

○武井委員 御質問してまいります。まず、生

活・協働・男女参画課の県とＮＰＯとの協働推

進の件なんですけれども、公募型事業、ＮＰＯ

提案で３事業ということなので、具体的にどう

いったような事業であったのか、お聞かせくだ

さい。

○大脇生活・協働・男女参画課長 県とＮＰＯ

との協働推進事業、これは、ＮＰＯから県の重

要施策について提案をいただきまして、それに

ついて県で審査して事業を採択するということ

で、７つのＮＰＯから提案をいただきまして、

その中から外部審査委員を入れた委員会で審査

した結果、３つの事業を採択しております。１

つは延岡の絵小町東海プロジェクトという事業、

博物館の古民家を活用した「音楽に親しむ会」

というところが音楽とか物産の紹介等を行う事

業、もう一つは、高鍋にあります観光遺産にな

りました高鍋大師、持田古墳を活用した事業の

３つの事業を採択して、実施をしております。

○武井委員 企画公募をして、延岡と高鍋大師

とかあったんですけれども、それぞれの金額と

いうか、内訳をお尋ねします。

○大脇生活・協働・男女参画課長 それぞれの

金額ですけれども、まず、延岡の絵小町東海プ

ロジェクト、補助額としましては200万。３事業

ともそれぞれ200万です。

○武井委員 それぞれ200万で募集をしてという

ことですね。

○大脇生活・協働・男女参画課長 そういうこ

とでございます｡

○武井委員 わかりました。

文化文教・国際課に移らせていただきます。

宮崎国際音楽祭なんですが、私、以前、１回、

議会で質問をして、それから県民参画等を含め

て改善をするというようなことで、考える会な

どとも会ったりもしたんですけれども、あれが

おととしでしたから、実際にこの21年度予算に

は何がし県民参画などの視点というものが反映

されていたんだろうと思うんですけれども、変

更点というか、改善点というのはどういうとこ

ろにあったのか、お聞かせください。

○安井文化文教・国際課長 改善点といいます

か、特に目立って新しいものを追加したとか、

そういったことはございませんでした。

○武井委員 議会の中で、当時、丸山部長でし

たけれども、例えば研修プログラムの中に250人

も研修する人がいるのに、宮崎の人は１人か２

人しかしないというようなことで、もっと県民

が入るようなことをしていくであるとか、そう

いったようなことというのは改善をするという

ふうにおっしゃっておったかと思うんですけれ

ども、そのあたりというのはちゃんとなされた

のかどうかを伺います。

○安井文化文教・国際課長 今おっしゃったの

は、講習生のお話だと思うんですが、第13回が

県在住・出身者６名、14回も５名ということで、

結果としては数はふえてはおりません。これは

実際の数字です。

○武井委員 ということは何ら改善はされてい

ないということですか。確認です。
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○安井文化文教・国際課長 基礎クラスという

のがありまして、こちらのほうは県内が20年が

６名、21年が11名というふうになっています。

先ほど申し上げましたのはマスタークラスの専

門的なクラスでございまして、基礎クラスとい

うのが別にございまして、その分がふえており

ます。

○武井委員 申しわけないんですけれども、改

善が意識されて、そういうような方向で取り組

みをされてきたのかというような話なんですけ

れども、今、数もちょっとふえたということで

すから、とにかく、そのあたりというのはそう

いう形で改善するということで知事もおっ

しゃって、当時の部長もおっしゃってという話

ですから、今後も含めてですけれども、その辺

は改善されていくんだろうと期待していきたい

と思います。

あと、これもお話をしたんですが、音楽祭に

ついてですけれども、タクシーチケットが２週

間で400万ぐらい使っていて、このありようは問

題ではないかという話があったかと思うんです

が、具体的にどう改善されたのか、伺います。

○安井文化文教・国際課長 タクシー券につい

ては、13回までは確かに結構支出がありました

ので、第14回以降は、外国人演奏家などのメー

ンゲストを除いては、タクシー料金の支払い方

法ですけれども、精算払いということで、出演

者に立てかえ払いをして、後で精算するという

形にしております。第13回の経費が約430万か

かっておりましたけれども、第14回では290万と

いうことで、タクシー券を使わないでもいいよ

うに、無駄遣いを減らすということで取り組ん

だところでございます。

○武井委員 わかりました。

改修のほうに移りますけれども、この前、議

会でも質問をしたんですが、非常に規模が大き

いということで、金額も非常に大きいんですけ

れども、今回の改修を見てみますと、池のろ過

器とか循環装置とか、そのあたりに関してのコ

ストが非常にかかっているんですけれども、非

常にコストがかかるんであれば、あそこの池を

持っておく必要というか、平たく言えば、つぶ

してしまってもいいのかなとも思うんですけれ

ども、ここにかかっているコストというのはど

の程度あるのか、お伺いをいたします。

○安井文化文教・国際課長 36ページにありま

す池のろ過器、循環装置取りかえ、この分の経

費は1,995万円を予算として見ております。

○武井委員 ただでさえ非常にコストのかかる

ところですから、いろんなことを聖域なく抜本

的に見直しをしていただきたいと思います。

次に移ります。情報政策課にお伺いをいたし

ますが、負担金と使用料と委託料、物の性格か

ら非常に金額が大きいんですけれども、負担

金1.6億、使用料２億、委託料1.9億、細かいと

ころは結構ですけれども、ざっくりとどういっ

たような内訳なのか、お聞かせをいただきたい

と思います。

○金丸情報政策課長 今のは翌年度繰り越しの

件でよろしいんでしょうか。

○武井委員 はい。

○金丸情報政策課長 委託料は３億300万を繰り

越しておりますけれども、このうち２億9,900万

が総務省から受託をしております自治体クラウ

ド開発実証事業に係る委託料であります。工事

請負費、これは２月補正で計上させていただき

ましたきめ細かな交付金を活用した県庁ＬＡＮ

設備更新工事の工事請負費の分が全額でござい

ます。計画調査費のほうの負担金・補助及び交

付金の３億5,341万円は、携帯電話等エリア整備
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事業、これは市町村が実施主体でございますが、

その事業の繰り越し、その３件です。

○武井委員 この手の委託料とかというもの、

特にＩＴ系のものというのは一たん契約をして

しまうとランニングも非常に高くて、これは前

の委員会でも話題になったことですけれども、

イニシャル分は安くてもランニングが非常に高

くなるというのは傾向としてあろうかと思うん

ですけれども、もろもろの契約の更新等に当たっ

て、ランニングの高どまりにならないように、

そういった意味ではできるだけ競争性を持って

いかなければいけないということにもなろうか

と思うんですけれども、基本的にはそういった

契約の更新というものは競争入札でされている

のか、それとも随契にならざるを得ないので随

契になっているのか、そのあたりをお聞かせい

ただきたいと思います。

○金丸情報政策課長 自治体クラウド開発実証

事業が、今、武井委員がおっしゃったようなこ

とを実証でやってみようという事業でございま

して、今まで我々は自分でシステムを開発して、

自分で持って使っていたんですが、自治体の業

務で共通化できる部分が多い、特に法定の業務、

例えば市町村で言えば税の業務であるとか住民、

こういったのは共同でできるんじゃないかとい

うことは、システムも共同で持てる、それによ

る割り勘効果、みんなでやることによってラン

ニングも低く抑える、あるいはシステム更新の

ときの経費も安くなるというようなことを実証

している事業でございまして、それをやってお

るということもありますけれども、当県におき

ましては、17年度からＩＴ調達支援ということ

で、情報政策課に民間から任期つき職員を登用

して、５年間で約25億円のコスト削減をやりま

したけれども、開発事業者から出てきた見積書

をいろいろ精査した上で開発経費を抑え、ラン

ニングについてもいろいろと精査をしてコスト

削減を図ってきております。

基本的には、県で契約しておるものは、普通、

システムは大体５年間ですので、その時点で５

年間の長期継続契約を結んで、各単年度ごとは

１社随契、長期継続契約を締結したところと契

約をしていくという取り扱いにしております。

一番最初に契約する時点でとにかくコスト削減

をするように、来年度予算の編成準備も始まっ

ておりますが、クラウドをやっていることもあ

りまして、実は県土整備部が管理しております

電子入札システムが、これまで自分で持ってい

たシステムなんですが、今年度から、ＳａａＳ

システムという、我々で開発せずに開発事業者、

メーカーが開発したものをそのまま使う。いわ

ば既製品をそのまま使わせてもらうというよう

な形に変えたことによって、数千万、コスト削

減をしております。

要は自分で開発するんではなくて、電気とか

水道と同じように、使った分だけ払うような仕

組みに自治体の情報システムの運用も変えてい

こうということを今、実証しながら、我々も実

践しながらということでやっているという状況

でございます｡

○武井委員 ５年間長期契約で１年随契してい

くというようなことはわかったんですが、実際、

５年後からまた更新をするときに、Ａ社からＢ

社にかわったとかいうことは現実的に今まで

あったのか。ほぼＡ社が５年やったら、またＡ

社が５年とってと、大部分がそういうふうにな

らざるを得ないのかなと思うんですが、現実的

にそういう柔軟性というのはあるものなのか。

○金丸情報政策課長 確かに、武井委員がおっ

しゃるようなのがこれまでありまして、いわゆ
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る我々、手切れ金と言っておりますけれども、

Ａ社からＢ社にシステムを変更する場合には、

もとのシステムにあったデータを抽出する経費

として非常に大きなお金を要求される、それで

いくと５年間のシステム事業者をかえると、トー

タルコストとして高くなってしまう。だから、

もとの事業者にせざるを得ないという状況が確

かにございましたけれども、それでも事業者を

変更しているという例はございます。そこら辺

を今回、自治体クラウド開発実証事業で乗りか

えやすくするということのための、データ移行

ツールと言っているんですが、基本的には、プ

ログラムは確かに開発事業者のものですけれど

も、そこに蓄積してあるデータは我々のもので

すから、それを当然の権利として引き出しなさ

い、あるいはそれを引き出す簡単な移行ツール

をつくりなさいということで、開発実証事業の

中で今、入れているところでございまして、そ

れは全国的な課題にもなっております。いかに

コストを削減するかという上で、結局、今、武

井委員がおっしゃったようなことがあるから、

かえられない、コストが安くならないとありま

すので、そこら辺のルール化をこの事業の中で、

うちの県のテーマとして与えられて、今、取り

組んでいるところでございます。

○武井委員 わかりました。

○押川主査 ほかにございませんか。

○横田委員 文化文教・国際課にお尋ねします

が、35ページの私立学校振興費補助事業につい

てですけれども、④に少子化の進行に伴い、今

後は、私立学校の主体的な取り組み、自助努力

による生徒の確保等が課題であるというふうに

書いてありますけれども、日章学園高校は共生

科という学科をつくって、発達障がいの生徒た

ちを受け入れて、健常児と一緒に勉学をさせて

おられるんですけれども、双方に非常にいい効

果が出ているということもお聞きしています。

それで、県として、その日章学園の共生科みた

いな学科の創設をほかの学校にも促すようなこ

とはしないのか、また、できないのかをお尋ね

したいと思います。

○安井文化文教・国際課長 今おっしゃったよ

うに、日章学園にそういうコースがありまして、

平成18年度からできたコースで、33名ぐらいい

らっしゃるということなんですが、効果がある

ということで今、委員のほうからもお聞きしま

したけれども、各学校にということになると、

また各学校の判断ということになります。ほか

にも似たような軽度の障がいの方を受け入れて

いる学校もございまして、独自にそれぞれ考え

て取り組んでいるという状況でございますので、

そこは各学校の判断に任せたいと思っておりま

す。

○横田委員 たしか定数10名だったと思うんで

すけれども、まだまだそういう学校に進学した

いと思っている発達障がいを持った人はたくさ

んおられると思うんです。こういうのは県立高

校は非常に取り組みにくい事業だと思いますの

で、できれば私立高校が積極的にこういう事業

に取り組んでいただけたらうれしいなというふ

うに思います。

次の36ページなんですが、施策の目標に県民

が「こころの豊かさ」を実感できるようにとい

うふうに書いてありますけれども、実は、「心豊

かに暮らそうよ」というのが私のキャッチフレー

ズでして、心豊かさという言葉にものすごく敏

感に反応してしまうんですけれども、ミュージッ

クランドみやざき推進事業、実は先日、前の楠

並木で、これはたしか商工がやっていると思う

んですけれども、ストリート音楽祭をたまたま
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見せていただいて、すばらしいなと思ったんで

すけれども、これに街角コンサートということ

で10市町村が取り組まれたということですけれ

ども、県がこういう事業をすることで各市町村

の取り組みへの広がりといいますか、それはど

んなふうになっているんでしょうか。

○安井文化文教・国際課長 まさしくこの事業

の目的は、県が最初にやって、後は各市町村の

ほうでやっていただきたいという気持ちでやっ

ておりまして、３年かけて各市町村に行き渡る

ようにということでやってきたわけです。今年

度が３年目ですが、口蹄疫の関係がありました

ので、高鍋とか川南とか、あっちの方面を中心

にやるんですけれども、そういうことで各市町

村に３年かけてそういう働きかけをしてきたと

ころでございます。これからはどういうふうに

なっていくかというのがございますけれども、

そういった状況でございます｡

○横田委員 今言われたように、県の取り組み

に市町村が引き込まれていって、それで市町村

の中で広がりが出てくることが一番大事じゃな

いかなと思いますので、引き続き御努力をお願

いしたいと思います。

その次ですけれども、郷土芸能伝承事業、こ

れまで神話とかを題材にした観光誘致とかをし

てきて、非常に効果が上がってきていると思う

んですけれども、地元の人が自分たちの周りの

郷土芸能等を知らないということになると非常

にまずいなというのもあります。21年度は延岡

で１回だけされたということだと思うんですけ

れども、もともとこういう事業も県内あちこち

で進めるべきじゃないかなというふうに思うん

ですけれども、その辺はいかがでしょうか。

○安井文化文教・国際課長 一応これも22年度

までの事業になっているんですが、22年度につ

いては日南市で予定していましたが、口蹄疫の

関係で、各地から来ていただくものですから、

予定が８月で準備もありますので中止いたしま

したけれども、今、国の制度等もありますので、

そういったものを活用しながら保存伝承の取り

組みができるようにしていきたいと思っていま

す。延岡でやったものは、延岡中心ではありま

したが、各地から来ていただいて、メジャーじゃ

ないマイナーなものも見つけて演じてもらって、

それとは別の機会をまたつくって、担い手の座

談会をやったりということでやっておりますの

で、何かそういう取り組みをしていきたいとい

うふうに思います。

○横田委員 自分たちの地元の伝統的なものを

知るということが、自分の郷土に対する誇りに

つながると思いますし、県外に対するアピール

にもなると思いますので、引き続きの御努力を

お願いしたいと思います。

○押川主査 要望でよろしいですか。

ほかにございませんか。

○鳥飼委員 ２～３点お尋ねをいたします。ま

ず、生活・協働・男女参画課、大脇課長にお願

いいたします。33ページに安心できる消費生活

の確保ということで一覧表がございますが、

ちょっとわからないのは、消費生活相談員等設

置というのが2,400万でありまして、その上に消

費生活啓発員設置というのが795万であります

が、主な業務内容といいますか、違い等があれ

ば教えてください。

○大脇生活・協働・男女参画課長 消費生活啓

発員は、講座等を開催しておりますので、その

講師、先生として行く啓発員、嘱託の職員にな

ります。消費生活相談員は、センターで一般消

費者から来ます相談に対応する相談業務を行う

職員ということでございます｡
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○鳥飼委員 そうすると講師料というか、そん

な感じのことが上の段かなと思うんですが、下

の消費生活相談員、県単なんですが、消費生活

センターが５人、都城・延岡支所が３人という

ことなんですけれども、この消費生活相談員の

資格といいますか、それぞれ詳しい知識が必要

だというふうに思いまして、消費所長なんかも

研修をやったりしているんですけれども、そこ

の資格等についての御説明をお願いします。

○大脇生活・協働・男女参画課長 消費生活相

談員なんですけれども、相談員につきましては、

消費者安全法の中で規定がありまして、相談員

を置くということになっているんですが、専門

的知識及び経験を有する者を事務に従事させる

という規定になっておりまして、どういった資

格がある人でないと雇用できない、持つことは

できないということではございません。ちなみ

に、平成３年度から独立行政法人の国民生活セ

ンターのほうで、消費者センターの相談員の資

格試験、国家試験じゃないんですが、認定試験

みたいなものをセンターでやっています。その

試験の合格者は県の相談所には７名おります。

以上です。

○鳥飼委員 わかりました。いずれにしても、

かなり消費者行政と言いますから、制度も含め

て詳しい知識がないと相談に応じ切れないとい

うのが現状だろうと思います。そういう意味で

は、私も何回かお邪魔しましたけれども、そう

いう方たちが務めておられるのかなというふう

に思っておりますが、身分的には非常勤という

ことになっているのか、賃金等についての御説

明をお願いします。

○大脇生活・協働・男女参画課長 消費生活相

談員につきましては、非常勤の職員ということ

で、報酬は日額で8,000円ということでございま

す｡

○鳥飼委員 高いか安いかという議論ももちろ

ん出てくるんですけれども、これは国がある程

度の予算を出すとか、そういうやりくりができ

るというような範囲はないんですか。

○大脇生活・協働・男女参画課長 国の関係で

は、消費者行政活性化基金というのを20年度積

み立てて、21年度から事業を実施しているんで

すが、基本的には、相談窓口の機能強化という

のが目的になっておりますので、新たに雇用し

て機能を強化するという部分には使えるんです

けれども、報酬の上乗せまでは現状では利用で

きないということになっております。

○鳥飼委員 そういう縛りがありますね。20日

働いて16万ということになって、通勤手当は、

若干、前のときに部長から出してもらうような

取り扱いをしていただくようになりましたが、

少しは前進はしたんですけれども、身分の安定

というのが大事だと思いますので、賃金の確保

とあわせて、今後の検討課題なんでしょうけれ

ども、その辺の配慮もお願いしたいというふう

に思います。

それに関連いたしまして、その下に「相談し

よう！」多重債務者対策ということで、多重債

務問題特別講演会の実施とかいろいろ書いてあ

りまして、次のページにも③に「県多重債務者

対策協議会を開催し」というようなことになっ

ておりますが、この多重債務者対策協議会の状

況と、どういうことを取り組んでいるのかにつ

いて御説明をお願いいたします。

○大脇生活・協働・男女参画課長 多重債務者

対策協議会ですけれども、平成19年の８月に設

置をしております。県民政策部長が会長という

ことで、あとは県の関係機関と県警、学校、社

会福祉協議会、県の弁護士会、司法書士会、法
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テラス、貸金業協会等をメンバーにしておりま

す。この協議会の中で多重債務に関する現状な

り対策を協議していくということにしておりま

して、昨年度は２回、会議を開催いたしており

ます。以上です。

○鳥飼委員 会長はどなたがしておられるんで

すか。

○大脇生活・協働・男女参画課長 会長は県民

政策部長です。

○鳥飼委員 部長がしておられるということで

すね。わかりました。

多重債務問題についてはいろいろと課題もあ

りますので、今後、これの解消といいますか、

可能な限りいろんな提案もあろうかと思います

ので、よろしくお願い申し上げたいと思います。

そこで、下の欄に表がございますが、約１万

件ぐらい消費生活相談の状況ということですけ

れども、どういうふうな相談がどの程度あるの

か、おおざっぱで結構です。

○大脇生活・協働・男女参画課長 消費生活セ

ンターへの相談の件数と内容ですけれども、例

年、大体１万件程度ということでございます。

具体的には、21年度が9,747件、その前の20年度

が9,684件という件数でございます｡

それから、相談の内容なんですけれども、一

番多いのが、分類としては融資サービスという

ことで、具体的には借金の問題、ヤミ金とか保

証人の関係。２番目が、くくりとしては放送コ

ンテンツというくくりなんですが、具体的には

インターネットの不当請求。３番目が、レンタ

ルリース・賃貸関係ということで、具体的には

アパート退去時等の敷金のトラブル、この３つ

が多いようでございます｡

○鳥飼委員 比率は大体何％ぐらい。

○大脇生活・協働・男女参画課長 21年度で言

いますと、一番多い融資サービスにつきまして

は1,349件、２番目のインターネットの不当請求

等の放送コンテンツ関係が1,184件、レンタル

リース・賃貸の敷金のトラブル等が567件となっ

ております。

○鳥飼委員 ありがとうございました。次から

次に悪知恵を働かせる人が世の中にはたくさん

いますから、相談を受けるほうも大変だろうと

いうふうに思います。そういう状況になってい

ますけれども、どちらにしても生活相談員の方々

に頑張っていただくといいますか、消費生活セ

ンターの方に頑張っていただくことになります

ので、いろんな面での配慮をお願いしておきた

いと思います。

続きまして、文化文教・国際課にお尋ねいた

します。私立学校振興費補助というのが35ペー

ジに37億5,553万円というふうになっておりま

す。これは、主に学校の先生の賃金の補助とか、

いろんな管理費とか、そういうことだろうと思

うんですが、大体どういうようなものに使われ

ていっているのか、御説明をお願いいたします。

○安井文化文教・国際課長 補助対象経費は、

先ほど言われた管理費等は入りませんで、教職

員の人件費と教育研究経費ということで、学校

の教育に要する経費が主に対象になっておりま

す。

○鳥飼委員 人件費が主だというようなことで

ございます。そこで、学校名は申し上げません

けれども、延岡で紛争が起きた経緯がございま

す。今でもやっているところがあるんですが、

裁判の費用を学校の経費から支出をしていると

いうような話も聞くんですけれども、そういう

意味では、そういう支出はこの補助金は妥当で

はないということで理解してよろしいんでしょ

うか。
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○安井文化文教・国際課長 そういった経費は

対象にならないというふうに理解しております。

○鳥飼委員 わかりました。学校の中が落ちつ

いていることが、子供たちの教育に与える影響

というのはかなり大きなものがあると思います

ので、またそういう機会がございましたら、御

指導をよろしくお願いしたいというふうに思っ

ております。

今、７対３ということで私立学校はあるわけ

ですけれども、これからの私学の課題といいま

すか、少子化等も出てきているわけですけれど

も、課題についてどんなふうに考えておられる

んでしょうか。

○安井文化文教・国際課長 35ページの④に書

いておりますように、少子化というのがござい

ますので、中学校を卒業して高校に入る数がど

んどん減ってきます。具体的に言いますと、平

成元年ですが、中学校の卒業者は２万93人おり

ましたけれども、これは県立も私立も全部です

けれども、21年度は、１万1,870人ということに

なっておりまして、さらに平成30年の見込みが

１万566人ということで、平成元年の半分ぐらい

になるということが予測されておりますので、

７・３という定員割合の中で私学がどうやって

生き残っていくかというのは非常に大きな課題

だというふうに考えておりますので、学校を訪

問した際とか、校長会とか、いろんな機会に経

営努力だけじゃなくて、特色を出すとか、そう

いった学校の取り組みも指導しているところで

ございます。

○鳥飼委員 わかりました。激減という感じで

すね。なかなか運営が難しいのかなという感じ

がいたしますが、いずれにしても、よろしくお

願い申し上げたいと思います。

ここには直接出ていないんですけれども、専

修学校というのもあるんですけれども、専修学

校はこの中ではどういうふうな位置づけになっ

ているんでしょうか。

○安井文化文教・国際課長 専修学校は私立学

校振興費補助金に入っていませんが、別に専修

学校に対する専修学校教育充実支援事業という

のを実施しておりまして、21年度は1,700万を交

付しております。ただ、これは、全学校が対象

ということではなくて、一つは専修学校の中の

高等課程というのがあります。中学校卒業程度

の方が行く課程がございますけれども、その分

の中で大学入学資格が取れる２校ということで、

対象者33名というふうになっていますけれども、

こういったものと、あと、これはどこの専修学

校でも対象になるんですけれども、教育備品と

か図書購入などの経費が必要な場合は３分の１

を補助するということで、21年度は18校に補助

をしておりますので、別途、そういった助成は

しております。専修学校は学校教育法第１条で

言う学校という位置づけではなくて、その他の

学校になっておりますので、県単独でそこの部

分は補助をしているところでございます。

○鳥飼委員 わかりました。いずれにしても、

子供たちに平等なといいますか、そういう教育

の場を提供していただくようにお願いを申し上

げておきます。

文化文教・国際課長にもう一つだけお伺いい

たします。39ページに多文化共生社会推進事業

というのがあります。上にも外国青年招致事業

ということでアメリカ、韓国、シンガポールと

かいろいろあります。そのほかにもバングラディ

シュとかラオスとか御説明がございましたけれ

ども、県内の外国人数、数字としては在日コリ

アンの方が多かったと記憶しているんですけれ

ども、概略、教えていただけますか。
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○安井文化文教・国際課長 現在の外国人登録

をされている方の数は、県の調査で4,108名と

なっておりまして、そのうち中国の方が1,838名

で45％を占めておられます。その後が韓国、朝

鮮の方で623人、15％、フィリピンが526人、13

％、インドネシア327人、８％ということで、ア

ジアの方たちで８割が本県の登録者数の割合に

なっております。

○鳥飼委員 わかりました。中国の方、在日コ

リアンの方が一番多いんですね。

今言われた方たちの宮崎在住はどういう理由

といいますか、歴史的な経過等もあるだろうと

思うんですけれども、在住の目的といいますか、

そういうものがあるんでしょうか。

○安井文化文教・国際課長 外国人の方が日本

におられるためには、在留資格というのが必要

ですけれども、本県で言いますと、中国の1,838

名の方で一番多い在留資格は、特定活動と申し

まして、企業等で技能実習、そういった方たち

の仕事が多くて、これが中国の方のうちの594人

ということで32％になっております。その後が

研修生―研修生と申しますのは、特定活動に

入る前に１年研修するということですので、ほ

とんどセットの人数になっております。韓国・

朝鮮の方で一番多いのは特別永住者という方で、

これは、サンフランシスコ講和条約が発効した

後に自動的に日本国籍を失った方が、日本に住

めるようになったという特例措置でございます。

その方たちが韓国の方の中では一番多くて、66

％になっております。

○鳥飼委員 わかりました。そういえば、農業

生産法人とか、結構、中国の方が来て働いてお

られますね。私も都城の石原フーズさんでした

か、行ったときにそんなお話をしておられまし

た。大体３年とか年限を切られているようでご

ざいます。働いている人はそんなにないですけ

れども、こういう人たちに対して、多文化共生

社会推進ということで、いろんな情報誌を上げ

たりとか、そういうことをやっておられるんで

しょう。具体的には、そういう方たちに対して、

ここに書いてあるようなことなんですけれども、

多くの方が利用しておられるんでしょうか。ど

んな状況でしょうか。

○安井文化文教・国際課長 39ページの多文化

共生社会推進の実績のところに、普及啓発と在

住外国人支援事業とございますが、下のほうの

在住外国人支援事業のいろんな講座とかござい

ますけれども、これを足し合わせると660名とい

うことになりまして、多いのか少ないのかとい

うのはありますが、それなりの実績ではないか

というふうに思っております。

○鳥飼委員 わかりました。いずれにしても、

いろんな面での支援をお願いしておきたいと思

います。以上で終わります。

○前屋敷委員 今のに関連してなんですが、い

ろんな事業をしておられて、いろんな講座もし

ておられるんですけれども、日本語講座とか、

医療従事者のための語学講座とか、これは全県

的に各地域で開催しておられるのか、宮崎市中

心に講座を開かれているのか。利用者からする

と各地でこういう講座を開いたほうが参加をし

やすいと思うんですけれども、実態を教えてく

ださい。

○安井文化文教・国際課長 おっしゃるとおり、

宮崎市中心でやっております。まだ、いろんな

各地に広げるというところまではなかなかいか

ない状況でございます｡

○前屋敷委員 医療従事者の方々の語学講座と

いうことですが、具体的には、看護師さんとか

介護士さんとか、そういう方々なんでしょうか。
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○安井文化文教・国際課長 そのとおりでござ

いまして、去年は医師会館に集めてやらせてい

ただきました。ことしは福祉総合センターを活

用してやっております。

○前屋敷委員 より多くの在住の方々が利用で

きるように、この辺のところは今後、工夫改善

を図っていただきたいなというふうに思います。

お願いします。

生活・協働・男女参画課にお願いいたします。

男女共同参画センターですけれども、指定管理

者で担っていただいているということなんです

が、この指定管理は今、スタッフといいますか、

構成員は何名で事業に当たっておられるか。

○大脇生活・協働・男女参画課長 男女共同参

画センターはＮＰＯ法人なんですが、職員とし

ましては、所長以下事務局職員で５名、それと

相談員が通常業務で６名いまして、交代制で勤

めておりまして、午前中１人、午後２人、夜間

１人というローテーションで６名が回っており

ます。それと、チャレンジ支援ということで別

に相談員が１名おります。以上です。

○前屋敷委員 今、おっしゃった専門相談員と

か相談員という方々がこのスタッフの構成員に

入っておられるのかということで、かなり相談

件数も多い状況だったので、常勤の方だと思う

んですが、果たしてそういう人数で回るのかな

というふうに思ったものですから。相談員は別

個にいらっしゃるということですね。

それと、審議会の女性登用の率ですが、県の

審議会には登用率が高くて、目標にだんだん近

づいているという状況ですので、引き続き頑張っ

ていただきたいと思いますが、問題は市町村で

の状況が余り登用率は高くないというふうに聞

いているところですが、実態をつかんでおられ

ますか。

○大脇生活・協働・男女参画課長 市町村にお

ける今、審議会への女性の登用の状況なんです

けれども、20年度でいきますと18.2％、21年度

では1.8％向上しまして、20％ということになっ

ております。

○前屋敷委員 なかなか困難な状況だと思いま

す。それぞれ私たち女性の立場から言っても、

そういう意識がちゃんと醸成されるということ

と、あわせて、そういう環境づくりがないと、

やりたくてもなかなか引き受けられないという

ことが、県においてもそうなんでしょうけれど

も、そういったところを市町村へもぜひ啓発を

していただいて、それなりの援助がなければな

かなか成果が出ませんので、そこのところの御

努力をお願いしたいというふうに思います。

消費生活センターの件なんですが、消費生活

啓発員の配置、講師の役割を務めていただいて

おられるということで、都城・延岡支所にそれ

ぞれ２人ずつ配置をされているということです

が、都城、延岡が拠点としてここもそれぞれ県

北、県内各地でこういう講師活動、講座を開い

ておられる状況なのか、各市町村の要請に応じ

て講座が開かれるのか、主体的に開いていくの

か、その辺のところはどうですか。

○大脇生活・協働・男女参画課長 まず、消費

者行政の啓発の関係ですけれども、延岡と都城、

各２人、非常勤の方がおられて相談に行かれて

います。県央地区につきましては、消費生活セ

ンターに啓発係というのがありまして、そこの

職員４名が啓発を行っているという状況です。

いろんな啓発については、自治会ですとか老人

クラブですとか、そういった申し込みがあった

ところに職員なり啓発員が出かけていって、研

修等を行うということにしております。

○前屋敷委員 ちなみに、21年度はどの程度の
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講座が開かれたんでしょうか。

○大脇生活・協働・男女参画課長 21年の実績

ですけれども、全体で330回、受講者は１万6,168

人となっております。

○前屋敷委員 この要請をするのは市町村を通

じてですか。地域にもいろんな団体があります

が、直接、要請することができるんですか。

○大脇生活・協働・男女参画課長 直接、セン

ターのほうに申し込みいただければ対応できま

す。

○前屋敷委員 わかりました。

○横田委員 43ページのえせ同和行為の状況に

ついてお尋ねしたいんですが、応諾率が減少し

てきているということは非常にいいことだと思

うんですが、上の被害率を見ても少なくなって

いるような気がするんですけれども、全体とし

て減少傾向にあると見てよろしいんでしょうか。

○吉田人権同和対策課長 被害率も、これは21

年の調査なんですけれども、前年の20年の調査

におきましては、被害率は14.5％でございまし

たので、全体的に下がっていると。ただ、これ

も波がございまして、例えば、えせ同和行為を

警察が摘発したりしますと、しばらくは鳴りを

潜めるといったようなこともございますので、

特にえせ同和行為で多いのは、高額図書の販売

が一番多いんですけれども、これなんかも平成22

年の１月に岡山県で初めて逮捕されているんで

すけれども、そういったことがあると少し鳴り

を潜めるといった傾向がございますので、波が

あるということで、ここ２～３年は低下してい

るという状況でございます｡

○横田委員 私は宮崎県に同和問題があること

自体が本当にあるんだろうかと思うんですけれ

ども、えせ同和行為というのがなかなかなくな

らない理由というのはどんなふうにお考えで

しょうか。

○吉田人権同和対策課長 なくならない理由は、

それで甘い汁を吸おうという不心得な連中がな

かなか後を絶たないということで、それがなく

なる効果的な対策があればいいんでしょうけれ

ども、私どもとしましては、えせ同和行為とい

うのは、同和問題に対する誤解、偏見といった

ものをまき散らすといいますか、同和問題の解

決を非常に阻害するものということで、地道に

啓発をやっていくよりほかないのかなと。あと

は警察のほうと連携しながら、対応していくよ

りほかないのかなと考えております。

○横田委員 本当に何とかなくしていきたいと

いうふうに同和関係者は思っておられると思う

んですよ。いつまでたってもそれがなくならな

いというのは、こういうえせをする人たちがい

つまでたってもいなくならないということが大

きな原因かなと思いますので、引き続き応諾率

を下げる方向で御努力いただきたいと思います。

○押川主査 ほかにございませんでしょうか。

○河野副主査 私、横田委員と同じ思いなんで

すけれども、近年、同和問題による差別事案の

発生というのは掌握されているんでしょうか。

○吉田人権同和対策課長 数は少ないんですけ

れども、ここ２～３年、１件、２件報告が上がっ

てきております。具体的な場所等は控えさせて

いただきたいんですけれども、相手が被差別部

落の出身者だということで僭称を使って差別発

言をするといったような事案の報告が上がって

きております。

○河野副主査 啓発活動をしている中で、私も

教員をさせていただいていたので、同和問題と

いうのは一つの大きなものだったんですけれど

も、今、同和問題・同和教育とかいうくくりじゃ

なくて、人権教育というくくりでさまざまな啓
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発、例えば啓発事業の一つに、思いやり交流プ

ラザ、その中で平成21年度の参加数というのが

激減していますけれども、これは何か原因を分

析しているでしょうか。

○吉田人権同和対策課長 思いやり交流プラザ

は、県内３地区を毎年、交代交代で県北、県央、

県南ということでやっているんですけれども、

平成21年は都城市で開催したところでございま

す。この参加人数が激減している要因につきま

しては、さまざまあるんだろうと考えておりま

すが、一つは天候の問題、もう一つは、この当

時、ちょうどインフルエンザが流行していたと

いうようなことを聞いております。それも影響

したのかなと考えております。それと、これは

ちょっと講師の方に失礼な言い方で、言うのも

はばかられるんですけれども、講師の知名度と

いったものも影響したのかなと考えております。

○河野副主査 この事業は改正ということであ

るんですけれども、国の10分の10、県単とあり

ますが、県単部分というのはどの部分なんでしょ

うか。

○吉田人権同和対策課長 これにつきましては、

国のほうから定額で委託料が参りまして、それ

を超えた部分を県単で見ているということでご

ざいますので、どの部分を県単でやったという

ような区分けはいたしておりません。

○河野副主査 今年度は延岡を中心にこのプラ

ザが開催されるということで、幾つか私も参加

させていただこうかなということで、その内容

を見たときに、先ほど横田委員が望まれていま

したけれども、100％差別をなくすという啓発を

やっていかない限りなくならないのかなという

ことで、プラザ等を含めたこの事業を御努力願

いたいなと思います。以上です。

○押川主査 ほかにございませんか。それでは、

以上をもちまして、第２班の審査を終了いたし

ます。

暫時休憩いたします。

午後２時26分休憩

午後２時29分再開

○押川主査 分科会を再開いたします。

各課長の説明及びそれに対する委員の質疑が

終了しましたが、県民政策部の決算全般につい

て何か質疑はありませんでしょうか。

○鳥飼委員 それぞれ御説明はいただいたんで

すが、５ページの予算の説明のところに明許と

事故とありまして、例えば、文化文教・国際課

では芸術劇場の5,700万の繰り越しとか御説明が

ありましたけれども、感じとして多いような感

じがするのは、トータルとしては予算の内示は

一つ大きなものとしてあるんですけれども、ど

んなふうな整理をしていけばいいでしょうか。

○永山総合政策課長 それぞれ理由はあるんで

すけれども、昨年度、景気対策として年度中途

で政府予算が打たれた分について、繰り越しに

なったものが比較的多いということで御理解い

ただければというふうに思います。

○鳥飼委員 この部以外にもそれぞれあるわけ

で、そこも政権交代のときにどどっと、移譲で

言えば50億円とか、急に来たから非常にありが

たいお金ではあるんですけれども、そういうこ

との説明がございましたので、わかりました。

○前屋敷委員 質問が漏れていたところを１カ

所聞かせていただきたいんですが、総合交通課

でお願いします。主要施策のほうの21ページの

施策の成果等というところにも書いてあるんで

すが、宮崎の長年の悲願である日豊線の問題で、

鉄道活性化対策推進ということで、ＪＲ九州と

の協議も毎年行われてきている状況なんですが、
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県として陳情・要請活動というのは年１回です

か。

○中田総合交通課長 ＪＲとか国に対する要望

活動ということでございますけれども、県が単

独でやる分、九州知事会を通じてお願いする部

分、期成同盟会でお願いする部分等いろいろご

ざいまして、平成21年度で申し上げますと、国

に対しましては５回、ＪＲ九州に対しては２回

要望活動をやっております。

○前屋敷委員 県も直接活動をし、重層的な取

り組みで、この間ずっと要望してきているんで

すが、なかなか期待にこたえられないという状

況で、宮崎県民としては、東九州自動車道と同

じぐらい日豊線の複線化とか高速化というのは

願いが大きいということで、利用促進を図りな

がら要求していくということなんですけれども、

利用促進を図るためにはやっぱり改善されな

きゃならないという裏腹な問題があって、非常

に悩ましいところなんですけれども、ぜひ、車

両の更新だとか、複線化でないのは全国でも日

豊線ぐらいじゃないかなというふうにも思うと

ころなんですけれども、やはり利用促進を図る

ためにもいろんな改善が、日南線あたりはロー

カル線でかなり効果も上げておられる状況です

けれども、本線のところが改善が図られないと、

この改善が図られるともっと大量交通輸送とい

うことで、環境問題もあわせていろんなところ

で効果、成果が出るというふうに思いますので、

なかなか厳しい課題ではありますけれども、ぜ

ひ、強力に推進していただきたいということを

要望しておきたいと思います。

○押川主査 ほかにはございませんか。

○鳥飼委員 １つだけ、生活・協働・男女参画

課の32ページなんですけれども、一番下段に交

通事故の発生状況というのがあります。21年度

は１万1,000件、死者73人、負傷者１万3,171人

ということで、いずれも増加になっております。

②と③に大体主にそういうところが書いてある

んですけれども、わき見やぼんやり運転など、

依然として漫然運転による交通事故等が多いこ

とからというのがあるんですけれども、私、最

近、気がつくと、相互交通しますね、交差点が

あります。そうすると左折が優先ですね。右折

で来る車も結構あるんですね。そういう車とい

うのが結構あって、私、今、ガソリン代を安く

しようと思って軽に乗っておるんですけれども、

怖いですものね。ちゃんと法令を守っておるほ

うが抑制をする。法令を違反するほうが優先す

るような感じの運転がかなり多いような感じも

するんですけれども、傾向としてはどんな状況

なんでしょうか。

○柳田交通・地域安全対策監 お答えします。

確かに、21年は前年に比べて非常にふえており

ます。死亡事故の件数も25件ぐらいふえている

んですけれども、しかし、この73という数字は、

過去50年を見てみますと３番目に低い数値であ

ります｡前年が48ということで、これが一番低

かったんですが、その前をずっとたどっていき

ますと37年の65件という数字がありまして、そ

れに次ぐ73という数値でございます。件数はま

たちょっとふえているんですけれども、これに

ついては自損事故といいますか、わき見等の事

故が約900件ふえております。あとは高齢化に伴

い、高齢者の事故が626件ふえているというよう

な状況であります。

あと、交差点のマナーなんですけれども、確

かに、右折車が直進車とか左折車を妨害して入っ

てくるというケースも多々ありまして、これが

一番交通事故に直結するんですけれども、これ

につきましては、やっぱり取り締まりを中心に、
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交差点安全進行義務違反という違反があります

ので、それを適用して指導とか取り締まりとか

をしていきたいと思います。また、私たちが持っ

ています啓発についても、交差点事故は依然と

して多いということを中心に、チラシ等も作成

しておりますので、これに伴って啓発活動を進

めていきたいと思います。以上です。

○鳥飼委員 交差点のマナー違反がよく目立つ

ものですから、また、よろしくお願いしたいと

思います。私はイオンの東側なんですけれども、

昔は田んぼでしたから、帰るときはカエルが鳴

いていたんです。ゲーゲーゲーいうところを通っ

ていたんですけれども、今、こうこうと明かり

がついていて、逆に市場のほうの南側を通ると、

イオンから出てくる車がおるんです。そして、

昼間は見えるからあれなんですけれども、例え

ばこちらに来るのと向こうに出るのと車が重な

るとき、例えば、イオンに入る車があります。

イオンから出てこようとする車がある。その後

ろをついていくと、見えないのかもしれないけ

れども、ひょっと出てくるんですよ。あそこに

ガードマンがおられて、あの人も車道に出てく

るものですから、怖いので、私、迂回をするん

ですけれども、そういう面では、ああいうとこ

ろで事故が起きるんじゃないかなというふうに

思っていますので、いろんなマナー違反とか、

事故防止について、またいろんなところの啓発

をよろしくお願いしたいと思います。

○松村委員 今の交通安全のところで疑問に

思ったんですけれども、生活・協働・男女参画

課というところでの交通安全行政、これは警察

行政とのリンクというのはどのような感じでや

られているのかというのと、交通事故の件数、

死亡数とかいろいろというのは、警察署でも出

していますね。２つの行政が２つやっているの

かなという感じもするんですけれども、どうい

うすみ分けをされておるのかというのと、交通

安全対策もそうですけれども、もう一つは、犯

罪のない安全で安心なまちづくり強化、警察行

政も同じ形でやっていますが、どういうふうな

すみ分けをされているのかということと、この

部署でやって効果がよく出されているのかどう

かというところを。

○柳田交通・地域安全対策監 まず、最初のほ

うの交通安全の関係ですけれども、確かに、県

警とうちも広報啓発、教育活動というのは、少

しダブっているところはあります。うちが持っ

ていますのは、交通安全対策推進本部という県

下95の関係団体、ここの事務を担当しています

ので、年間の交通安全活動とかを作成して、そ

れに伴った総括的な広報とか啓発とか教育環境

を実施しています。それに対して、警察は、交

通事故を実際処理する、それに伴う分析を持っ

ていますので、その時々に応じた、事故の分析

に基づいた広報啓発、教育活動をまず実施して

いる、広報関係についてはそういうすみ分けを

しております。

○松村委員 各地区に交通安全協会、交番連絡

協議会とかありますね。それはどちらになるん

ですか。

○柳田交通・地域安全対策監 交番連絡協議会

は、まず警察の各交番を中心に連絡協議会をつ

くっております。約60ぐらいの交番等があるん

ですけれども、そこがつくっております。安全

協会は、かつては警察と一緒になっていたんで

すが、今は全く違う団体でありまして、独自に

会費等を集めて、それに基づいて独自な活動を

している団体であります｡

○松村委員 危機管理とかの中でも、防犯情報

何とかとかいろいろありますね。何かわかりに
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くくないですか。

○柳田交通・地域安全対策監 防犯メールとか

の関係ですけれども、こちらのメールは、先ほ

どおっしゃいましたように、危機管理課と県警

本部の生活安全企画課が主管しておりまして、

そこを中心に発信しております。ここに情報を

与えるときには、いろんな子供の声かけとか、

災害とか、そういうものを集めてメールで発信

していると聞いております。

○松村委員 県民の皆さんというか、私も県民

の一人、皆さんもそうでしょうけれども、そち

らから安全で安心な暮らしというのをどうやっ

てつくろうかというときに、利用する側の防犯

というか、安全なまちを自分たちでやろうとい

うときに、いろんな部署にほとんど似たような

のがあるということが非常にわかりにくいとい

う感じがしますね。もうちょっと生きた対策を

するんだったら、結果が出るところの近くのほ

うに、お客様の近くに、お客様のニーズに合っ

たような形の対策室というんですか、そちらの

ほうに一本化したほうが、事故処理はこちらで、

事故処理の前に気をつけておったほうがいいの

はこちらでという感じで、何となくここのあた

りは安全で安心なまちづくりの交通行政もわか

りにくいなという気がするので、21年度決算で

しょうから、22年度とか23年度とか、今後にど

ういうふうに生かしていただくかということは、

組織体系とか県民にわかりやすい形でしていた

だくとありがたいがなと。要望しておきたいと

思います。終わります。

○押川主査 要望ということでありますから、

今後また御検討をお願いしたいと思います。

ほかにございませんか。

18ページ、統計調査課、調査のあり方を教え

てください。３番目の全国消費実態調査という

のは、抽出のやり方でありますけれども、経済

センサスと農林業センサスの調査の対象の選び

方というのは、どういう方向で選ばれていらっ

しゃるんですか。

○大野統計調査課長 おっしゃいましたように、

全国消費実態調査というのは標本調査、サンプ

ル調査でございます。経済センサス、農林業セ

ンサスについては、結局すべての者が対象になっ

ている全数調査ということでございまして、県

内で調査員を任命して、その調査員が把握をし

て対象としているというものでございます｡

○押川主査 その戸数というのは全戸という理

解でいいんですか。例えば、わかりやすく農林

業センサスでいけば、７万7,346経営体というこ

とですが、これがすべてということで理解して

もいいんですか。

○大野統計調査課長 今おっしゃったように、

農林家、基本的にはそのすべて、我々が把握で

きたものが７万7,346件あったということでござ

います｡

○押川主査 これがすべてということでいいん

ですか。全戸に調査票を出したというか、調査

を受けられたということで理解していいですか。

回収率……。

○大野統計調査課長 基本的にはすべての農林

家に調査票を依頼してお願いをするということ

でございまして、これは自己申告になっており

ますので、回収できないものも一部ございます。

○押川主査 ペナルティーとか、そういうもの

は全くないということで理解してよろしいで

しょうか。

○大野統計調査課長 統計法という法律上は報

告義務がなされておりまして、本来、罰則規定

もあるんですが、回収されなかったものについ

ての罰則とかは今のところございません。
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○押川主査 農林業センサスは５年、全国消費

実態調査も５年、この５年ごとに調査をしたも

のを基礎にして、県でも、例えば、農林業の年

度の起案あたりの参考にされるとか、そういう

ことで活用されるわけでしょうか。全くないん

でしょうか。

○大野統計調査課長 経済センサスは今回初め

て取り組むものでございまして、これまで商業、

工業等の産業別に個別的に行っておりましたの

を、今度、同一調査時点で包括的に行う調査と

いうことでございます。これはまだ基礎調査と

いうことで、対象がどのぐらいあるかというこ

とをつかむものでございますので、今後、本格

的な調査というのが24年２月になっております

ので、これで経済活動の全体像を一応つかんで

いくということになります。農林業センサスに

ついては、５年ごとに従来から行っております

が、これは、農林漁業分野の重要な基本的なデー

タでございますので、それぞれの農林業施策立

案とか振興計画等に活用されるということに

なっております。

○押川主査 ありがとうございました。

ほかにございませんか。

○横田委員 私立学校振興費補助事業なんです

けれども、一番下の表に私立と公立の対比とい

うことで、平成21年度2.1倍ということになって

いますけれども、これは授業料格差の拡大を抑

止した結果、2.1倍になったということでいいで

すか。

○安井文化文教・国際課長 実はそういうふう

に言いたいところなんですが、20年、21年は私

学の授業料は変わっておりませんが、公立が21

年に100円上がったものですから、講師の格差が

結果的に下がったということで、私立の授業料

自体は変わってはおりません。抑止効果はあっ

たというふうには理解していますけれども、下

がったのが補助金の効果だとは直接的には言え

ないということになります。

○横田委員 これは21年度とは違うんですけれ

ども、本年度、国のほうが高校の授業料無償化

を出して、それに見合う分を私立高校もという

ことでやっていますね。それはこの2.1倍から県

立高校分ぐらいのを引かれた1.1倍分ぐらいを私

立高校は授業料として払うということでいいん

ですか。

○安井文化文教・国際課長 私立の就学支援金

制度のことでよろしいんでしょうか。県立は無

料になりましたので、ゼロということになりま

した。私立は相変わらず、授業料としては存在

しています。基本的には私学の授業料は上がっ

ていないんですけれども、就学支援金が支給さ

れましたので、その分を差し引きますと、22年

度は１人当たり9,279円というのが私立学校の生

徒の平均の金額になります。学校で授業料の額

も違いますし、所得に応じて支援金の額は1.5倍、

２倍とございますけれども、すべて平均すると

そういう数字になります。

○横田委員 小学校の１校というのはどこなん

ですか。

○安井文化文教・国際課長 延岡学園高等学校

が小学館という小学校を別途つくっております

ので、そこが１校だけでございます｡

○押川主査 ほかにはございませんね。

それでは、以上をもちまして県民政策部を終

了いたします。執行部の皆さん、御苦労さまで

ございました。

暫時休憩いたします。

午後２時53分休憩

午後３時０分再開
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○押川主査 委員会を再開いたします。

それでは、平成21年度決算について執行部の

説明を求めます。

○加藤会計管理者 会計管理局の平成21年度決

算の概要について御説明申し上げます。

お手元の決算特別委員会資料の１ページをお

開きください。（款）総務費の欄をごらんくださ

い。予算額は５億3,534万8,000円に対しまして、

支出済額は５億3,455万4,039円でございます。

不用額は79万3,961円となりまして、執行率

は99.9％となっております。

次に、目における予算の執行残額が100万円以

上のもの、並びに執行率が90％未満のものはご

ざいません。

以上、会計管理局の決算の概要について御説

明いたしましたが、主要施策の成果に関する報

告書への記載、決算審査意見書に記載された審

査意見及び監査については、報告すべきものは

特にございません。

説明は以上でございます。御審議のほど、よ

ろしくお願いいたします。

○押川主査 執行部の説明が終了いたしました。

委員の皆様、御意見はございませんでしょうか。

○武井委員 使用料及び賃借料１億611万530円、

この内訳を御説明ください。

○川野会計課長 主なものにつきましては、財

務会計システムの機器の賃借料が主でございま

して、１億590万7,788円が一番大きなものでご

ざいます。ほかにファクシミリリース料とか、

そういった小さいものでございます。以上でご

ざいます。

○武井委員 先ほど、情報政策課のところでも

伺って、今、自治体クラウドの取り組みをして

いるということであったんですが、一般的に、

土木システムと並んで大きなものであろうと思

うんですが、そういった意味で、ランニングコ

ストの削減というようなところで、情報政策課

はそういう形で総務省の事業でいろいろ取り組

みをされるということでしたけれども、額が大

きいんで、システム維持費の削減等について、

何か取り組んでこられたということがあればお

聞かせいただきたいと思います。

○川野会計課長 一番大きなものは、賃借料の

ほかに委託料がございまして、この中にシステ

ムの管理委託料が総額で約3,400万程度入ってお

ります。これにつきましては、今年度、ちょう

ど５年ということで入れかえ時期になったんで

すが、情報政策課とも協議をしながら、あそこ

は担当職員がおりますので、そのお知恵も拝借

しながら、今年度は機器の入れかえを含めて、

サーバーを減らしたりとか、そういうものをし

ながら対応したところでございます。

○武井委員 更新のときに知恵をかりたり、サー

バーを減らしたりすることによって、20年度と

比べてどれぐらいの削減になったのか、わかれ

ば教えてください。

○川野会計課長 20年度と 21年度を比べます

と、これは５年契約をしておりますので、20年

度、21年度はまだシステムの入れかえとか、そ

の付近をしておりませんので、大きく減ったと

いうことはございません。ただ、今年度、５年

経過いたしましたので、今年度予算におきまし

ては､機器のリース料がかなり減額になっており

まして、21年度につきましては、月額880万程度

だったものが、今年度、新たしいものの中では

約490万程度に減少しております。これは、先ほ

ど言ったように、技術革新等もありまして、も

ともと機器そのものが下がったというのもあり

ますけれども、サーバーの台数等も見直しをし

ておりまして、その付近で減ったものだという
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ふうに理解をいたしております。

○武井委員 わかりました。

○押川主査 ほかにございませんか。

それでは、以上をもちまして会計管理局を終

了いたします。執行部の皆様、御苦労さまでご

ざいました。

暫時休憩いたします。

午後３時６分休憩

午後３時７分再開

○押川主査 分科会を再開いたします。

平成21年度決算について執行部の説明を求め

ます。

○太田人事委員会事務局長 人事委員会の平

成21年度決算の概要につきまして御説明申し上

げます。

お手元に配付しております決算特別委員会資

料により御説明いたします。めくっていただい

て、一番下の合計の欄をごらんください。平成21

年度の予算総額１億4,734万7,000円に対しまし

て、支出済額は１億4,641万5,671円でございま

す。繰り越しはございません。この結果、不用

額93万1,329円、執行率99.4％となっております。

目の執行残が100万円以上のもの及び執行率

が90％未満のものはございません。

なお、主要施策の成果に関する報告書への掲

載、決算審査意見書に記載された審査意見及び

監査における指摘事項はございません。

以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。

○押川主査 説明が終了しました。委員の皆様、

質疑はございませんでしょうか。

〔｢なし｣と呼ぶ者あり〕

○押川主査 質問もないようであります。以上

をもちまして人事委員会事務局を終了いたしま

す。執行部の皆様、御苦労さまでございました。

暫時休憩いたします。

午後３時９分休憩

午後３時10分再開

○押川主査 分科会を再開いたします。

平成21年度決算について執行部の説明を求め

ます。

○渋谷監査事務局長 それでは、平成21年度の

監査事務局の決算について御説明いたします。

お手元の決算特別委員会資料をごらんくださ

い。この資料は、決算に関する調書の中から、

監査事務局の関係のものをここに抜粋して載せ

ておりますので、この資料に基づきまして説明

をしたいと思います。

表紙をめくっていただきまして、１ページを

ごらんください。一番上に（款）総務費とござ

いますけれども、監査事務局におきましては、

款は総務費一本のみでございます。そのうちの

（項）総務管理費でございます。これは、右側

の説明の欄に記載しておりますように、外部監

査に関する経費でございます。（項）監査委員費

でありますが、これは監査委員及び事務局職員

の人件費及び運営費であります｡

これらの予算執行状況につきましては、２ペー

ジの一番下の監査事務局合計の欄をごらんいた

だきますと、予算額で２億1,623万1,000円、支

出済額が２億1,498万9,344円、繰越額はござい

ませんで、不用額は124万1,656円、執行率は99.4

％となっております。

なお、目の執行残が100万円以上のもの及び目

の執行率が90％未満のものはございません。

また、主要施策の成果及び監査結果としては、

特に報告すべき事項はございません。以上でご

ざいます。
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○押川主査 説明が終了いたしました。委員の

皆様、質疑はございませんでしょうか。

○武井委員 委託料1,711万の内訳、中身につい

てお聞かせください。

○渋谷監査事務局長 この委託料につきまして

は、包括外部監査に係る契約額なんですが、内

容につきましては、公認会計士の方との委託契

約でございますけれども、契約を結ぶことに基

づきます基本費用といたしまして448万6,000円、

それから執務費用、これは人件費ですけれども、

御本人と補助員を３人までみるというようなこ

とになっておりまして、これの執務費用が1,161

万円、その他旅費とか関係人出頭旅費などを含

めて20万円、合計で1,711万800円となっており

ます。

○武井委員 ちょっと教えていただきたいんで

すが、監査委員も４人いらっしゃるわけですけ

れども、フィールドと公認会計士の先生が取り

組むべき部分とのすみ分けといいますか、切り

分けというのはどういったような形で理解すれ

ばよろしいんですか。

○渋谷監査事務局長 監査委員につきましては、

基本的には財務監査と経営管理に関する監査、

事務事業に関する行政監査、そのほか、御案内

のとおり、監査機能の専門性とか独立性の強化、

そういったことによって住民の信頼性の向上を

目的に、外部監査制度を平成10年に導入された

わけです。本県において11年度からということ

で、外部監査に公認会計士という視点から行政

のいろんな部分について監査いただくわけです

が、その監査のテーマにつきましては、あくま

で外部監査人がお決めになって監査をされる。

もちろん、私ども監査委員が実施する監査との

連携というか、重複しないような調整というか、

そういったことはさせていただいております。

以上でございます。

○武井委員 それぞれ専門性ということで導入

されているわけですが、公認会計士の先生に監

査委員になっていただけばコスト的にも削減で

きるんではないかと思うんですが、そういうこ

とは不可能なんでしょうか。つまり、４人のう

ち議選が２人、あとは代表監査委員ともう一人

いらっしゃるわけですけれども、それと別に外

部監査人がいらっしゃる。そして公認会計士の

先生がいらっしゃるわけですが、その公認会計

士の先生に監査委員になっていただくというこ

とというのは、どうなんですか。

○渋谷監査事務局長 現行の制度からいったと

きには、識見２人と議選２人という形で進めさ

せていただきます。今おっしゃった公認会計士

の活用という意味では、特に財政援助団体につ

きましては、複式というか、行政と違った会計

等をしておりますから、公認会計士の方に委託

をして特定の団体について監査していただくと

か、それとか、私どもが監査する際にアドバイ

スをいただくとか、そういったことでの活用は

しております。以上でございます。

○武井委員 わかりました。

○鳥飼委員 基本的なことをちょっと。21年度

の決算ですね。今、22年９月30日なんですけれ

ども、サイクルとしては、もう22年度も一部始

まっているのかなと思っているんですけれども、

どんなふうにして財務監査とか進捗をしていっ

ているんでしょうか。

○渋谷監査事務局長 今回、決算審査意見とい

うか、それをまとめるに当たって、21年度の監

査につきましては、おおむね終えたところです。

ただし、口蹄疫の関係がございましたものです

から、農政関係の本庁出先機関につきましては、

やむを得ませんので、これから実施いたしま
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す。22年度の現年監査につきましては、ようや

く半分が終わったところでございますから、12

月から１月ぐらいから実施をしていこうかなと

いうふうに考えているところでございます。

○鳥飼委員 県の事務所というか、それが400か

何ぼかありますね。県の場合は全部、１年に１

回はやられているのかどうかわからないんです

けれども、補助団体というのはかなり数がある

と思うんですけれども、それは比率的には、県

のかいについては毎年やりますとか、補助団体

については３年に一遍ですよとか、いろいろあ

ると思うんですけれども、そこを御説明いただ

けますか。

○渋谷監査事務局長 県の機関につきましては、

本庁、出先を含めて年に１度必ず実施すること

としております。今おっしゃった財政援助団体、

例えば補助金とかを出している団体とか出資を

している団体がかなりの数あるんですけれども、

毎年行く団体も幾つかありますが、２年に１度

とか３年に１度とかいったようなところもござ

いまして、大体年に40から50ぐらいの団体につ

いて監査を実施している。財政援助団体の監査

につきましては、計画的に実施しておりますが、

おおむね９月から11月ぐらいまでにかけて実施

をする。県の関係機関につきましては、当年度

の監査につきまして、１月から始めて、大体７

月ぐらいまでに終わらせて、そして、決算委員

会の承認に反映させるといったような形で対応

しているところでございます。以上でございま

す。

○鳥飼委員 年度は４月から３月までですわ。12

月に監査に行ったとしますね。その分で見る分

というのは４月から11月分とか、いつまでのも

のをつくってくれということで出してもらうと

思うんですけれども、実質見ていくのは、例え

ば12月５日に行ったとしたら、どの期間を監査

するということになるんですか。

○渋谷監査事務局長 監査調書等の作成があり

ますから、検査基準日をいつまでのということ

でその都度決めますが、１月から始める分につ

きましては、当然、全体決算が終わっていませ

んので、それまでの間の財務関係の執行状況等

について監査をしているということでございま

す。ただ、４月以降につきましては、決算監査

を実施しているということでございます。かつ、

一つの監査対象機関にとってみれば、今年度は

現年だったけれども、来年度は決算といったよ

うな形で、うまく組み合わせて実施をしていこ

うというふうに考えております。

○鳥飼委員 私も監査委員をやらせてもらった

んですけれども、こんなことを言うと怒られま

すけれども、監査委員が行っていろいろ意見を

言うとか、調査をする場合がありますね。それ

はすべて行っているということで理解してよろ

しいんでしょうか。識見と議選のどちらかが行

くというようなことになると思うんですけれど

も。

○渋谷監査事務局長 以前のやり方は承知して

おりませんが、今のやり方は、それぞれ独立し

ているわけですので、一監査対象機関に対して

一監査委員がそれぞれ行って監査を行うという

方式で実施しているところです。

○鳥飼委員 わかりました。

○押川主査 ほかにございませんか。

〔｢なし｣と呼ぶ者あり〕

○押川主査 それでは、以上をもちまして監査

事務局を終了いたします。執行部の皆様、御苦

労さまでございました。

暫時休憩いたします。

午後３時21分休憩
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午後３時22分再開

○押川主査 分科会を再開いたします。

平成21年度決算について執行部の説明を求め

ます。

○日高議会事務局長 議会事務局でございます。

よろしくお願いいたします。

平成21年度決算の概要につきまして御説明い

たします。

お手元にあります２枚綴りの決算特別委員会

資料の１ページをお願いいたします。（款）議会

費でございます。予算額12億2,659万7,000円に

対しまして、支出済額が12億644万6,339円、翌

年度への繰越額が988万円でございまして、その

結果、不用額が1,027万661円、執行率は98.4％

となっております。

次に、目における予算の不用額が100万円以上

のものにつきまして御説明いたします。なお、

執行率が90％未満のものはございません。

（目）議会費であります。不用額は276万1,841

円で、執行率が99.6％でございます。主なもの

を御説明いたします。旅費の不用額208万2,179

円でございますが、これは、議会の会期日程の

確定に伴う応招旅費や正副議長の公務日程の確

定に伴う旅費の執行残でございます。交際費の

不用額、24万8,085円は、正副議長の交際費の額

の確定に伴う執行残でございます。使用料及び

賃借料の不用額40万3,700円は、各委員会の調査

日程等の確定に伴います借り上げ車代の執行残

でございます｡

２ページをお願いいたします。（目）事務局費

でございます。不用額は750万8,820円で、執行

率が96.2％でございます。主なものを御説明い

たします。賃金の不用額20万5,790円でございま

すが、これは、議会の会期日程の確定に伴いま

す日々雇用職員等に支払う賃金の執行残でござ

います。旅費の不用額14万9,619円は、正副議長

の公務日程等の確定に伴います随行職員の旅費

の執行残でございます。需用費の不用額19

万6,022円、役務費の不用額15万4,973円、委託

料の不用額10万2,036円につきましては、いずれ

も、事務費の節約等によるものでございます。

工事請負費の不用額640万円は、昨年の９月補正

でお願いいたしました国の地域活性化・経済危

機対策臨時交付金を活用しました２号館空調設

備等改修事業の入札執行残等によるものでござ

います。なお、この改修事業の一部、988万円を

今年度へ繰り越しております。

その他、主要施策の成果に関する報告書、決

算審査意見書及び監査における指摘事項等につ

きましては、該当ございません。

説明は以上でございます。よろしくお願いい

たします。

○押川主査 説明が終了いたしました。委員の

皆様、質疑はございませんでしょうか。

○武井委員 １点確認で、議員の報酬なんです

けれども、21年度中に辞職をされた議員の方が

いらっしゃったと思うんですけれども、金額は

ほぼそろっているわけなんですけれども、減額

の補正をしたからこういう不用額になっている

というようなことで理解してよろしいんでしょ

うか。

○渡邉総務課長 補正によって減額させていた

だいていますので、この不用額になっておりま

す。

○武井委員 わかりました。以上です。

○押川主査 ほかにございませんか。

〔｢なし｣と呼ぶ者あり〕

○押川主査 それでは、以上をもちまして議会

事務局を終了いたします。執行部の皆様、御苦
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労さまでございました。

暫時休憩いたします。

午後３時26分休憩

午後３時27分再開

○押川主査 分科会を再開いたします。

あすの分科会は、午前10時に再開し、総務部

の審査を行うことといたします。その他、何か

ございませんか。

〔｢なし｣と呼ぶ者あり〕

○押川主査 それでは、以上をもちまして本日

の分科会を終了いたします。

午後３時27分散会
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平成22年10月１日（金曜日）

午前９時57分再開

出席委員（７人）

主 査 押 川 修一郎

副 主 査 河 野 哲 也

委 員 横 田 照 夫

委 員 松 村 悟 郎

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 武 井 俊 輔

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

説明のため出席した者

総 務 部

総 務 部 長 稲 用 博 美

総 務 部 次 長
四 本 孝

（総務・職員担当）

総 務 部 次 長
岡 田 英 治

（財務・市町村担当）

危 機 管 理 局 長 甲 斐 睦 教

部参事兼総務課長 緒 方 文 彦

人 事 課 長 桑 山 秀 彦

行 政 経 営 課 長 大 坪 篤 史

財 政 課 長 日 隈 俊 郎

部参事兼税務課長 永 田 裕 志

市町村課課長補佐 福 嶋 清 美

総務事務センター課長 假 屋 宗 春

危 機 管 理 課 長 金 井 嘉 郁

消 防 保 安 課 長 山之内 点

事務局職員出席者

総 務 課 主 幹 馬 場 輝 夫

議 事 課 主 査 大 下 香

○押川主査 分科会を再開いたします。

それでは、平成21年度決算について執行部の

説明を求めます。

○稲用総務部長 それでは、今回御審議いただ

きます平成21年度決算につきまして、お手元に

配付いたしております主要施策の成果に関する

報告書及び平成21年度決算特別委員会資料に基

づきまして、御説明申し上げます。

まず、平成21年度一般会計決算の概要につい

てであります｡

お手元の主要施策の成果に関する報告書の１

ページです。平成21年度の決算額は、歳入6,134

億5,154万1,000円、歳出6,062億5,091万1,000円

となっております。歳入総額から歳出総額を差

し引いた形式収支は72億63万円となっておりま

す。また、この形式収支から平成22年度へ繰り

越すべき事業に充当する財源51億7,175万9,000

円を差し引いた実質収支では、20億2,887万1,000

円となっております。なお、前年度の実質収支

との比較であります単年度収支につきましては、

前年度の額が大きかったことから、３億4,538

万8,000円のマイナスとなっております。21年度

決算の特徴としましては、表の下のほうに書い

てありますとおり、１つ目としまして、決算規

模が歳入・歳出とも前年度を上回ったこと、２

つ目としまして、財源の確保に努める一方、徹

底した経費の節減に努めたこと等により、例年

並みの実質収支を確保することができたことで

あります｡

次に、平成21年度決算特別委員会資料の８ペー

ジをお開きいただきたいと思います。総合計画

に基づく総務部の施策体系表につきまして、そ

の概要を御説明いたします。
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まず、危機管理体制の強化についてでありま

す。大規模化・多様化する災害に対応できる防

災体制の強化を図るため、県民防災力向上では、

防災士養成研修の実施により、多くの防災士を

育成するなど、地域の防災力向上に努めたとこ

ろであります｡

宮崎県防災の日推進では、５月の第４日曜日

の宮崎県防災の日に県総合防災訓練を実施する

とともに、テレビＣＭやポスターなどを活用し

て県民の防災意識の向上に努めたところであり

ます｡

地域防災力向上促進では、自主防災意識の資

機材整備に対し補助を行うなど、体制の整備を

図ったところであります｡

危機管理総合調整推進では、危機管理・防災

研修会を実施するとともに、迅速な初動体制の

確立を図ったところであります｡

航空消防防災管理運営では、防災救急ヘリ「あ

おぞら」を運航し、救急搬送や救助などの迅速

な対応を図ったところであります｡

消防広域化等体制強化促進につきましては、

市町村に対して、耐震性貯水槽や消防用資機材

等の整備を支援するとともに、消防非常備７町

村に対して、常備化に向けた取り組みを促した

ところであります｡

次に、個性を生かした地域づくりについてで

あります。市町村合併後の一体的なまちづくり

を支援する市町村合併支援や高金利地方債の繰

り上げ償還を支援する合併関係市町村財政健全

化支援を行うとともに、災害・防災対策や行財

政改革などに取り組む市町村に対して元気市町

村支援資金貸付を実施したところであります｡

次に、９ページをごらんください。総務部の

平成21年度歳出決算の状況についてであります｡

総務部全体では、一番下の計の欄にありますが、

歳出予算額1,562億5,908万4,440円、支出済

額1,553億4,770万3,688円、翌年度繰越額４

億3,829万6,000円、不用額４億7,308万4,752円、

執行率は99.4％となっております。なお、翌年

度への繰り越しは、危機管理課の防災情報通信

設備整備事業及び消防保安課の震度情報ネット

ワークシステム更新事業であります。

次に、監査における指摘事項についてであり

ます。

同じく委員会資料の28ページをごらんいただ

きたいと思います。まず、（１）の収入事務の税

務課において、貨客兼用車に係る自動車税につ

いて、データ入力誤りにより、過徴収が発生し

ていたとの指摘でございます。これは、電算シ

ステムへの税率データの入力誤りにより生じた

ものであります。関係する納税者に対し説明、

おわびするとともに、過徴収となった分につい

ては全額還付の手続を終了したところでござい

ます。今後、システムへの税率データ等の入力

の際には、検証・確認作業の徹底を図り再発防

止に努めてまいります。

次は、小林県税・総務事務所において、県税

収入について収入未済率が前年度と比較して増

加しているとの指摘でございます。これは、産

業廃棄物税において大口滞納事案が発生したこ

とによるものでありますが、現在、不動産の差

し押さえを行い、提出された納税計画の履行に

ついて指導しているところであります。今後と

も、収入未済額を圧縮するため、的確な滞納整

理を行うなど、徴収努力を重ねてまいります。

次に、（２）の支出事務についてであります｡

総務課において、概算払いの旅行命令について

旅行完了後の精算手続が行われていないものが

あったとの指摘でございます。これは、概算払

いの旅行命令書について、所属長の精算完了の
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確認が漏れていたものでございますが、監査指

摘後直ちに関係書類を添えて、精算完了の確認

を行いました。

次に、消防学校において、扶養手当について

過払いとなっているものがあったとの指摘でご

ざいます。これは、人事給与システムの扶養手

当報告書の入力誤りにより、過払いが発生した

ものであります。過払いとなった分につきまし

ては、戻入を完了したところでございます。

支出事務の指摘につきましては、いずれも確

認が十分でなかったことが主な要因であります

ので、今後は、所属内での確認を徹底するなど

適正な事務処理に努めてまいります。

次に、（３）の契約事務についてであります｡

消防保安課において、「危険物の作業の保安に関

する講習事務委託について、委託契約書の作成

が大幅におくれていた」との指摘でございます。

これは、予算執行伺い後直ちに行うべき委託契

約の事務処理がおくれたものでございますが、

今後は、予算の執行に合わせた適正な事務処理

に努めてまいります。

次に、（４）の物品の管理についてであります｡

小林県税・総務事務所において、郵便切手につ

いて郵便切手出納簿が適切に記帳されていな

かったとの指摘でございます。これは、郵便切

手出納簿への記帳を毎月、補助簿からまとめて

記帳していたことにより、記載内容に誤りが生

じたものであります。今後は、出納員による定

期的な残数確認等を実施し、適正な管理に努め

てまいります。

また、お手元の平成21年度宮崎県歳入歳出決

算審査意見書及び基金運用状況審査意見書にお

いて１件の意見・要望事項がありましたが、こ

れにつきましては、後ほど、関係課長から説明

をさせます。

以上、概要を御説明いたしましたが、各課ご

との決算内容、主要施策の成果に関する報告等

につきましては、それぞれ関係課長から説明さ

せますので、よろしくお願いいたします。

なお、市町村課長が病気のため、本日の分科

会を欠席しております。代理として課長補佐の

福嶋が出席しておりますので、市町村課に係る

ものにつきましては、課長補佐のほうから説明

をさせます。

私からは以上であります｡

○日隈財政課長 平成21年度の決算の概要につ

いて御説明いたします。

お手元の平成21年度決算特別委員会資料の１

ページをごらんください。まず、一般会計の歳

入決算の状況について、主なものについて御説

明いたします。まず、県税でございます。県税

の21年度決算額は、872億6,275万6,000円で、前

年度に比べ136億円余、13.5％の減となっており

ます。

次に、地方消費税清算金の決算額でございま

すが、212億7,326万7,000円で、前年度に比べま

して13億円余、6.6％の増となっております。

県税及び地方消費税清算金につきましては、

後ほど、税務課長から御説明いたします。

次に、２ページをごらんください。地方譲与

税についてでございます。決算額86億7,003

万8,000円でございまして、前年度に比べて56億

円余、186.2％の増となっております。これは、

地域間の税源偏在を是正するために創設されま

した地方法人特別譲与税の交付によるものでご

ざいます｡

地方交付税についてであります。決算額1,723

億7,224万5,000円でございまして、前年度に比

べて166億円余、8.8％の減となっております。

このうち特別交付税につきましては、１億円余
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の配分増となっておりますが、普通交付税が臨

時財政対策債への財源振りかえというような形

になりまして、168億円余減少したことにより、

全体としては大幅な減ということになっており

ます。

次に、３ページをごらんください。国庫支出

金でございます。決算額1,245億7,575万9,000円

でございまして、前年度に比べて272億円余、28.0

％の増となっております。その内訳でございま

すが、国庫負担金につきましては、普通建設事

業費あるいは災害復旧事業費の減によりまして、

前年度を下回っておりますが、国庫補助金につ

きましては、前年度に比べまして302億円余ふえ

ております。これは、国の経済危機対策、ある

いは新政権によります「明日の安心と成長のた

めの緊急経済対策」によりまして交付された臨

時的な各種交付金の受け入れの増によるもので

あります。

次に、繰入金でございます。決算額347億1,119

万8,000円でございまして、前年度に比べて66億

円余、23.5％の増となっております。これは、

先ほど申し上げました経済対策の関係、いわゆ

る経済・雇用対策の実施に伴い、国の臨時的な

交付金をもとに、一たん積み立てた基金を取り

崩しまして、経済・雇用対策を目的とする各種

事業の財源として活用するということで繰り入

れを行ったものであります｡

次に、４ページをお開きください。諸収入で

あります。決算額516億7,423万4,000円でござい

まして、前年度に比べて10億円余、2.2％の増と

いうことになっております。これは、衛生貸付

金の元利収入や雑入計上の換地清算金の増等に

よるものであります。

次に、県債についてであります。決算額890

億7,897万6,000円でございまして、前年度に比

べて213億円余、31.4％の増となっております。

これは、先ほど申し上げました地方交付税の代

替財源でございます臨時財政対策債が倍増した

ことによるものであります。

次に、５ページをごらんください。収入未済

額の状況についてであります。平成21年度の収

入未済額は、県税や諸収入など合計で35億2,647

万9,000円となっております。これは、調定額に

対する割合として0.57％でございます。表の下

の欄外に小さく書いてございますが、収入未済

額につきましては、昨年度と比べますと全体

で9,672万8,000円の増ということになっており

ます。これは、景気低迷による県税の収入未済

額の増加が原因ではございますけれども、未済

額については、年々増加傾向にありますので、

整理計画に基づき、積極的な収入の確保を図っ

ていく必要があるというふうに考えているとこ

ろでございます。

次に、６ページをお開きください。財政状況

について簡単に御説明したいと思います。真ん

中の表をごらんください。棒グラフで書いてご

ざいますが、まず県債残高についてであります

が、臨時財政対策債の大幅な発行増等によりま

して、３年ぶりに前年度を上回るという形にな

りまして、9,226億円余となっております。なお、

この臨時財政対策債を除きますと、実質的な県

債残高では6,993億ということになりまして、緩

やかな減少傾向となっております。これは、財

政改革の取り組みによるものであります。

次に、下の折れ線グラフをごらんください。

上のラインの経常収支比率につきましては、前

年度よりわずかではございますが、改善したと

ころであります。また、公債費負担比率につき

ましては、悪化してきておりまして、財政運営

の硬直化が進む傾向にございますので、引き続
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き、財政改革の着実な推進に取り組んでいく必

要があるものと考えているところでございます。

資料はかわりまして、平成21年度主要施策の

成果に関する報告書の２ページをごらんくださ

い。まず、歳入決算の状況、これにつきまして

は、今、委員会資料のほうで説明いたしました

ので、省略させていただきます。

右側の３ページのほうをごらんください。歳

出決算の概要について御説明いたします。まず、

款別について御説明いたします。表の平成21年

度の一番下の合計の欄をごらんいただきますと、

歳出決算額合計では6,062億5,091万1,000円でご

ざいまして、右端の対前年度増減の欄、350

億7,225万9,000円、率にして6.1％の増となって

おります。

表の右端の欄は増減を書いてございますけれ

ども、その中で主なものを上から順に御説明申

し上げます。民生費についてであります。民生

費は、経済・雇用対策による新たな基金の積み

立て、あるいは後期高齢者医療費県費負担の増

などによりまして、率にして22.5％の増という

ことになっております。衛生費でございますが、

民生費同様、新たな基金の積み立てに加えまし

て、新型インフルエンザ対策等の重点化などを

図ったことによりまして、67.4％の大幅な増と

なっております。農林水産業費でございます。

林業分野において創設されました森林整備加速

化林業再生基金の造成等によりまして、13.9％

の増となっております。さらに土木費でありま

す。土木費につきましては、経済・雇用対策で

普通建設単独事業と直轄負担金の実績等が大き

く伸びたことによりまして、8.5％の増というこ

とになっております。災害復旧費についてであ

ります。災害復旧につきましては、平成21年度

は災害が幸いなかったということで、いわゆる

現年災というんですが、21年現年災の被災箇所

数が極端に少なかった、実はその前の20年度

は129カ所あったんですが、わずかに７カ所で

あったというようなこと等によりまして、76.4

％の大幅な減ということになっております。最

後に、公債費であります。公債費は、一般公共

事業債と一般単独事業債に係る元利償還金の増

加によりまして、5.3％となっております。

次に、４ページをお開きください。今度は性

質別の状況で御説明申し上げます。義務的経費

でありますが、まず、人件費が前年度を下回っ

た状況にございますが、公債費の元利償還金の

増によりまして、全体では15億4,003万2,000

円、0.6％の増ということになっております。次

に、投資的経費の欄でございますけれども、普

通建設事業費の補助事業費と災害復旧事業費が

前年度を大きく下回ったというようなこともあ

りまして、全体的には下がる傾向はありました

が、先ほど申し上げました経済・雇用対策の実

施によりまして、単独事業費と直轄事業負担金

の伸びがございましたので、相殺されるような

形で投資的経費全体では0.7％の増ということに

なっております。最後に、その他の経費の欄で

ございます。これは、補助費等と積立金が先ほ

どの経済対策等によりまして伸びておりますが、

いずれも、経済・雇用対策の補正対応によるも

のであります。

最後に、また資料はかわりますけれども、平

成22年９月定例県議会提出報告書（地方公共団

体財政健全化法に基づく報告）の３ページをご

らんください。平成21年度決算に基づく健全化

判断比率及び資金不足比率についてであります｡

まず、健全化判断比率の４つの指標でござい

ます。最初の実質赤字比率、これは、財政規模

に対する赤字額の占める割合でございますけれ
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ども、赤字ではございませんので、該当する数

値はございません。次の連結実質赤字比率でご

ざいますが、これは、普通会計に企業会計等を

含めた全会計の赤字額の財政規模に対する割合

でございますが、これも赤字ではありませんの

で、該当する数値としてはございません。次に、

実質公債費比率であります。これは、公営企業

の負債を含めた本県の当該団体の負担すべき負

債の財政規模に対する割合でございまして、21

年度は14.5％となっております。最後に、将来

負担比率であります。これは、公営企業、公社、

三セク等、関連会計・団体すべて含めまして、

将来、本県が負担すべき負債の財政規模に対す

る割合でございますけれども、185.4％となって

おります。いずれの数値も、下段の括弧書きに

書いてございますが、括弧書きが早期健全化基

準という数値でございますが、これを下回って

いる状況にございます。

次に、２の資金不足比率についてであります｡

これは、公営企業会計ごとの資金の不足額の事

業規模に対する割合でございますけれども、地

方公営企業法が適用される会計、あるいは法非

適の会計、いずれも資金不足の状況はございま

せんので、該当する数値はありません。

決算の概要については以上でございます。

○永田税務課長 説明に入ります前に、資料の

訂正をお願いいたします。決算特別委員会資料

の１ページをお開きください。不動産取得税の

右側の説明の欄でございます。資料には「原始

取得（家屋の新築・増築）の減」と記載してお

りますが、これを「承継取得（所有権移転によ

る取得）の減」と訂正をお願いいたします。

それでは、県税及び地方消費税清算金決算に

つきまして、御説明いたします。

同じ資料の７ページをお開きください。平成21

年度の県税歳入決算は、表の一番の上の県税計

の欄にありますように、最終予算額870億8,400

万円に対しまして、調定額が902億2,589万2,000

円、収入済額が872億6,275万6,000円となってお

ります。収入済額の前年度比は86.5％となって

おり、最終予算額に対しましては、１億7,875

万6,000円の上積みとなったところであります。

不納欠損額が１億9,506万1,000円、還付未済額

が26万6,000円ありました結果、収入未済額が27

億6,834万1,000円となっており、徴収率は96.7

％でございました。

次に、各税目ごとの増減について御説明いた

します。最初の１ページに戻っていただきたい

と思います。主な税目で御説明いたします。ま

ず、県民税のうち個人県民税につきましては、

７億4,811万6,000円の減となっております。こ

れは、課税対象となる平成20年分の所得の減少

等によるものであります。

次に、法人県民税についてでありますが、法

人県民税が10億8,619万3,000円の減、これは、

景気低迷に伴う企業収益の悪化によるものと考

えております。

法人事業税についてであります。法人事業税

は、98億4,161万8,000円の減となっております。

これは、先ほどの企業収益の悪化に伴う減に加

え、平成20年度に創設された地方法人特別税に

より税額の一部が国税となった影響によるもの

であります。

次に、地方消費税でありますが、国内取引に

課税される譲渡割地方消費税が６億59万9,000円

の減、輸入取引に課税される貨物割地方消費税

が9,699万1,000円の減、合計で６億9,759万円の

減となっております。これは、県内に本店を置

く企業からの国への申告納付額が減少したこと

によるものと考えております。
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次に、不動産取得税についてであります。不

動産取得税につきましては、１億7,435万5,000

円の減となっております。これは、土地や中古

建物の所有権移転による取得が減少したことに

よるものであります。

次の自動車税につきましては、２億7,803

万4,000円の減となっております。これは、自動

車登録台数の減少に伴う課税台数の減等による

ものであります。

次の自動車取得税につきましては、８億7,335

万4,000円の減となっております。これは、低公

害車特例、いわゆるエコカー減税の影響等によ

るものであります。

最後に、軽油引取税につきましては、３億9,290

万9,000円の増となっております。これは、20年

４月の１カ月間、暫定税率が失効していたこと

の影響によるもので逆に増となったというふう

に考えております。

この結果、県税全体としまして、20年度に比

べ136億4,076万円の減収、率にして13.5％の減

となっております。

最後に、地方消費税清算金についてでありま

す。これは、全国で徴収されました地方消費税

を一定の指標によって各都道府県間で清算を行

うものでありますが、平成21年度の清算金収入

は、212億7,326万7,000円と、20年度に比べ金額

にして13億2,279万4,000円の増収、率にして6.6

％の増となっております。全国的な清算金の対

象となる地方消費税収入の増に伴いまして、清

算金収入が増収となったことによるものであり

ます。以上でございます。

○緒方総務課長 それでは、総務課の歳出決算

の状況について御説明をいたします。

同じ資料の９ページをお開きください。①の

平成21年度歳出決算課別集計表をごらんいただ

きたいと思います。総務課は、予算額13億2,075

万6,000円、支出済額12億7,758万867円、不用

額4,317万5,133円で、執行率は96.7％となって

おります。

次に、主な不用額について御説明をいたしま

す。

10ページをお開きください。（目）文書費の不

用額692万6,668円についてでございます。その

主なものとしましては、まず、節の需用費の不

用額347万9,147円でございますが、これは、庁

内印刷室用のコピー用紙等の消耗品購入など、

印刷室管理に要する経費の執行残でございます｡

また、役務費の不用額188万7,658円でございま

すが、これは、庁内郵便料に要する経費の執行

残でございます。委託料の不用額118万4,823円

でございますが、これは、庁内印刷室の高速デ

ジタル印刷機器の保守委託等に要する経費の執

行残でございます｡

11ページをごらんください。（目）財産管理費

の不用額3,388万1,821円についてでございます。

その主なものとしましては、節の需用費の不用

額1,109万9,264円でございますが、これは、本

庁舎や総合庁舎の光熱水費や庁舎修繕費など庁

舎管理に要する経費の執行残でございます。役

務費の不用額165万6,202円でございますが、こ

れは、庁内電話料など庁舎管理に要する経費の

執行残でございます。委託料の不用額971万6,548

円でございますが、これは、本庁舎や総合庁舎

の警備や清掃など庁舎管理に要する経費の執行

残となっております。工事請負費の不用額903

万1,000円でございますが、これは、総合庁舎及

び職員宿舎の地上デジタル放送対応工事や県有

財産保全工事（緊急対応時の予備費）の庁舎管

理に要する工事経費の執行残でございます。負

担金・補助及び交付金の不用額ですが、131万461
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円でございます。これは、企業局庁舎における

県の専有財産及び共有財産の管理業務に要する

経費の執行残でございます｡

次の（目）県有施設災害復旧費の不用額200万

円についてでございますが、これは、災害によ

り被災した県有施設の災害復旧に要する経費で

ございますけれども、平成21年度は被災した施

設がなかったことによる執行残でございます｡

次に、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はございません。以

上でございます。

○桑山人事課長 それでは、人事課の歳出決算

の状況について御説明申し上げます。

委員会資料の９ページに戻っていただきたい

と思います。課別の集計表のうち人事課の計は、

予算額が54億8,343万1,000円、支出済額が54

億1,876万5,039円となっておりまして、不用額

が6,466万5,961円、執行率は98.8％となってお

ります。

次に、主な不用額について御説明いたします。

12ページをお開きください。（目）一般管理費

でございます。不用額が6,186万5,533円につい

てでございます。その主なものといたしまして

は、節の欄の職員手当等の不用額が5,786万1,182

円となっております。これは、各課で予算計上

しております時間外勤務手当につきまして、年

度中の業務の都合によりまして、手当が不足す

る事態となった場合の調整のための予算を当課

で計上しております。それを配分しております

が、これについて執行残が生じたものでござい

ます。理由といたしましては、年度末にかけま

して、例えば、鳥インフルエンザなどのような

不測の事態が生じた場合の予算を補正減等を行

わずに確保しておりましたが、結果的にそのよ

うな不測の事態が起きなかったために不用額と

なったものでございます。

それから、（目）の人事管理費の不用額が280

万428円となっております。これは、節の内訳で

例えば委託料90万7,295円など、いずれも執行残

に伴うものでございます。

なお、目の執行率が90％未満のものはござい

ません。

また、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、報告すべき事項はございません。

説明は以上でございます。

○大坪行政経営課長 それでは、行政経営課の

状況について御説明をいたします。

資料の９ページに戻っていただきまして、行

政経営課につきましては、予算額が１億1,017

万1,000円、支出済額が１億895万9,132円、不用

額が121万1,868円で、執行率は98.9％となって

おります。詳細につきましては、13ページが行

政経営課の詳細資料でございますが、目の執行

残が100万円以上のもの、執行率が90％未満のも

のはございません。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ても、特に報告すべき事項はございません。以

上でございます。

○日隈財政課長 次に、財政課の歳出決算の状

況についてであります。もう一度９ページにお

戻りください。課別集計表でございますが、財

政課の計は、予算額1,166億7,020万2,076円、支

出済額1,163億5,901万9,202円、不用額３億1,118

万2,874円、執行率は99.7％となっております。

続きまして、14ページをお開きください。（目）

一般管理費の不用額１億4,970万6,696円につい

てであります。一般管理費には警察、教育も含

めまして全部局各課の共通経費、それと財政課

の事務費を計上しているところであります。こ

の共通経費は、例えば県税や国庫補助金等、県
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で収納した歳出につきまして、還付が生じた場

合など、各課では各課ごとに執行額を見込むこ

とが年度を通して困難と見込まれます経費につ

いて、財政課で予算を一括計上しまして、支出

が必要になった都度、該当課へ分任する形で対

応することとしております。これらの費用につ

きましては、年度末までの所要額を見込むこと

が困難でありまして、また、不測の事態に備え

る必要がありますことから、年度末まで予算を

計上するという形でありますので、結果として

不用額が生じたものでございます｡

次に、15ページの（目）財政管理費の執行率

が89.6％となっております。財政管理費は、財

政課の業務執行に係る事務費等を計上しており

ますが、全国宝くじ事務協議会の分担金につき

まして、不用額が生じたものでございます｡

次に、（目）利子の不用額についてでありま

す。6,872万8,340円となっております。これは、

証券形式での銀行等引受債、我々は縁故債と呼

んでいますが、これの発行差額が見込額より少

なかったということで不用額が生じたものでご

ざいます｡

次に、（目）公債諸費の不用額でございます

が、195万6,377円となっております。これは、

役務費の不用額181万1,000円が主なものでござ

いまして、証券形式による銀行等引受債（縁故

債）の発行額が見込みより少なかったため、発

行手数料に不用額が生じたものでございます｡

次に、16ページの（目）予備費でございます｡

これは、年度途中における不測の事態により予

算外の支出の必要が生じた場合に対する経費で

ございますけれども、当初予算額で１億円を計

上しております。このうち986万6,924円を充用

いたしました。その結果、予算現額が9,013

万3,076円となりまして、不用額となっておりま

す。充用した主な内訳は、説明欄に記載してお

りますとおり、県有車両による交通事故などの

損害賠償金、管理運営瑕疵事故等の損害賠償金、

訴訟等に伴う弁護士に対する着手金及び謝金、

その他行政運営経費等への充用でございます｡

なお、歳入歳出決算審査意見書における指摘・

要望事項はございません。以上でございます。

○永田税務課長 それでは、税務課の歳出決算

の状況について御説明いたします。

決算特別委員会資料の９ページを再度お開き

ください。税務課の計は、予算額255億2,944

万9,364円、支出済額255億1,913万3,772円、不

用額1,031万5,592円で、執行率は99.9％となっ

ております。

次に、主な不用額について御説明いたします。

17ページをお開きください。（目）賦課徴収費

の不用額922万1,075円についてでございます｡予

算額22億8,379万6,000円、支出済額22億7,457

万4,925円、不用額922万1,075円、執行率は99.5

％となっております。これは、賦課徴収に要す

る納税通知書等の印刷製本費、各県税・総務事

務所で執行いたします旅費、コピー代、郵送料

などの事務費、並びに負担金・補助及び交付金

の欄にありますように、個人県民税徴収取扱費

交付金等が見込みを下回ったことによるもので

ございます｡

次に、歳入歳出決算審査意見書で審査の意見

がありましたので、御説明いたします。

平成21年度宮崎県歳入歳出決算審査意見書の

５ページをお開きください。４、収入の確保に

ついての（１）県税収入の確保についてにあり

ますとおり、「個人県民税については、各市町村

の実情に即した支援がなされているが、収入未

済額も増加していることから、市町村とより一

層連携を密にして、効果的な徴収対策を講じる
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よう要望する」との御意見でありました。個人

県民税につきましては、平成21年度決算におけ

る収入未済額が県税全体の収入未済額の７割を

超える21億1,068万円余となっております。この

ため、各県税・総務事務所におきまして、地方

税法第48条に基づく徴収引き継ぎによる直接徴

収や、税務職員の併任人事交流制度により県税

職員を市町村へ派遣するほか、管内市町村との

合同の徴収対策会議の開催、滞納整理のための

実務研修を実施するなど、市町村と一体となっ

た徴収体制の充実に努めているところでありま

す。また、本庁におきましても、担当職員３名

及び再任用職員２名の計５名を配置し、県税・

総務事務所の職員の支援等として税務課職員も

市町村へ派遣・併任するほか、徴収対策につい

て必要な助言を行うなど、収入未済額の圧縮対

策に取り組んでいるところであります。今後と

も、市町村とより一層連携を密にしながら、収

入未済額の圧縮に努めてまいりたいと考えてお

ります。以上でございます。

○福嶋市町村課課長補佐 続きまして、市町村

課の平成21年度決算の概要につきまして御説明

いたします。

もう一度決算特別委員会資料にお戻りいただ

きまして、９ページの課別集計表をごらんくだ

さい。市町村課の計は、予算額46億3,831万9,000

円、支出済額46億3,385万4,541円、不用額446

万4,459円で、執行率は99.9％となっております。

次に、主な不用額について御説明いたします。

19ページをお開きください。（目）市町村連絡

調整費の不用額239万2,992円についてでありま

すが、これは、市町村課の事業運営に伴う需用

費、旅費などの節約による執行残、並びに住民

基本台帳ネットワークシステムにおける業務委

託料等の執行残であります｡

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

お手元の平成21年度主要施策の成果に関する

報告書の49ページをお開きください。１、活力

ある地域づくり、１）個性を生かした地域づく

りについてであります。主な事業としましては、

まず、市町村合併支援事業でありますが、旧合

併特例法のもとで合併した５市町に対しまして、

５億8,151万円の市町村合併支援交付金を交付

し、電算システムの統合や環境基本計画等各種

計画の策定、また、防災行政無線の整備などに

対する支援に努めたところであります｡

次に、新市町村合併支援事業でありますが、

現行合併特例法下で合併した３市に対しまして、

２億8,000万円の新市町村合併支援交付金を交付

し、新たなまちづくりの支援を行ったところで

あります。さらに、合併協議会への補助といた

しまして、４市町に補助金を交付し、協議会の

円滑な運営に対する支援を行ったところであり

ます｡

次に、合併関係市町村財政健全化支援事業で

ありますが、合併市町のうち財政状況が特に厳

しい５市町に対しまして、高金利地方債の繰り

上げ償還を支援するため、35件、11億円の借り

かえ資金について無利子貸付を行ったところで

あります｡

次に、元気市町村支援資金貸付でありますが、

災害防災対策や行財政の簡素化・効率化など、

市町村の当面する課題の解決に向けた取り組み

を支援するため、12市町に対し35件、10億円の

無利子貸付を行ったところであります｡

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はありません。

市町村課の説明は以上であります。

○假屋総務事務センター課長 総務事務セン
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ターの決算の状況について御説明いたします。

決算特別委員会資料の９ページ、課別集計表

をごらんください。総務事務センターの計は、

予算額11億6,389万3,000円、支出済額11億6,016

万1,063円、不用額373万1,937円で、執行率は99.7

％となっております。

次に、主な不用額について御説明いたします。

同じ資料の22ページをお開きください。（目）

一般管理費の不用額119万6,755円についてでご

ざいます。これは、主に節の欄の旅費の不用額32

万1,561円でございますが、これは、本庁や各地

区の総務事務センターに勤務する職員の旅費の

執行残であります。

なお、目の執行率が90パーセント未満のもの

はございません。

また、最後に、監査委員の決算審査意見書に

関しましては、特に報告すべき事項はありませ

ん。以上でございます。

○金井危機管理課長 危機管理課の歳出決算の

状況について御説明いたします。

同じく委員会資料の９ページ、課別集計表を

ごらんください。危機管理課の計は、予算額５

億224万2,000円、支出済額３億3,479万8,660円、

翌年度繰越額１億6,257万6,000円、不用額486

万7,340円で、執行率は66.7％となっております

が、繰越額を含めますと99.0％となります。繰

越額１億6,257万6,000円につきましては、事業

名は防災情報通信設備整備事業であります。こ

れは、県及び市町村で整備する予定でありまし

た全国瞬時警報システムにつきまして、整備の

前提となりますシステムの改良が国においてお

くれたことに伴い、繰り越しとなったものであ

ります。

次に、主な不用額について御説明いたします。

24ページをごらんください。（目）防災総務費

の不用額467万7,916円についてでございます。

その主なものとしましては、節の欄の委託料の76

万5,750円でございますが、これは、防災気象情

報提供などに要する委託費の執行残でございま

す。次に、負担金・補助及び交付金の不用額43

万1,900円でございますが、これは、自主防災組

織モデル事業補助金などの執行残でございます｡

次に、主要施策の成果に関する報告書の51ペー

ジをお開きください。１、安全で安心な暮らし

の確保、１）の危機管理体制の強化についてで

あります。まず、施策の目標でございますが、

県民の防災意識の高揚や自主防災組織・防災ボ

ランティアの育成に取り組むとともに、関係機

関との連携強化などにより、自然災害を初めと

する多様な危機事象に迅速に対応するため、危

機管理体制の強化に努めたところであります｡

次に、施策推進のための主な事業及び実績で

ありますが、まず、○改 県民防災力向上でありま

すが、自主防災組織リーダー研修会を開催し、

多数の地域防災リーダーを育成したところであ

ります。

また、「宮崎県防災の日」推進につきましては、

昨年の５月24日に高鍋町、木城町の２町で89機

関、約1,800名の参加で総合防災訓練を実施し、

県民の防災意識の高揚を図ったところでありま

す｡

次に、地域防災力向上促進につきましては、

７市町51組織に対し、自主防災組織の資機材整

備に対し補助を行うなど、自主防災組織率の向

上を図ったところであります｡

次に、危機管理総合調整推進につきましては、

ことしの２月３日に、約500人の防災機関関係者

を集めて危機管理防災研修会を実施したところ

であります。また、県庁内において、引き続き24

時間災害監視体制の維持を図ったところであり
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ます｡

次の52ページをお開きください。施策の成果

等でありますが、①の県民防災力向上につきま

しては、防災士研修を実施し、104人が防災士の

資格取得をしたところであり、今後も多くの防

災士を育成し、地域の防災力を高めていく必要

があると考えています。②の総合防災訓練及び

③の「宮崎県防災の日」推進につきましては、

防災関係機関との一層の連携強化が図られたほ

か、各種広報媒体を活用して普及促進と防災意

識の啓発を努めましたが、今後もさらに効果的

な普及啓発に努め、自助・共助の重要性を県民

に訴えていきたいと考えております。④の地域

防災力向上促進につきましては、今後も多くの

市町村に働きかけ、自主防災組織の育成、活性

化を図ってまいりたいと考えております。⑤の

危機管理総合調整推進につきましては、自然災

害その他の危機管理に関する研修会を通じて、

関係職員相互の連携強化や、その意識啓発が図

られたところであり、引き続き、危機管理体制

の強化につながるよう取り組んでまいりたいと

考えております。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はございません。

私からは以上でございます。

○山之内消防保安課長 それでは、消防保安課

の歳出決算の状況について御説明申し上げます。

決算特別委員会資料の９ページをお開きいた

だきたいと思います。消防保安課は、予算額８

億4,062万1,000円、支出済額５億3,543万1,412

円、翌年度繰越額２億7,572万円、不用額2,946

万9,588円で、執行率は63.7％となっております

が、繰越額を含めますと96.5％となります。こ

の繰越額２億7,572万円につきましては、事業名、

震度情報ネットワークシステム更新事業でござ

います。これは、平成８年に補助を受け構築し

ました現在のシステムが老朽化したことから、

全額、国庫補助で震度計等の装置の更新を行う

予定でございましたが、震度計の製造や基礎台

補修が21年度内に完了することが困難となりま

して、繰り越しとなったものでございます｡

次に、主な不用額について御説明いたします。

同じ資料の26ページをお開きいただきたいと

思います。（目）防災総務費の不用額2,536万7,831

円についてでございますが、この主なものとい

たしまして、節の欄の委託料の不用額1,751

万4,184円でございますが、これは、防災救急ヘ

リコプターの運航などに要する経費の委託費の

執行残でございます。次に、負担金・補助及び

交付金の不用額328万9,874円でございますが、

これは、消防広域化等体制強化促進事業費補助

金の執行残でございます｡

次に、（目）消防連絡調整費の不用額361万9,950

円についてでございます。その主なものとしま

して、節の欄の委託料、不用額156万815円でご

ざいますが、これは、消防設備士及び危険物取

扱者の免状交付に要する委託費などの執行残で

ございます。

次に、主要施策の成果に関する報告書の53ペー

ジをお開きください。１、安全で安心な暮らし

の確保、１）危機管理体制の強化についてでご

ざいます。まず、施策の目標でございますが、

消防対策の充実、産業保安の確保を図るととも

に、防災情報の提供や防災関係機関との連絡強

化を図るなど、危機管理の強化に努めたところ

であります。

次に、施策推進のための主な事業及び実績で

ございます。主なものについて説明いたします。

まず、総合情報ネットワーク設備更新でござい

ますが、防災行政無線設備等のシステムを管理
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運営し、災害連絡体制を維持しておるところで

ございます。

次に、航空消防防災管理運営でございます。

防災救急ヘリ「あおぞら」を運航しております

が、21年度中の緊急運航出動件数は、合計で98

件でございました。なお、出動回数の「その他」

は、いずれも他県への応援出動でございます｡

次に、消防指導でございます。消防団員の確

保や活性化を図るため、ふるさと消防団パワフ

ル21事業といたしまして、ラッパ隊フェスティ

バルや消防団員意見発表等を内容とする消防大

会を開催するとともに、新聞等を活用しました

県民への広報啓発を行ったところでございます。

また、救急業務の高度化や増大する救急需要に

対応するため、救急救命士の計画的な養成に取

り組んでおるところでございまして、22年４月

１日現在における救急救命士の総数は、263名と

なっております。

１枚めくっていただきまして、54ページでご

ざいますけれども、予防指導につきまして、消

防設備士及び危険物取扱者資格者への免状の交

付等を行いますとともに、火災や危険物の事故

の未然防止を図るため、知識や技能の習得のた

めの法定講習を行いました。

消防広域化等体制強化促進でございますが、

市町村が実施します耐震性貯水槽、防火水槽、

小型動力ポンプ等の整備に対し補助を行いまし

て、消防力の強化に努めたところでございます。

また、７つの消防非常備町村に助成を行い、常

備化に向けた取り組みを促すとともに、大規模

災害に出動する緊急消防援助隊の資機材の整備

について補助したところでございます。

次に、施策の成果等でありますが、まず、①

の総合情報ネットワーク設備更新につきまして

は、適正な管理を行い、通信体制の確保が図ら

れたというふうに考えております。②の防災救

急ヘリにつきましては、関係機関との連携を図

りながら、迅速な対応ができたものと考えてお

ります。③の消防団につきましては、消防大会

を開催するなど、活性化を図ったところであり

ます。また、消防職員や消防団員につきまして

は、資質向上に向けてのさまざま訓練、研修等

を実施したところでございます。④の市町村消

防防災施設等整備につきましては、引き続き資

機材等の整備促進に努めたところでございます。

また、７つの非常備町村に対し助成を行い、常

備化に向けた取り組みを促したところでござい

ます。⑤の高圧ガスの保安対策につきましては、

事業者に対する指導監督、研修を通じて、大事

に至るような事故の未然防止ができたものと考

えております。

なお、監査委員の決算審査意見書に関しまし

ては、特に報告すべき事項はございません。

以上でございます。よろしくお願いします。

○押川主査 執行部の説明が終了いたしました。

委員の皆様、御意見をどうぞ。

○鳥飼委員 まず、委員会資料でお尋ねをいた

しますが、１ページの法人事業税の税額の一部

が国税になったということの御説明がございま

して、98億の減ということで、そのかわりに地

方譲与税に回ったのかなという感じがするんで

すけれども、大体どの程度国税化されたんでしょ

うか。

○永田税務課長 この減の98億円のうち約42億

円が地方法人特別税となっております。

○鳥飼委員 わかりました。半分以下、４割ぐ

らいなんでしょうか。

先ほどの御説明では、地方譲与税ということ

でしたけれども、国税化されたことで、そして

また配分をするというような意味合いがあった
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のかなと思うんですけれども、具体的には、本

県に対してはこれらの影響といいますか、主に

どういうところに出ているんでしょうか。譲与

額がふえたとか、この分では減額になったけれ

ども、どの分で増額でこうこうされたというこ

とで御説明をいただきたいと思います。

○永田税務課長 ２ページをごらんください。

地方法人特別譲与税というのがございます。こ

れが、先ほど申し上げました地方法人特別税を

一たん国へ払い込みをしまして、国のほうであ

る一定基準によってまた県税に譲与税として戻

してくるわけですけれども、これの分が55億で

す。それに係る県からの国への払い込みが約36

億ぐらいだったと思いますので、実質的には歳

入が約20億円増となっておるというような状況

でございます｡

○鳥飼委員 わかりました。

それと今、三位一体改革で本県の場合、350億

の減になったとかいろいろあって、それを改善

すべきではないかということで、大都市部以外

の地方の自治体から国に声が上がったと思うん

ですけれども、そういうことに向けての改善と

いいますか、そういう方向性があるのか、それ

とも、全く無関係に進められていると思ってい

いのか、どちらというふうに思っていますか。

○永田税務課長 地方税制を抜本的に改革をし

ようというような動きがありまして、地方消費

税を今後、拡充していこうというような方向が

ございます。実際にそれが実現される前段の措

置としまして、とりあえず、法人事業税の一部

について国税のほうで持っていくというような

形をとっておるというふうに聞いております。

法人事業税として残ったのが55％、国税に行く

分が約45％というふうになっております。それ

とあわせて、法人事業税というのは、都道府県

によって非常に税収の格差があるということで、

それの調整も兼ねてやろうということで、現在、

こういうふうな形になっております。

○鳥飼委員 宮崎県のような地域、大分にして

も富山にしても、そういう地域がたくさんある

わけですけれども、そういう意味ではどんどん

声を上げていって、地方交付税が主たるもので

はありますけれども、そういう税制の改革につ

いて、またいろいろと継続して要望していって

いただきたいというふうに思います。

続きまして、５ページの収入未済額のところ

でお尋ねいたします。トータルで35億2,600万円、

額的にはふえている。昨年度が34億ということ

で、0.59％から0.57％ということで、比率的に

は下がったけれども、額的にはふえた、そうい

うことで理解していいですね。

○日隈財政課長 おおむね鳥飼委員のおっしゃ

るとおりです。

○鳥飼委員 わかりました。

県税のところを一つだけお尋ねしますが、自

動車税３億5,690万7,000円ということで書いて

あります。納付をする人、しない人があって困っ

ていると。ちゃんと納めていただきたいと思う

んですが、比率がなかなかピンとこないんです

よ。自動車税の登録台数が何台あって、納付台

数が何台あって、未納の台数が何台と。未納の

台数が何台で３億5,600万になるという数字が今

そこにありますか。あれば教えていただくとい

いんですけれども。

○押川主査 税務課長、時間がかかれば、後ほ

ど資料で出していただきたいんですが。

○永田税務課長 後で調べて。

○鳥飼委員 また後でお答えいただきたい。

それから、次の６ページに県債発行額と残高、

基金残高の推移と経常収支比率と公債費負担比
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率の推移というのがございます。見てみますと、

財政的には非常に厳しいということも如実に出

ていますし、臨財債がふえているということで、

今、厳しい状況には一つも変わりはないという

状況なんですが、経常収支比率を見てみます

と94、公債費負担比率が23.1ということで、い

ずれも危険ラインを超えているというふうに思

うんですけれども、これは全国の都道府県が同

じような状況かなとは思うんですけれども、高

いところと比較してもしようがないんですけれ

ども、全国の状況の中での区分は、本県はいい

というところですね。その中での状況について、

比較でお答えいただけますか。

○日隈財政課長 経常収支比率につきましては、

指数としては若干下がったものの、94というの

は余りよくない数値ではございますが、全国順

位的に見ると割といいほう、10位前後あたりの

位置にあろうかと思います。ただ、公債費負担

比率の関係は、おおむね全国で中位の水準であ

ろうかというふうに見ております。

○鳥飼委員 わかりました。10位で、いいとい

う方向ですから、全国どこでもピーピー言って

いるんだなというのがわかるんですが、そこで、

先ほど御報告がありました財政健全化判断比率

の意見書というのがありまして、数字も報告が

上がっているんですけれども、この中に実質公

債費比率ということで21年度、14.5％というふ

うになっています。昨年か一昨年出たときは、

全国で７位ぐらいではないかということで、宮

崎県はいいほうじゃないかというふうな議論を

やった覚えがありまして、本会議では14位とか20

位とか、そんな答弁のようだったんですが、実

質公債費比率の全国的な推移といいますか、ど

の程度を示しているのか、お尋ねしたいと思い

ます。

○日隈財政課長 ことしの実質公債費比率14.5

という数値につきましては、本会議で太田清海

議員からも御質問がございまして、この数値は

全国でいいほうから24番目、ちょうど真ん中、

沖縄を含めた九州８県の中で４番目ということ

で、公債費の関係は今後とも留意していく必要

があるのかなというふうに考えております。

加えて、ついでに申し上げますと、将来負担

比率の関係では、これも太田議員へ答弁させて

いただいておりますが、185.4という数値は全国

でいいほうから７番目の位置、九州・沖縄では

３番目という数値になっております。

○鳥飼委員 この総務委員会で予算のこととか

いろいろ議論をしていくわけなんですけれども、

実質公債費比率にしても、将来負担比率にして

も、会計としては、病院会計とか特別会計とか

いろんなものを含んだ分だと。先ほどから資料

で御説明をいただいているわけですけれども、

そういうところも含んだものでこの総務の分科

会で議論をしないといけないのかなというふう

に思っているんです。新たな国の指標が示され

て、私たちにとってもそれに備えていく必要が

あるんではないかということで、それらの資料

というのが説明がありませんので、今回以降、

次回からの検討課題にしていただくといいんで

すけれども……。経常収支比率と公債費負担比

率についての推移とかはあります。しかし、実

質公債費比率等については推移はないわけで、

これがどう変わっていくのかというのも、やは

り宮崎県の財政を分析する上では大事ですよと

いうふうにして総務省は言っているわけですか

ら、そういうものについても今後検討をしてい

ただきたいと思っております。これは要望とい

うことにしておきたいと思いますので、私たち

委員もその旨でいきたいと思います。
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それから、次の７ページなんですけれども、

収入済額、未済額とございます。収入未済額の

ところで、先ほど御説明がありました個人県民

税が70％ぐらいを占めているということで、非

常に大事な税目ということになるわけですが、

これは、市町村民税ですから、市町村の皆さん

にお願いをして、一緒に徴収をしていただくと

いうことになるわけですけれども、先ほどの御

説明では、景気のというようなこともあったん

ですけれども、ここ数年の流れを見て、どんな

流れになっているんでしょうか。

○永田税務課長 個人県民税につきましては、

平成19年度から税源移譲がございました。税源

移譲をするに当たって、個人県民税と市町村民

税も含めて住民税の徴収体制を強化しなければ

いけないということで考えておったところです

けれども、結果的に、19年度、20年度について

は、調定額全体、いわゆる現年度課税分がぽん

とふえたものですから、徴収率は上がってきた

んですが、21年度については、税源移譲前が92.3

％でしたけれども、これが92.5％まで落ちてき

ているというような状況でございます。ただ、

その中で、ことしが徴収率が97.2％ということ

で、昨年が97.0％でしたので、現年度課税分に

ついては0.2ポイントほど上がってきたかなとい

うことで、今後、現年課税部分について力を入

れるとともに、税源移譲によって滞納繰越分の

調定額がふえておるものですから、今後は滞納

繰越分についても、取れるものは取っていくと。

財産等がないとか、そういうことでどうしても

取れないものについては、市町村のほうにも不

納欠損等の落とす処理をきちっとやっていって

いただきたいというふうに考えておるところで

す。

○鳥飼委員 わかりました。

９ページをお願いいたします。部の総額を書

いてありますが、そこでお尋ねしたいのは、不

用額が４億7,300万ということになっています。

以前とすると不用額というのがふえてきている

のではないかなと。目のところで90％を割って

いるものということで、説明をしていただくシ

ステムになっているんですけれども、節約をし

たら翌年にボーナスを上げますよという何か制

度がありましたね。それを財政課長、説明して

もらえますか。

○日隈財政課長 お尋ねの件は、メリットシス

テムということだと思いますが、甚だ恐縮です

が、メリットシステムの場合は不用額というこ

とではなくて、事務費等について節約した分に

ついて、過去３カ年の使用状況に比べるとどれ

だけ節約したかというのをはかって、ちゃんと

できている場合はその半分程度を翌年度にメ

リットということで予算措置してあげますよと

いう制度であります。したがいまして、節約の

分は既に２月補正で予算上も減額する分もあり

ますので、この不用額に余ったお金という形で

出てくるわけではございません。

○鳥飼委員 そうしますと、２月の段階で節約

分ということで補正をするというのは、２月の

補正のところに節約分と表示として出てきてい

たんですか。

○日隈財政課長 申しわけございません。節約

という表記では特に出てきておりません。執行

残ということで、減額補正という形で２月補正

の歳出予算説明資料には一括して掲載させてい

ただいております。

○鳥飼委員 私どもからすれば、メリットシス

テム、確かにそれはそれでいいことだと思うん

ですけれども、しかし、余りにも節約し過ぎて、

事業の効果を薄めるところがあるんではないか
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というのも懸念されるところなんですね。です

から、そういう表示をしていただかないと、執

行残とかいうことでくくってもらえばわからな

いわけです。それは記載の工夫をお願いしてお

きたいと思います。不用額というのがトータル

としてふえてきているという傾向にはないと

思ってよろしいんでしょうか。ちょっと気になっ

たものですから、そんなことをお聞きいたしま

した。結構です。

不用額で、例えば総務課で言えば文書費で690

万とか財産管理費で3,300万とか、かなり大きな

額がある。人事課でも、これは調整分というこ

とでしたけれども、一般管理費で6,100万とか、

そういうところが少し気になりましたので、私

どもにメリットシステムの件でわかりやすいよ

うに御説明をいただけたらと思います。

○永田税務課長 先ほどの自動車税の課税につ

いて御説明いたします。滞納繰越分まではわか

りにくいですので、現年度に課税をしたものに

ついて御説明いたします。調定額、いわゆる課

税の件数が約39万2,000台ほどになっておりま

す。その後、年度内に収入したものが約38万9,000

台、最終的に収入未済となった台数が3,275台と

いうふうになっております。登録台数は資料は

ないんですけれども、一部課税をしない部分も

ありますけれども、大体これにちょっと加えた

ぐらいということでお願いします。

○鳥飼委員 わかりました。

○押川主査 ほかにございませんか。

○前屋敷委員 委員会資料で２点ほどなんです

けれども、１ページで今、自動車税のお話があ

りましたが、自動車取得税、８億7,000万の減収

ということになっているんですが、この主な要

因がエコカー減税ということで、庶民にとって

は減税というのはメリットはあるんですけれど

も、県の税収ということからすると大変な状況

で、この分、国によっての手当てといいますか、

そういったものは加味されているんですか。

○永田税務課長 自動車取得税については対象

になっていないというふうに聞いております。

○前屋敷委員 何らかの形で、全国すべての県

がそうなんでしょうけれども、しかし、それぞ

れの地方税収にとっては大変な影響もあります

ので、その辺はやっぱり県からも要望すること

は必要じゃないんでしょうか。ぜひお願いした

いと思います。

11ページですけれども、総務課の御説明いた

だいた分で、委託料の不用額で971万6,000円、

これが警備や清掃や委託の残ということだった

んですけれども、入札などしてそういう経費が

浮いたのかなというふうに思うんですが、しか

し、実際、警備や清掃の業務に当たられている

方がいらっしゃるわけで、入札を低いところで

というと、やはり人件費などにはね返るという

ことも懸念されるんじゃないかなというふうな

思いがあるんですけれども、その辺の入札の状

況とか、額であるとか、これだけ不用になった

主な要因といいますか、その辺のところを御説

明ください。

○緒方総務課長 まず、970万の不用額になった

のは、本庁舎だけではなくて、出先の総合庁舎

とかも含めますので、分任したりしていますと、

最終的に集めた場合にこれだけの数字が積み上

がってくるということで、970万ほどの執行残が

出たということでございます｡

それから、入札の状況でございますけれども、

入札の件数は非常に多いんですけれども、小さ

いものを含めると全部で60以上はあるんですけ

れども、どれがどうということはなかなか言え

ないんですが、できるだけ適正な入札の執行と
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いうことで私どもは心がけているところでござ

います。

○前屋敷委員 そういった点でかなり配慮する

必要があると思うんです。ここの総務課の対応

だけじゃなくて、指定管理者の場合も、そうい

うことを県としては十分配慮をしながら進めて

いく必要があるかなというふうに思いましたの

で、お聞きいたしました。以上です。

○押川主査 ほかにございませんか。

○武井委員 決算特別委員会資料のほうで伺っ

てまいります。まず、２ページの譲与税なんで

すけれども、国の配分がふえたり減ったりして

いるようなものがありますね。例えば地方道路

譲与税はふえていますけれども、石油ガスだの

航空機燃料だの減ったりしているんですが、こ

れは、全体のパイが小さくなったり大きくなっ

たりしたことによってふえたり減ったりしたの

か、それとも都道府県ごとの配分率が変更され

たりした結果、ふえたり減ったりしたのか、お

聞かせいただきたいと思います。

○日隈財政課長 ２ページの資料に記載してお

るものについて御説明申し上げますと、地方道

路譲与税は、実は財源となります税収もふえた

ということもありまして、５％の増、財源が揮

発油税、いわゆるガソリン税と言われますけれ

ども、これの税収が昨年は若干伸びたというこ

ともございまして、配分もふえる傾向にござい

ました。石油ガス譲与税、これはＬＰガス等、

タクシー等消費されますけれども、そちらのほ

うは税収が逆に減っているというような傾向か

ら若干減少ということになっております。次に、

航空機燃料譲与税については、税云々ではなく

て、影響を受けている世帯数の計算があるんで

すけれども、宮崎空港発着の便が大型機から中

型・小型機への変更等があったことで、騒音を

受けるカウントの仕方が、大型機であれば影響

額が３倍、５倍とカウントするのが落ちてきて

いるというようなことで、これは配分が宮崎の

場合は落ちているというような傾向にございま

す。４つ目につきましては、先ほど、税務課長

がお答えしたとおり、新しい制度の創設による

ものです。以上です。

○武井委員 次に、地方交付税なんですけれど

も、特交がありますけれども、特交が国の配分

額の増ということで同じくふえているとあるん

ですが、特交は800億をみんなで取り合いするよ

うな話だと思うんですが、21年度においては、

宮崎県は全体のパイの金額というのは結果とし

て何％を獲得できているということになるのか、

お聞かせください。

○日隈財政課長 昨年の例で申し上げますと、

特別交付税については約30億円でございました

ので、全国枠が1,200億ほどでありました。した

がいまして、40分の１、2.5％程度の配分であっ

たかと思います。なお、昨年は配分からの増が

あったということですが、これは特殊事情等も

ございました。例えば、全国スポーツ・レクリ

エーション大会とか、臨時的な特殊事情等もあ

りましたので、そういった要望を出しまして、20

年度よりは21年度は何とか確保できたところで

あります。

○武井委員 わかりました。

次に移ります。２ページの土木使用料5,953万

円の減、道路占用料ということなんですけれど

も、イベント等がそんなに大きく変わるとも思

えないんですが、これは土木工事の関係なんで

しょうか。これが減少しているということにつ

いてお聞かせください。

○日隈財政課長 これは、確かに、土木工事の

関係が少なくなってきている関係です。いわゆ
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る許可申請件数が減少している、それと占用料

について、若干減額の改正を行ったことも影響

しておるところです。

○武井委員 わかりました。

次に、３ページの国庫負担金、義務教育給与

費約５億円減少しているわけなんですけれども、

これは、要するに対象になる先生が減ったとい

うことなのか、それとも何がしかの計算方法が

変わった結果、減少になったのか、お聞かせく

ださい。

○日隈財政課長 義務教育給与費の国庫負担に

つきましては、かかる経費のおおむね３分の１

負担をいただいておるところなんですけれども、

委員おっしゃるとおり、一つは義務教の先生の

数が若干減っているということと、昨年度は退

職者が若干少なかったということもございます

ので、退職給与金の関係も含めて若干の減とい

うことになっております。

○武井委員 わかりました。

次です。寄附金なんですけれども、ふるさと

宮崎応援寄附金の減、これは、丸々ふるさと納

税という理解をしてよろしいのか。

○日隈財政課長 寄附金は、ふるさと応援寄附

金だけではないんですが、対前年度で387万9,000

円落ちている分については、初年度のふるさと

納税の額に比べると落ちている傾向にございま

す。その分がこの対前年度比であらわれている

ということでございます｡

○武井委員 わかりました。

４ページ、臨財債なんですけれども、これは

総括質疑で前屋敷委員から詳しく質疑があった

かと思うんですが、要は、非常に臨財債の割合

が大きくなっているんですけれども、これは100

％後年度でちゃんと交付税で措置されるという

ことは信じるしかないのかもしれないんですけ

れども、それは県としても間違いないという自

信というか、しっかり持っていらっしゃるとい

う理解でよろしいのか、お伺いいたします。

○日隈財政課長 前屋敷委員にお答えしたとお

りではございますが、基本的には、制度的には

地方財政法でちゃんと明記してありますので、

法律を遵守していただくというのが当然のこと

でありますし、地方からは約束どおり果たして

いただくということを求めていきたいと考えて

います。ただ、武井委員がおっしゃるとおり、

臨財債につきましては、平成13年度から始まっ

て、今、10年たったところです。公債費の交付

税での見方というのは、交付税でいただくのが

大体30年償還ぐらいで見ておりますので、そう

しますと、30年で考えたときに、今、10年たっ

てきたというような状況でございますから、今

後、さらにその公債費の分を臨財債の元利償還

金について交付税で見ていくということになれ

ば、どんどん膨らんでいくと。いまだ３分１程

度ということでありますならば、半分を超えて

あと10年もたってくると、交付税の中に占める

臨財債の元利償還金も見てあげますよという部

分の比率がかなり高まってくる、それほど税収

が上がっていく、あるいは交付税に振り向けて

いただく配分率が上がっていくということであ

ればよろしいんですが、ゼロベースで考えます

と、かなり交付税自体が窮屈になっていくとい

うことは考えられます。その際に、私が申し上

げました、いわゆる地方財政法あるいは地方交

付税法、そういった法律改正までして落とすと

いうような行動が出てくるならば、武井委員が

おっしゃったような非常に危惧することもあろ

うかと思います。しかし、地方としては、ちゃ

んと発行の時点で法律に基づいてお約束してい

ただいた分については、きっちり措置していた
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だくというのが当然原則です。それがないと発

行の段階での判断というのはできませんから、

例えば今年度発行するのは、その法律に基づい

て、私ども、発行したわけですから、その分に

ついては30年先までちゃんとお約束いただくと

いうのが原則であろうというふうに考えており

ます。

○武井委員 まさにそのとおりなんです。先ほ

ど、前屋敷委員からありました例のエコカー減

税みたいな国の政策的なものとか、これは維持

するということで、これは総括質疑ですから、

べき論は申し上げることじゃないのかもしれな

いんですが、臨財債は臨財債で維持しながら、

別のところをどんどんかき取っていくような形

で、結果としては地方のほうの負担がふえてい

くというようなことも非常に危惧されてしまう

のかなという印象を持っております。わかりま

した。

続いて、５ページに移らせていただきますが、

先ほどお話があったんですが、不納欠損という

のは、住民税について、確かに、市県民税みた

いな形で市町村のほうが取るわけですが、不納

欠損の決定、すなわちこの人は無理だとかいう

ような判断というのは、一義的に市町村が行う

という理解でよろしいんですか。

○日隈財政課長 不納欠損につきましては、一

度、調停を起こしている分について、歳入確保

ができない、ずっと収入未済で上がってきた分

についてどうするかということで、例えば５年

たったので時効であるということで取り扱って、

不納欠損で調停から落とすというような行為で

あります。税関係は非常に多いんですが、今年

度で申し上げますと、これも議会の御質問でご

ざいましたけれども、対前年度で比べまして伸

びている分というのは、環境森林部になるんで

すけれども、ウッドテックの三セクの分の焦げ

つき分が、破産法に基づく免責許可が出たとい

うことで消し込みを行った、いわゆる不納欠損

を行ったという分が１億500万ぐらいございまし

た。その分が、増額がちょうど１億円ぐらいふ

えておりますので、その分に当たるのかなとい

うふうに考えております。

○武井委員 個人の例えばＡさんが不納欠損に

するとかいうような判断というのを、先ほど市

町村にも不納欠損について調査をみたいな話も

税務課長からあったかと思うんですが、個人の

方が、もうこの方は不納だというような判断と

いうのは、市県民税を一緒に取る以上は、県だ

けが不納欠損と認めて、市だけが取りますなん

てことというのはあり得ないのかなと思うんで

すが、最終的に個人の方については、どういう

判断で、どちらが決めていらっしゃるのか。

○永田税務課長 個人県民税につきましては、

賦課徴収が市町村にありますので、すべて市町

村のほうで決定をし、不納欠損をするという形

になります。

○武井委員 市町村がこの方は不納だというこ

とで不納欠損したら、県としても自動的にその

方は不納欠損扱いにするというような理解でい

いということですか。

○永田税務課長 そのとおりです。自動的に不

納欠損ということになります。

○武井委員 わかりました。

７ページを１点だけ伺って最後にしたいと思

うんですが、不動産取得税の不納欠損が出てい

る件なんですけれども、自動車税なんかは当然、

車にロックをかけたりというようなこともある

んですが、不動産の場合、不動産を取得してい

るわけですから、不動産というのは厳然として

存在しているわけですから、不動産取得税の不
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納欠損が出るということは、当然、不動産の差

し押さえということができるので、欠損という

のが何で生じるのかなという非常に素朴な疑問

があるのですが、これの理由というのをお聞か

せいただきたいと思います。

○永田税務課長 不動産取得税というのは、不

動産の取得の一時期に対して課税をするという

ことになります。通常、それがあるじゃないか

と思われるんですけれども、実際は滞納になっ

た時点でその不動産を転売をしてしまっている

と。転売されてしまえば差し押さえができない

というような状況も中にはございます。

○武井委員 例えば車なんかですと、自動車税

が未納であれば車検が受けられないとかいった

ようなことで、つまり、未納の対策というのが

されているわけなんですが、不動産取得税とい

うのは、未納状態でも転売をすることというの

はできるということになっているわけですか。

○永田税務課長 転売が可能です。

○武井委員 わかりました。

○押川主査 ほかにございませんか。

○横田委員 先ほどから出ていますから、答弁

はいいと思うんですけれども、地方交付税の普

通交付税、当然、宮崎県としてもらえるはずの

お金が臨財債に振りかえられて減少してしまっ

て、結果的に県債残高がだんだんふえていると

いうことに非常に不安を感じます。その思いだ

け。

○押川主査 ほかにございませんか。

○松村委員 消防保安課の成果報告書の53ペー

ジなんですけれども、21年度実績の中で、救急

救命士の養成というのが９名というふうに書い

てあるんですけれども、総数では263名、前、聞

いたことがあるんですけれども、県内の救急救

命士の偏在、それぞれ消防本部がありますけれ

ども、バランスよくちゃんと救命士が養成され

ているのかというのと、救急救命士の中で気管

挿管の講習というのがあるんですけれども、こ

れがどれぐらいされていたのかというのがもし

わかれば出してください。

○山之内消防保安課長 まず、救急救命士の消

防本部との偏在ということでございますが、ま

ず、現在の263名の内訳を申しますと、宮崎市が

一番多く、72名なんですけれども、都城が39名、

西都市ですと14名等々、組織の規模によりまし

て数が成っているんですけれども、基本的には

消防隊の数に応じた形で救急救命士が養成され

ているということでございます。さらにつけ加

えますと、救急救命士になるためには、最終的

に財団でございます救急振興財団というのがご

ざいまして、そこで半年間の養成を受ける必要

があるわけでございますが、これに派遣します

場合にも、それぞれ県内の九消防本部、バラン

スよくそこに派遣するというような形でやって

いるところでございまして、そういった形では

組織の規模に応じてできているのかなというふ

うに考えているところでございます。

それと、気管挿管の話ですけれども、御案内

のように、救急救命士の資格を取った人の中で、

気管挿管というのはさらにいろんな座学を受け

まして、そして、その上で実際、病院で具体的

には30症例経験しまして認定を受けるものでご

ざいますけれども、これにつきましても、現在、

県内で63名の気管挿管ができる救急救命士がお

ります。これにつきましては、宮崎、都城が多

いんですけれども、そのほかの消防本部につき

ましては、かなり少ないところ、１名というと

ころもございまして、これにつきましては、今

後、その消防本部の体制もございますけれども、

気管挿管ができる資格を取得するために、いろ
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んな病院の症例もできるように協力をいただい

て、依頼しながら、今現在、努めているところ

でございます。以上でございます。

○押川主査 ほかにございませんか。

○鳥飼委員 主要施策のほうで１点ずつお尋ね

したいと思います。まず、市町村課についてで

すが、合併支援室を引き継いで市町村課のほう

で実施をしておられるということですが、合併

関係市町村財政健全化支援（県単）11億ですか、

貸付市町村数５ということで、財政的に非常に

厳しいところをと言われたんですけれども、５

市町の内訳をお尋ねいたします。

○福嶋市町村課課長補佐 ５市町の内訳でござ

いますけれども、延岡市が３件、日南市が３件、

小林市が６件、日向市が３件、清武町が４件と

なっております。

○鳥飼委員 これは、財政的に厳しいからとい

うことではないと思っていいんですか。先ほど

そういうふうな御説明もあったようで、清武は

そんなに財政的には厳しくないなと私は思って

いたものですから。

○福嶋市町村課課長補佐 この貸し付けの要件

には、実質公債費比率が15％以上または経常収

支比率が90％以上という条件がございます。い

ずれかを満たしているというところでございま

して、それに該当しているということになりま

す。

○鳥飼委員 甘い審査基準があるのかなと、国

の誘導策もあるのかなという感じもしますが、

わかりました。

県単ということですけれども、先ほど、県税

のお話が出ましたけれども、これで11億という

ことで、これを支出したことで、例えば、交付

税の基準財政需要額に算定をするとか、出てい

くだけじゃなくて、入ってくるほうの影響とい

うのも何かあるんでしょうか。

○福嶋市町村課課長補佐 この貸付金の財源は、

２分の１が21世紀基金の取り崩しによるもので

あります。また、２分の１は一般財源の持ち出

しとなっておりますけれども、特に国の関与は

ございません。ただ、償還金といいますか、返っ

てきますので、実質的な持ち出しはないという

ことになります。

○鳥飼委員 確かにそういうことですね。財政

負担は何もないですね。

○日隈財政課長 県が市町村に貸し付けする等

で交付税措置というのはないのかなと思います。

○鳥飼委員 わかりました。何でも収入したい

なという思いがあったものですから、余分なお

尋ねをいたしました。

合併を推進されてきたんですけれども、いろ

いろお聞きしますと、いわゆる寂れたとか、私

どもが指摘してきたということが出ているよう

に思うんです。町役場の段階でしたら住民の顔

が見えるということでいろんなメリットがあっ

たと、しかし、効率化をされた関係でそういう

関係が非常に薄れたということで、いろいろ意

見が出ているんですけれども、合併についての

検証をお願いしたいということで、昨年の決算

のときに、あのときは合併支援室長だったんで

すけれども、そういうことでのお答えもあった

んですけれども、何かしておられるのかお尋ね

したいと思います。

○福嶋市町村課課長補佐 ことしの３月に合併

の効果と課題ということで検証をしております。

その検証をまとめるに当たっては、市町村の意

見や有識者の意見等を聞いて取りまとめており

ますけれども、その中で、合併の効果としまし

て、一つは行財政基盤の強化ということで、特

別職や議員らの給与等の削減というようなもの
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ですとか、具体的に数値を上げて示しておりま

す。また、課題につきましても、具体的に住民

の不安や懸念の解消に努める必要があることで

すとか、これまで以上に住民と行政との連携を

図っていかねばならないことなどを列挙してお

りまして、その課題に今後取り組んでいかなけ

ればならないという問題提起をしております。

もう一つ、美郷町の例なんですけれども、一

番財政基盤の弱いところ同士が合併しまして、

非常に不安の大きいところだったんですが、合

併の効果の一つとしまして、合併交付金ですと

か特例債などを利用しまして、これまでできな

かったいろんな社会基盤の整備が進んだことに

加えまして、例えば、３つの村で活動していた

特産品加工グループが、合併を機にしまして、

お互いの商品を持ち寄りましてパッケージ商品

をつくったり、顧客の共有をしたりとか、商品

開発をやったりとかということで、地域活性化

面での効果も出ているということをつけ加えさ

せていただきたいと思います。

○鳥飼委員 わかりました。要望をしておきた

いと思うんですけれども、継続して合併の検証

をやっていただきたいというふうに思っていま

す。今言われた美郷町につきましても、表現は

悪いけれども、批判を受けて、だれかが言いま

したね、貧乏人同士がというようなのがありま

した。財政基盤が非常に弱いところが合併をし

たということで、確かにそういう効果もあると

は思うんですが、私たちが指摘をしてきた問題

というのも残っているといいますか、加速をし

ているような状況もありますので、継続をして

見ていただきたいということで、これはお願い

をしておきたいというふうに思います。

それから、次、簡単に申し上げます。52ペー

ジに危機管理課の防災・防犯情報メールサービ

スとありますけれども、これで２万件というの

が22年度の目標になっていますけれども、経費

と具体的なサービスの内容について御説明をい

ただきたいと思います。

○金井危機管理課長 経費につきましては、１

年間分で登録者が２万人未満であれば、327

万6,000円の経費がかかります。これが２万人を

超えますと金額が超えますが、現在、登録者が

１万8,000人なので、327万6,000円が年間経費と

なります。内容につきましては、３種類に分け

ておりまして、防犯・防災情報と気象情報の２

つに大きく分けられるんですけれども、防犯・

防災情報と気象情報２つを契約されている方

は8,500、防犯・防災情報だけが7,500、気象情

報だけ契約されているのが1,900というふうに

入っておりまして、この３つの組み分けで対応

をしておるところでございます。

○鳥飼委員 宮崎市の事業仕分けでいろいろ出

されていたようなんですけれども、世帯に届け

ば70万か80万かあると思うんですね。そこに届

いてほしいというのがあるだろうと思うので、

ぜひ、ＰＲも含めて効果的に運用をお願いした

いと思います。

続きまして、最後に消防保安課にお尋ねしま

す。54ページ、先ほど出ました消防広域化等体

制強化促進ということで、非常備町村の常備化

ということで、本会議でも質問がありました。

これは私の勘違いかもしれませんけれども、７

町村ですが、１町100万と聞こえたような感じも

したんですけれども、予算額と、事業概要につ

いては先ほどの防災水槽とか、そんな感じだっ

たと思うんですけれども、もうちょっと具体的

に御説明をお願いします。

○山之内消防保安課長 ただいまの質問でござ

いますが、まず、常備化推進の補助金、内訳と
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しては大体700万ぐらいを見ております。それか

ら、消防資機材等の補助、これにつきまして、

今年度、総額が3,284万円ほど実績が出ておりま

す。この補助金の中で緊急消防援助隊というの

がありますけれども、この緊急消防援助隊に対

する補助が、予算額100万円ほどを組んでおるん

ですけれども、実績としましては、21年度につ

きましては123万円余となっておりまして、ここ

に書いておりますように、総額といたしまして

は3,690万、補助を交付したところでございます。

○鳥飼委員 ちょっと質問の仕方がまずかった

と思いますが、申しわけないです。非常備町村

７町村が常備化をということが指摘されている

わけですね。今、広域化で１つか３つかという

議論もありまして、それは今、議論中なんです

けれども、私どもの考えで言えば、大阪みたい

な狭い何とか市が、宮崎市もないぐらいのとこ

ろで50万か60万おるというようなところ、それ

は当然、１消防本部ということで、それでいい

と思うんですけれども、宮崎のようにこんなに

広いところで１つか３つとかいうのはなじまな

いんじゃないかなというふうに思っているんで

す。それはそれで私どもの意見ですから、それ

で受けとめていただいて、７つの町村に常備化

をということで、それは何とかできないかなと

思っているんですけれども、西臼杵３町とか東

郷町とか言っておられましたけれども、常備化

に向けて進捗しつつあるような話もお聞きしま

したので、そこを御説明いただきたいと思いま

す。

○山之内消防保安課長 総務部長の答弁にもご

ざいましたけれども、具体的に申しますと、21

年度実績というよりも、今年度の動きになって

申しわけないんですけれども、まず、美郷町に

つきましては、日向市に対する消防業務の委託

というような方向で、両市町で協議することが

合意いたしております。現在まで３回、両担当

者レベルで人員問題、機材をどこにどういうも

のを配置するか、そういった内容について検討

が行われているところでございまして、それが

順調にいけばいろいろと具体的な姿が見えてく

るのかなと思っておりますが、いずれにしまし

ても、今申しましたように、少しずつでも動い

ておりますので、期待をしているところでござ

います。

それから、西臼杵３町につきましては、平成20

年度に３町における検討協議会なるものを立ち

上げて、今まで総務課長を中心にして議論を進

めてきておりましたが、ことしに入りまして、

８月の末に３首長さんも集まりましてこの検討

が行われた結果、その中で３町とも消防常備化

につきまして、その意義をよく理解して、今後

進めるということで合意がなされて、各担当で

また引き続き議論するということで、少しずつ

ではございますけれども、西臼杵３町について

も動きが出ているところでございます。

あとの西米良村、諸塚村、椎葉村でございま

すけれども、残念ながら、現段階の状況を申し

上げますと、常備化の重要性というのはもちろ

ん御理解いただいてはおりますが、地域の事情、

財政の問題等々で、現在のところ、具体的な常

備化に向けた動きというのはまだ見えないとい

う状況でございます。以上でございます。

○鳥飼委員 ありがとうございました。私も椎

葉村に行ったり諸塚村に行って、副村長さんと

か村長さんに会ってそんな話をしたりとかいろ

いろしてまいりました。ひとつよろしくお願い

したいと思います。

○押川主査 ここで委員の皆様方にお諮りいた

しますが、ちょうど12時になりますけれども、
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まだ質問があると思いますので、１時再開でよ

ろしいですか。

〔｢異議なし｣と呼ぶ者あり〕

○押川主査 では、暫時休憩をさせていただき

ます。

正午休憩

午後１時０分再開

○押川主査 分科会を再開いたします。

御意見はございませんでしょうか。

○武井委員 主要施策のほうの何点かですけれ

ども、御質問をしてまいりたいと思います。ま

ず、人件費の件で人事課にお伺いをいたしたい

と思うんですけれども、各課に分かれているの

で全体像が見えないのでお伺いしたいんですが、

庁内全体の人件費、給与とか報酬というのは、

どういうふうになっているのかを伺いたいんで

すけれども。

○桑山人事課長 全体の人件費ということであ

りますけれども、職員の給与、諸手当とか共済

費とか、そういったものは各課で基本的に予算

を組むわけですけれども、時間外勤務手当に関

しましては、各所属におきましては、給料の４

％をみずからの予算として組みまして、私ども

人事課のほうで約３％程度、約４億5,000万にな

りますけれども、それを私どものほうで持って

おりまして、その年々の業務の繁閑に応じまし

て、必要な所属に対して時間外勤務手当を分任

して、執行をしていただいているところでござ

います。

○武井委員 それはわかるんですけれども、庁

内全体のものというのは人事課として把握をな

さっていらっしゃらないのか。庁内全体の給与

が幾らとか、手当が幾らというのはどうなって

いるのか。これで各課に細分されるとなかなか

全体像が見えないものですから、その辺は所管

として把握されていないのか。

○桑山人事課長 人事課としては、全体の給与

というものは把握しておりません。

○武井委員 ではどこがわかるんですか。だれ

もわからないんですか。どうかなと思いますけ

れども。

○日隈財政課長 主要施策の成果でごらんに

なっての御質問だと思います。４ページの一般

会計の性質別の義務的経費の内訳の人件費が全

部局分、1,531億7,354万8,000円ということに

なっております。これを部局別にという御質問

でしょうか。

○武井委員 全体で構わないんですけれども、

いわゆる各課ごとに出てくるものが全体でそれ

ぞれ給与が幾らとか、手当が幾らとか、そうい

う形でわからないのかということです。

○日隈財政課長 人件費の内訳的に申し上げま

すと、大体ですけれども、給料が740億ぐらい、

職員手当関係が540億ぐらい、共済費の分という

のが245億ぐらいであろうというふうに思いま

す。

○武井委員 部署部署によって減ったりほとん

ど変わらなかったりということがあるんですけ

れども、これが全体で見ると2.1％の減というこ

とになっているわけなんですけれども、これと

いうのは、特徴には人件費が下回ったもののと

か書いてあるんですけれども、人数が減ったと

いうことなのか、例えば手当が、どのあたりが

どういうふうな形で減った結果としてこの金額

が減ったということになるのかをお聞かせいた

だきたいと思います。

○桑山人事課長 職員の給与費関係は、予算と

いう意味ではうちのほうでは把握しておりませ

んが、人件費の傾向として申し上げますと、人
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件費が職員の数掛ける１人当たりの給与等の額

ということで、いわば面積であらわされるわけ

すけれども、ここ数年といいますか、行財政改

革の取り組みの中で職員数が減ってきていると

いうことで、一辺の長さが短くなるということ

と、給与に関しましては、給与構造改革等行わ

れまして、4.8％程度の職員給与の削減、ただし、

現給保障という部分がついておりまして、それ

が徐々に解消されて、１人当たりの職員の給与

も低下傾向にあること、そうした両方の要素が

主な要因となりまして、こうした人件費の減少

ということになっているというふうに理解して

おります。

○武井委員 特にどこがということではないと

いうことなんですけれども、手当の540億なんで

すけれども、諸手当があると思うんですけれど

も、諸手当の見直しというのはどのようにされ

て、例えば廃止した手当などがあるのか、また、

手当の削減ということに対してどのように臨ん

でこられたのか、お伺いをいたします。

○桑山人事課長 職員の手当につきましては、

平成16年ごろだったと思いますけれども、基本

的に国に準拠ということで月額の手当は日額化

を図るということ、国にない手当については廃

止するというような考えのもと、その当時、大

きな見直しを行ったところでありまして、その

後も農業改良普及員に係る手当とか、適正化と

いいますか、見直し、額の縮減を図っていると

ころでございます。

○武井委員 そういう方向性であるということ

は理解しておるんですが、21年度において見直

しをしたものがあれば、お聞かせをいただきた

いと思います。

○桑山人事課長 手当という意味では期末勤勉

手当、ボーナス、こういったものにつきまして

は、人事委員会勧告に基づきまして、21年度に

おきましては、マイナス0.3月ということで削減

が図られております。これは21年度の取り組み

でございます｡

○武井委員 わかりました。

次に移りますが、委員会資料の23ページの総

務事務センターのところの人事管理費の使用料

及び賃借料、また負担金・補助及び交付金の金

額が非常に大きいんですが、この内訳について

御説明をお願いします。

○假屋総務事務センター課長 確認ですが、23

ページの上段のほうのでよろしいですか。まず、

使用料及び賃借料につきましては、職員健康プ

ラザの建築に係る費用を地方職員共済組合のほ

うから借りておりまして、使用契約書になって

おりますから、使用料という名目で8,202万3,000

円ほど予算執行しているところでございます。

それから、負担金・補助及び交付金3,189万3,000

円でございますが、これにつきましては、職員

互助会への補助金2,531万円余、職員の人間ドッ

クへの負担金を640万円余を執行しております。

以上です｡

○武井委員 わかりました。

健康プラザのほうはこういう形で返していか

なければいけないというのはわかるんですが、

互助会への拠出金の基準というのは、どういっ

た基準で、どういったものについて出している

とか、そのあたりをお聞かせいただきたいと思

います。

○假屋総務事務センター課長 職員互助会につ

きましては、補助金2,531万余の積算としまして、

職員互助会事務局におきます人件費の３分の１、

職員互助会の運営事務費の３分の１、これを合

わせて1,860万円ほどになります。それに独身寮

の運営に要する経費を10分の10、寮母さんなど
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ですが、660万円余、これらを積算にしておりま

す。以上です。

○武井委員 今、不要不急な財産の見直しとい

うようなことが進んでいるんですけれども、独

身寮についてなんですが、いろいろ話を聞いて

も、かなり部屋もあいているような状況もある

ようなんですけれども、現状における稼働率、

総括質疑でちょっとあれなんですけれども、今

後どういうふうにしていくかということと、今

の中での独身寮の財産的価値といいますか、そ

のあたりがどの程度あるものなのか、お聞かせ

をいただきたいと思います。

○緒方総務課長 独身寮については、管理等は

総務課でやっておりますので、私のほうからお

答えしたいと思いますけれども、今、独身寮に

つきましては、入居率が26％ぐらいということ

で、非常に低くなっております。これは、老朽

化したというのと、独身の人たちの意識の変化

等があろうかと思います。それで、老朽化した

ものにつきましては、取り壊して、後、売却で

きるものは売却したいということで、有効活用

といいますか、整理する方向で考えております。

以上でございます。

○武井委員 わかりました。

最後にいたしますが、これは消防保安課にお

伺いしたほうがいいんだろうかなと思うんです

けれども、ここには出ていないんですけれども、

火災報知器の確保・設置が義務づけられている

わけなんですけれども、こういったものの周知

とかというものは県として取り組んできたこと

があったのかどうか、お伺いをいたしたいと思

います。一義的に全部市町村がやるものかよく

わからないんですが、県として取り組んでいる

点があったとすれば、伺いたいと思います。

○山之内消防保安課長 具体的には、県として

取り組んでまいりましたのは、例えば県の広報

誌とか、もしくはいろんな県の広報番組等を活

用しまして、こういったものを県民に訴えるよ

うな題材を扱いながら提供してきたところでご

ざいます。ただ、市といたしましては、市町村

の消防本部等が中心になって、地域に密着した

形で啓発を図っているというのが実情でござい

ます｡

○武井委員 わかりました。

○押川主査 ほかにございませんか。

○前屋敷委員 主要施策の報告書で質問させて

いただきます。市町村課をお願いします。合併

の関係で一つお聞きしますが、市町村合併支援

として県単で旧合併三法に基づいての支援とい

うことで、５市町に５億8,100万円の交付をして

おられます。あと、新市町村合併支援というこ

とで合併した後の財政を支援するということも

あって、それぞれかなりの額、県単で支援をし

ているんですけれども、当初、合併そのものは

国の施策に基づいて進めてきた合併であるんで

すけれども、財政力からいくと、私は、合併を

して財政規模は大きくなっても、財政力そのも

のは強まらないんだということを言ってきたん

ですけれども、合併前、合併後にこれだけ支援

をしなければ合併そのものが成り立たないと。

合併後も財政的にはますます厳しい状況になっ

ているという状況も見てとれているんですけれ

ども、一応今、総務省では合併そのものが終息

をするという方向になっているんですが、そう

いった意味では、これまでいろんな支援も行っ

てきた状況の中で、合併した各市町村から意見

の聞き取り、状況の聞き取りもされておられる

という話があったんですけれども、具体的に、

相談も含めて、どういう状況なのか、改めても

う一度聞かせていただきたいと思います。
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○福嶋市町村課課長補佐 合併後の市町村から

の相談等についてでありますけれども、合併後

につきましては、今、各市町村とも、財政支援

などを生かしまして、合併後のまちづくりに鋭

意取り組んでいらっしゃるところです。そういっ

た事業を通しまして、財政の健全化等の相談に

は随時応じておりますし、実際、美郷町あたり

でも、合併はスタートラインであって、これか

ら住民の意識を変えること、職員の意識を変え

ていくこと、そういったことに取り組みたいと

いうようなお話も聞こえてきております。県と

しましては、今後とも、財政支援の措置は続き

ますし、いつでも相談窓口をあけておりますの

で、そういった形で合併後のまちづくりについ

ても支援していきたいと考えております。

○前屋敷委員 合併してもそこで住み続けられ

たり、利便性がそこに伴わないと、結果的には

何のために合併したのかということになってし

まうということもあるわけですね。そのところ

も十分に分析もしていただいて、今後に生かし

ていかなきゃならないというふうに思っている

ところです。

市町村合併支援で５市町、新合併したところ

への支援で３市とありますが、具体的に自治体

名を教えてください。

○福嶋市町村課課長補佐 まず、市町村合併支

援のほうの５市町でございますけれども、宮崎

市、都城市、延岡市、日向市、美郷町となって

おりまして、これは平成18年３月31日までに合

併を行った旧法下での合併の市町になっており

ます。それと、新市町村合併支援につきまして

は、新法下で合併した市町ということで、18年

度以降になりますけれども、この交付金の対象

としては延岡市、日南市、小林市となっており

ます。

○前屋敷委員 合併協議会の運営補助の４市町

はどこですか。

○福嶋市町村課課長補佐 運営費補助につきま

しては、４市町となっておりますが、宮崎市、

小林市、清武町、野尻町になっております。

○前屋敷委員 わかりました。まだ22年度にも

財政支出は続いていきますので、そのところも

含めてしっかり見ていく必要があろうかという

ふうに思います。

危機管理課でお願いしたいと思います。実績

内容のところで、防災士の派遣10名とあります

が、これは、いろんな研修とか講習をしたとき

への派遣なのか、自治体あたりに県から常時派

遣をするという体制なのか、その辺のところを

聞かせてください。

○金井危機管理課長 これにつきましては、県

が行っております自主防災組織リーダー研修会

を各市町村６会場でやっておるんですが、これ

を市町村主体でやっておるところに派遣したり

とか、防災士の出前講座とかがありましたら、

それにかわって行っていただくとか、そういう

報酬を与えた上での対応をしていただいている

ものでございます｡

○前屋敷委員 もう一点ですが、表の上のとこ

ろに御説明があるんですが、外部からの武力攻

撃等から国民を保護する、武力攻撃事態法とい

うことに基づいているんですが、武力攻撃その

ものがあったらいけないわけで、本来ならば、

外交でしっかりこういう事態が起きないように

することがまず前提で、これは国の大きな責任

なんですけれども、しかし、各県に体制整備を

要請してきているという状況なんですね。今、

この問題も大きく考えなきゃならないことだと

いうふうに思うんですが、具体的には、この体

制整備はどういうふうにせよというふうに国が
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言っているんでしょうか。

○金井危機管理課長 この体制につきましては、

宮崎県の国民保護計画に基づきまして、体制を

とらせていただいております。これの先には国

の国民保護計画もございまして、これに基づい

てやっておるわけなんですけれども、先ほど言

われましたとおり、外交が先決でございますけ

れども、それを踏まえた上での、あくまでも県

民の安心・安全を守る、生命を守るという前提

でございますので、それに基づいた体制をとっ

ております。

それと、一昨年にございました北朝鮮からの

ミサイルの発射等につきましても、24時間ウオッ

チ体制をとっておりますので、もし、そういう

不測の事態が起きた場合には、いち早く安全を

確保するという体制をとらせていただいておる

ところでございます。ただ、この24時間体制に

つきましても、災害、津波、大規模な地震も想

定しまして、情報の早期入手に努めておるとこ

ろでございます。以上です。

○前屋敷委員 次に、消防防災課にお願いしま

す。いろいろ御質問も出たところですけれども、

私は、市町村の消防防火施設整備について、④

で御説明いただいていますが、耐震性貯水槽、

防火水槽、小型動力ポンプ等への補助によって

整備を促進、これは、それぞれどのくらいの補

助を出しているんですか。

○山之内消防保安課長 平成21年度の消防資機

材につきましては、市町村に実績ベースで総

額3,284万円余を出しております。その中で、例

えば防火水槽ですと21年度は４件、耐震性貯水

槽ですと２件、その他消防団員の活動服とか消

防用のホース等々に補助率３分の１で支出した

ところであります。

○前屋敷委員 耐震性貯水槽ならかなりの金額

がかかると聞いているんですけれども、補助を

出すのは、各自治体から申請に応じて支出する

ということですか。

○山之内消防保安課長 そのとおりの補助金で

ございまして、市町村がそれぞれ整備計画もご

ざいますので、そういった整備計画にのっとっ

て、市町村のほうが申請してきて、それをこち

らのほうで審査して認めるというようなシステ

ムでございます｡

○前屋敷委員 各自治体の財政力でかなり整備

の状況が違っていると思うんですね。それでは

なかなか県民全体の安全を守るということには

ならないものですから、そういった点では耐震

性貯水槽も自治体でかなり整備の状況が違って

いるかというふうに思うんですが、後で結構で

すので、このデータ、数も含めて、県内の実態

をお出しください。

○山之内消防保安課長 耐震性貯水槽、これに

つきましては、わかっているところを今言わせ

ていただきます。22年の４月１日現在で、県内

総数が655でございます。市町村ごとの内訳が必

要でしょうか。

○前屋敷委員 全体は大変ですので、後でデー

タでいただければ。

○山之内消防保安課長 わかりました。では、

後ほど、提出いたします。

○前屋敷委員 先ほどお話に出ましたけれども、

非常備の常備化というのはどうしても必要だと

いうふうに思いますし、こういった日常的に整

備しておかなきゃならないものに対しては、各

自治体を調べて一定の整備が図られるような支

援、援助が必要かなというふうに思いますので、

ぜひ、その辺のところは勘案をしていただいて、

助言を含めて支援もお願いしたいというふうに

思います。
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○横田委員 ちょっとだけお尋ねしますけれど

も、51ページ、危機管理課なんですけれども、

平成17年の台風14号、未曾有の大災害が起きた

わけですけれども、そのときに自主防災組織の

結成とか非常に進んで、あれから何年も時がたっ

て、そのときの意識がまだ継続しているかなと

いう不安があるんですけれども、こういった危

機管理体制の強化に対する取り組みというのは、

県内全市町村満遍なく、温度差なく取り組まれ

ているというふうに判断してよろしいんでしょ

うか。

○金丸危機管理課長 基本的には、温度差なく

取り組んでいただいてはおるんですが、ただ、

自主防災組織の設置基準というのは市町村独自

の判断ということになってまいりますので、規

約がないと自主防災組織じゃないとか、もし自

治防災組織であったとしても、地域の活発な活

動がないところが出てきたりしておるものです

から、それぞれ市町村による差、もしくは自治

公民館の活動の差、リーダー不在のところとか、

そういったもろもろの条件でちょっと温度差が

あるので、毎年10月から11月にかけて各市町村

を回りまして、市町村主体となった自治防災組

織の活発な活動を促しているところでございま

す。

○横田委員 私の周りも結構、組織率が高くなっ

てきているんですけれども、組織組織によって

取り組みの温度差はあるんですね。災害という

のはいつ、どこで起きるかわからないし、常日

ごろの備えが一番大事だと思いますので、温度

差なく取り組みができるように、また御指導を

いただければと思います。

54ページですけれども、表の中ほどに緊急消

防援助隊というのがありますけれども、これは

具体的にどういう組織なのか、教えていただけ

ないでしょうか。

○山之内消防保安課長 本来、消防につきまし

ては、それぞれ市町村の消防本部ごとに消火等

をするわけでございますけれども、非常に大規

模な災害等が発生した場合には、例えば宮崎県

で大きな火災が発生した場合に、宮崎県の消防

力を結集しても、応じられない、そういった場

合に、他県から、例えば鹿児島とか熊本、九州

全域からそういった大規模な災害等に対して応

援・支援に来るということで、それぞれの県が

組織している組織でございます｡

○横田委員 それは何県か一緒に集まって共同

訓練をするとか、そういうこともなされている

んですか。

○山之内消防保安課長 九州ブロック単位で毎

年、各県持ち回りでそういった訓練を実施して

おりまして、これは当然、消防庁の事業にも乗っ

かかっているんですけれども、毎年そういった

訓練を行っておるところでございまして、こと

しが鹿児島、来年が宮崎というふうになってお

ります。

○押川主査 ほかにございませんか。

○鳥飼委員 関連して、ＤＭＡＴと関連はある

んですか。

○山之内消防保安課長 訓練の中でＤＭＡＴも

関連しているということは私も承知しているん

ですけれども、それ以上は私もわからないんで

すが。

○鳥飼委員 ＤＭＡＴについては宮崎県はかな

りおくれていると思っているんです。医療薬務

課と連携をしてやっていただくということにな

るだろうと思いますけれども、ぜひ、他県にお

くれのないように、よろしくお願いいたします。

○押川主査 それでは、よろしいでしょうか。

以上をもちまして総務部を終了いたします。
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執行部の皆様、御苦労さまでございました。

暫時休憩いたします。

午後１時30分休憩

午後１時33分再開

○押川主査 分科会を再開いたします。

まず、採決についてでありますが、10月４日13

時30分ということでよろしいでしょうか。

〔｢異議なし｣と呼ぶ者あり〕

○押川主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

そのほか、何かありませんか。

〔｢なし｣と呼ぶ者あり〕

○押川主査 それでは、以上をもちまして本日

の分科会を終了いたします。

午後１時33分散会
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平成22年10月４日（月曜日）

午後１時28分再開

出席委員（７人）

主 査 押 川 修一郎

副 主 査 河 野 哲 也

委 員 横 田 照 夫

委 員 松 村 悟 郎

委 員 鳥 飼 謙 二

委 員 前屋敷 恵 美

委 員 武 井 俊 輔

欠席委員（なし）

委員外議員（なし）

事務局職員出席者

総 務 課 主 幹 馬 場 輝 夫

議 事 課 主 査 大 下 香

○押川主査 分科会を再開いたします。

まず、本分科会に付託されました議案の採決

を行いますが、よろしいでしょうか。

〔｢異議なし｣と呼ぶ者あり〕

○押川主査 議案第24号についてお諮りいたし

ます。

原案どおり認定することに御異議ありません

か｡

〔｢異議あり｣と呼ぶ者あり〕

○押川主査 それでは、異議がありましたので、

挙手により採決を行います。

議案第24号の認定について、賛成の方の挙手

を求めます。

〔賛成者挙手〕

○押川主査 挙手多数によって、議案第24号に

ついては、原案のとおり認定すべきものと決定

いたしました。

次に、主査報告骨子（案）についてでありま

す。主査報告の内容として、御要望等があれば

お伺いしたいと思います。

○押川主査 暫時休憩いたします。

午後１時30分休憩

午後１時34分再開

○押川主査 分科会を再開いたします。

ただいま出ている意見を参考にさせていただ

いて、主査報告を正副主査に御一任いただける

でしょうか｡

〔｢異議なし｣と呼ぶ者あり〕

○押川主査 それでは、そのようにいたしま

す。

そのほか、何かありませんでしょうか。

以上で分科会を終了いたします。

午後１時34分閉会




